
 

 

資料２－２ 別添２ 

 

「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が

遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定

すること」に関連して更なる検討を求めたものに関する対応

状況・変更箇所 

  



（様式２－２）

（法人番号　０１ ） （大学名）　北海道大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

○ 更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

※変更を行わないと判断するに至った理由を記入してください。（例えば、「中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため」
「より詳細な達成状況を年度計画において定めることとしているため」など）

　中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

素案の記述 検討後の記述 備考

（中期目標／中期計画） ※記述の前に中期目標もしくは中期計画
のいずれかを明記してください。

※変更箇所に下線を付してください。 ※変更の理由等を記入してください。



（様式２－２）

（法人番号　０２ ） （大学名）　北海道教育大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

○ 更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

（中期計画）
12　法令遵守やハラスメント防止について，学生に十分に理
解させるとともに，より多くの学生への浸透を図ることを目的と
して，学生の企画による研修会，リーダー研修受講者による
講習会等を実施する。また，学生団体結成の際の条件とし
て，リーダー研修会受講を義務化させる。

12　法令遵守やハラスメント防止について，学生に十分に理
解させるとともに，より多くの学生への浸透を図ることを目的と
して，学生の企画による研修会，リーダー研修受講者による
講習会等を実施する。また，学生団体結成の際の条件とし
て，リーダー研修会受講を平成29年度までに義務化させる。

達成時期を記載した。

（中期計画）
13　全学的指針や卒業後動向調査結果を基盤として，学部１
年次から４年次までのキャリア形成プロセスのチャートを作成
し，可視化することにより，計画的にキャリア支援を行うととも
に，学生自身が目標や到達地点を確認できるようにする。
　①　教員養成課程においては，１～２年次で学生に教員とし
ての意識付けを行うため，授業科目「キャリア開発の基礎」を
開講し，３～４年次では教員採用試験に向けて，より実践的な
講座として，教員就職対策特別講座や個別面接指導を実施
する。上記のように，計画的にキャリア支援を行うとともに，教
員採用試験に精通した相談員を配置し，きめ細かな就職指導
を行い，結果として教員就職率75％を確保する。
　②　学科においては，体系的なキャリア支援・教育を行うとと
もに，民間企業に精通した相談員を配置し，きめ細かな就職
支援を実施する。

13　学年進行に沿ったキャリア形成プロセスを明確にして計画
的なキャリア支援を行い，併せて学生自身が目標や到達地点
を確認できるようにしながら，以下に掲げる就職率を実現す
る。
　①　教員養成課程においては，１～２年次で学生に教員とし
ての意識付けを行うため，授業科目「キャリア開発の基礎」を
開講し，３～４年次では教員採用試験に向けて，より実践的な
講座として，教員就職対策特別講座や個別面接指導を実施
する。上記のように，計画的にキャリア支援を行うとともに，教
員採用試験に精通した相談員を配置し，きめ細かな就職指導
を行い，結果として教員就職率75％を確保する。
　②　学科においては，キャリア教育に関する授業科目とし
て，「キャリアガイダンス」「キャリア開発」「進路開発の実際」
等を１年次から４年次まで体系的に開講し，社会人基礎力を
涵養する教育を行うとともに，民間企業の人材養成等に精通
した相談員を配置し，業界研究や面接指導等，きめ細かな就
職指導を行い，就職希望者に対する就職率を少なくとも90％
確保する。

記載内容を整理し、数値目標及び具体的な取
組内容を記載した。

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

素案の記述 検討後の記述 備考



（中期計画）
20　若手研究者の研究，海外ネットワークの形成，海外との共
同研究を推進するとともに，研究支援体制，事務局体制強化
などを進める。

21　第２期中期目標期間中に配置した「研究支援コーディネー
ター」を充実・発展させ，新たに研究戦略室（仮）を設置し，リ
サ－チ・アドミニストレーターを配置して，教育や地域の課題
解決と地域の成長・発展に資する研究を企画・管理する体制
を強化するとともに，研究成果を分析・可視化し，研究広報に
積極的に取り組む。

20　第２期中期目標期間中に配置した「研究支援コーディネー
ター」を充実・発展させ，新たに研究戦略室（仮）を設置し，事
務局体制や教員と事務職員の連携等を強化する。また，リサ
－チ・アドミニストレーターを配置し，教育や地域の課題解決と
地域の成長・発展に資する研究を企画・管理・支援するととも
に，若手研究者の研究，海外ネットワークの形成，海外との共
同研究等を推進する。

研究支援体制の充実という目的を明確にする
ため、2つの計画を1つに統合し、より分かり易く
具体的な記載内容に変更した。

（中期計画）
21　第２期中期目標期間中に配置した「研究支援コーディネー
ター」を充実・発展させ，新たに研究戦略室（仮）を設置し，リ
サ－チ・アドミニストレーターを配置して，教育や地域の課題
解決と地域の成長・発展に資する研究を企画・管理する体制
を強化するとともに，研究成果を分析・可視化し，研究広報に
積極的に取り組む。

22　グローバル化への対応や食育，防災・安全教育を含め，
新たな学びのニーズに関する情報を積極的に収集するととも
に，新たに構築する研究組織のマネジメントや研究活動を支
援し，テキスト・教材等の研究成果を活用して普及啓発に取り
組む。

21　グローバル化への対応や食育，防災・安全教育を含め，
新たな学びのニーズに関する情報を積極的に収集・研究し，
その成果をテキスト・教材等として可視化するとともに，本学
全体の研究に関する広報にも積極的に取り組む。

研究広報体制の充実という目的を明確にする
ため、2つの計画を整理し、より分かり易く具体
的な記載内容に変更した。

（中期計画）
15　学部全体として，へき地・小規模校教育，特別支援教育，
食育など学校教育に密着した研究に対して重点的に学長戦
略経費を投入し，その研究成果を学術的に発信するだけでな
く，本学の教員養成教育の充実のために活用し，地域の様々
な教育課題の解決に応用する。
　さらに，学科においては，ステークホルダーの意見を取り入
れる仕組みを作り，地域や文化価値に関する現代的・学際的
探求を進め，研究成果を地域の様々な課題解決へ活用して，
地域の国際化や芸術・スポーツ文化による「生き甲斐・健康・
まちづくり」など地域の活性化及び振興に寄与する。

15　学部全体として，へき地・小規模校教育，特別支援教育，
食育，理数科教育等学校教育に密着した研究に対して重点
的に学長戦略経費を投入し，その研究成果を学術的に発信
するだけでなく，本学の教員養成教育の充実のために活用
し，地域の様々な教育課題の解決に応用する。
　さらに，学科においては，ステークホルダーの意見を取り入
れる仕組みを作り，地域に貢献する人材養成プログラムの開
発を行う。また，地域や文化価値に関する現代的・学際的探
求を進め，研究成果を地域の様々な課題解決に活用し，地域
の国際化や芸術・スポーツ文化による「生き甲斐・健康・まち
づくり」等地域の活性化及び振興に寄与する。

より具体的な取組内容を記載した。



（中期計画）
36　教育実習に必要な知識や技能を習得した上で教育実習
に参加できるように，第２期に「教育実習前CBT (Computer
Based Testing)」を開発した。第３期にはこれを実施し，「教育
実習前CBT」を受けて一定の基準に達した学生を附属学校園
で実習生として受け入れ，実習評価についても大学の実習委
員会と協議して厳格に行う。

32　教育実習に必要な知識や技能を習得した上で教育実習
に参加できるように，第２期中期目標期間に「教育実習前CBT
(Computer Based Testing)」を開発した。第３期中期目標期間
にはこれを実施し，「教育実習前CBT」を受けて一定の基準に
達した学生を附属学校園で実習生として受け入れ，実習評価
基準の見直し等大学の教育実習委員会と協議して，実習評
価を厳格に行う。

より具体的な記載内容に変更した。

（中期計画）
32　北海道教育委員会と連携し，「授業実践交流事業」を平成
25年度から実施しているが，第３期には，旅費予算を措置して
さらに充実させていく。附属学校教員が各地区公立学校での
出前授業，校内研修の講師を担当するとともに，公立学校教
員による附属学校の授業観察を日常的に受け入れる。

29　北海道教育委員会と連携し，「授業実践交流事業」を平成
25年度から実施しているが，第３期中期目標期間にはさらに
充実させていく。北海道公立学校教員の授業力向上に寄与す
るために，附属学校教員が各地区公立学校での出前授業，
校内研修の講師を担当するとともに，公立学校教員による附
属学校の授業観察を日常的に受け入れる。

より具体的な記載内容に変更した。

（中期計画）
27　学生が国際感覚を磨き英語力を身につけ，将来にわたっ
てグローバル化を推進できる人材となるための多様な留学プ
ログラムを学生に提供する。これによって海外派遣留学生を
年間150名に増やす。
　既存の日本語・日本文化プログラムに加えて，本学学生と留
学生の交流や短期日本語・日本文化研修プログラムを増設す
るとともに，大学院レベルの留学プログラムを充実させること
によって海外からの質の高い大学院生も受け入れ，海外受入
留学生を年間150名に増やす。

28  海外の協定締結大学と連携し，相互に相手先の大学で授
業を行うための「共同教育プログラム」（学部・大学院での単
位取得を目的とするもの）と「海外教育実習プログラム」（海外
での教育体験を主としたもの）を開設する。

29　大学の国際化等を見据えて，クォーター制等の新しい学
事暦を導入する。

26　留学生の派遣・受入の拡大を図るため，海外の協定締結
大学等と連携し，相互に相手先の大学で授業を行うための
「共同教育プログラム」（学部・大学院での単位取得を目的と
するもの）や「海外教育実習プログラム」（海外での教育体験
を主としたもの）等，新たなプログラムを開設するとともに，
クォーター制等の新しい学事暦を導入して，海外派遣留学生
及び海外受入留学生をそれぞれ年間150名に増やす。

留学生の派遣・受入を増加させるという目的を
明確にするため、3つの計画を1つに統合し、よ
り分かり易い記載内容に変更した。



（中期計画）
47　第２期は北海道内の国立大学と７件の共同調達を実施
し，共同調達によるスケールメリットの活用（調達コスト低減）
及び業務負担の軽減を図った。第３期には第２期中の効果的
な共同調達を継続すると共に新たな共同調達を実施する。

43　第２期中期目標期間は北海道内の国立大学と７件の共同
調達を実施し，共同調達によるスケールメリットの活用（調達
コスト低減）及び業務負担の軽減を図った。第３期中期目標期
間には第２期中期目標期間中の効果的な共同調達を継続す
るとともに新たな共同調達の実施，省エネ等の推進，コスト意
識の徹底により，業務費に対する一般管理費比率について，
全国11教員養成系大学における平均値（平成26年度4.22％）
以下に抑制する。

数値目標及び具体的な取組内容を記載した。

33　第２期中期目標期間のガバナンス改革において，各校に
設置していた教授会を廃止し，教授会審議事項を精選した上
で，教育学部，大学院にそれぞれに１つの教授会を設置した。
また，各校担当副学長であったキャンパス長やその他教育研
究組織の長の選考方法については，推薦方式ではなく，学長
任命とした。
　第３期中期目標期間においては，上記１から４の教育，研
究，社会貢献及びその他の目標達成に向けて，学長のリー
ダーシップが一層発揮できるよう，平成29年度末までに，戦略
を立案する「大学戦略室」を設け，学内組織の強みや弱み等
を分析するＩＲセンター（仮）と連携して，大学経営を戦略的・効
果的・機動的に進める。
　また，業務改善の推進及び人的資源の有効活用の観点か
ら，学生生活の相談に何でも対応できる学生支援コンシェル
ジュ，研究推進等のためのリサーチ・アドミニストレーター及び
カリキュラムの開発支援のための専門職員を育成し配置す
る。

達成時期を記載し、より分かり易い記載内容へ
と変更した。

（中期計画）
37　第２期のガバナンス改革において，各校毎に設置してい
た教授会を廃止し，教授会審議事項を精選した上で，教育学
部，大学院にそれぞれに１つの教授会を設置した。また，各校
担当副学長であったキャンパス長やその他教育研究組織の
長の選考方法については，推薦方式ではなく，学長任命とし
た。
　第３期においては，学長のリーダーシップが一層発揮できる
よう，上記１から４の教育，研究，社会貢献及びその他の目標
達成に向けて，学内組織の強みや弱みなどを分析するＩＲセン
ター（仮）と連携して，戦略を立案する「学長戦略室」を設け，
大学経営を戦略的・効果的・機動的に進める。
　また，業務改善の推進及び人的資源の有効活用の観点か
ら，学生生活の相談に何でも対応できる学生支援コンシェル
ジュ，研究推進等のためのリサーチ・アドミニストレーター及び
カリキュラムの開発支援のための専門職員を育成し配置す
る。



44　平成28年度には建築後30年を超過する未改修の建物が
全体面積の約44％となる見込みである。施設の老朽化に伴っ
て，多様化する新たな教育研究へ対応するためのスペース創
出や，安心・安全な環境の確保が課題となる。これらの資産を
有効に活用するために，第２期中期目標期間には，施設・設
備の点検・評価及び必要かつ計画的な整備による予防保全を
前提とした運用管理を行うため，「施設維持管理マニュアル」
による施設等の定期点検・評価を実施することによって，資産
の点検体制を構築した。
　第３期中期目標期間においては，引き続き予防保全による
計画的な維持管理体制を基盤として，定期的な見直しによる
キャンパスマスタープランの充実並びに資産の用途・目的に
ついて点検・評価を行う。
　また，ライフサイクルコストによる費用対効果に基づく資産運
用方針を策定し，更なる学外者の利用を促進することにより,
土地及び建物の貸付による収入を第２期中期目標期間の平
均に比し,10％以上増加させる。

数値目標及び具体的な取組内容を記載した。
（中期計画）
48　平成28年度には建築後30年を超過する未改修の建物が
全体面積の約44％となる見込みである。施設の老朽化に伴っ
て，多様化する新たな教育研究へ対応するためのスペース創
出や，安心・安全な環境の確保が課題となる。これらの資産を
有効に活用するために，第２期には，施設・設備の点検・評価
及び必要かつ計画的な整備による予防保全を前提とした運用
管理を行うため，「施設維持管理マニュアル」による施設等の
定期点検・評価を実施することによって，資産の点検体制を構
築した。
　第３期においては，引き続き予防保全による計画的な維持
管理体制を基盤として，定期的な見直しによるキャンパスマス
タープランの充実並びに資産の用途・目的について点検・評
価を行い，ライフサイクルコストによる費用対効果に基づき，
資産の運用管理を進める。

（中期計画）
51　大学が地域に開かれた身近な存在として広く理解される
ために,地域の教育研究活動拠点として,大学における学生活
動の様子や現職教員への支援などの取組のほか,キャンパス
が所在する地方公共団体等と連携した地域振興イベントによ
る広報活動などを,動画等を用いながら大学公式SNS（ソー
シャル・ネットワーキング・サービス）により積極的に情報発信
する。

47　大学が地域に開かれた身近な存在として広く理解される
ために,地域の教育研究活動拠点として,大学における学生活
動の様子や現職教員への支援等の取組のほか,キャンパスが
所在する地方公共団体等と連携した地域振興イベントによる
広報活動等を,動画等を用いながら大学公式SNS（ソーシャ
ル・ネットワーキング・サービス）により積極的に情報発信す
る。特に,大学公式SNSとして平成26年度より活用している
Facebookにおいては記事を年間約60件掲載する。

数値目標及び具体的な取組内容を記載した。

（中期計画）
55　適切な環境で修学及び勤労ができるよう，人権侵害防止
対策や安全衛生管理の観点に基づき，環境整備を充実させ
る。

51　適切な環境で修学及び勤労ができるよう，人権侵害防止
対策として，各種ハラスメントへの理解度を測るアンケートを
実施し，人権侵害に関する意識の啓発を行うとともに，新たに
義務づけられたストレスチェックの実施結果に基づき，適切な
安全衛生管理上の措置を行い，環境整備を充実させる。

具体的な取組内容を記載した。



更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

（中期計画）
57　不正防止体制，個人情報の管理体制及び情報セキュリ
ティシステムについて現状・課題を把握し，改善充実を図るた
めの有効な方策を検討し実施する。

58　教職員に対して服務規律や事務職員に対して適正な経理
についての研修会を定期的に実施し，周知徹底を行う。

53　不正防止体制，個人情報の管理体制及び情報セキュリ
ティシステムについて現状・課題を把握し，改善充実を図るた
めの有効な方策を検討し実施するとともに，服務規律や適正
な経理について教職員に対し研修を実施することにより，法令
遵守等に関する周知徹底を行う。

不正防止体制及び管理責任体制を充実・強化
させるという目的を明確にするため、2つの計画
を1つに統合し、より分かり易い記載内容に変更
した。



（様式２－２）

（法人番号　０３ ） （大学名）　室蘭工業大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

○ 更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

備考

（中期目標／中期計画） ※記述の前に中期目標もしくは中期計画
のいずれかを明記してください。

（中期計画）Ⅰ－３－①－１　教員の研究シーズデータを更新
し、地域の産業界ニーズに即応して提供できる仕組みを常に
改善する。

Ⅰ－３－①－１　教員の研究シーズデータを更新し、オンライ
ン化するなど地域の産業界ニーズに即応して提供できる仕組
みを常に改善する。

手段を明確にするため

※変更を行わないと判断するに至った理由を記入してください。（例えば、「中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため」
「より詳細な達成状況を年度計画において定めることとしているため」など）

（中期計画）Ⅰ－３－②－１　学部授業に地域特性を学ぶ科目
や地域インターンシップ科目などを開設し、地域企業へのイン
ターンシップ派遣数を前中期目標期間の平均に比べて10％以
上増加させるなどして、学生の地域志向を高める。

Ⅰ－３－②－１　学部授業に地域特性を学ぶ科目や地域イン
ターンシップ科目などを開設し、地域企業へのインターンシッ
プ派遣数を前中期目標期間の平均に比べて10％以上増加さ
せるなどして、学生の地域志向を高めるとともに、学部卒業者
の地域就職率を平成26年度に比べて10％以上増やす。

COC+事業の達成目標を中期計画に明示する
ため

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

素案の記述 検討後の記述

※変更箇所に下線を付してください。 ※変更の理由等を記入してください。

（中期計画）Ⅰ－３－①－３　地域の特性や資源を利用した研
究を行い、地域企業との共同・受託研究獲得額について、前
中期目標期間の平均に比べて10％以上増加させ、地域産業
の創出につなげる。

Ⅰ－３－①－３　地域の特性や資源を利用した研究を行って
地域産業の創出につなげるため、地域企業との共同・受託研
究獲得額を前中期目標期間の平均に比べて10％以上増加さ
せる。

取組内容の目的を明確にするため



（様式２－２）

（法人番号　０４ ） （大学名）　小樽商科大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

○ 更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

※変更を行わないと判断するに至った理由を記入してください。（例えば、「中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため」
「より詳細な達成状況を年度計画において定めることとしているため」など）

中期目標・中期計画素案を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため。

（中期目標／中期計画） ※記述の前に中期目標もしくは中期計画
のいずれかを明記してください。

※変更箇所に下線を付してください。 ※変更の理由等を記入してください。

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

素案の記述 検討後の記述 備考



（様式２－２）

（法人番号　０５ ） （大学名）　帯広畜産大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

○ 更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため。

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

素案の記述 検討後の記述

※変更箇所に下線を付してください。 ※変更の理由等を記入してください。

備考

（中期目標／中期計画） ※記述の前に中期目標もしくは中期計画
のいずれかを明記してください。



(様式２－２)

０６　旭川医科大学

（更なる検討・工夫の結果）

〇 更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更した。

備考

（中期計画）

（中期計画）

（中期計画）

（中期目標）

《４》 《４》 文言を分かり易くするため和訳を追記した。

（中期計画）

②「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成２７年１２月１日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通知において、「目標を具体的に実現するための手段
を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関連して更なる検討を求めるもの

《３－２》 修士課程では、地域医療の中核となる高度専門医療人を育成す
るため、がん看護学領域に加え、高齢者看護学領域の専門看護
師の教育課程を設け、平成30年度及び平成33年度に検証し、充
実させる。

修士課程では、地域医療の中核となる高度専門医療人を育成す
るため、がん看護学領域に加え、高齢者看護学領域の専門看護
師の教育課程を設ける。
また、博士課程では、教育プログラムを見直し、地域に密着した
研究を推進できるよう充実させる。

入学者に求める能力・意欲・適性等がより明確になるようにアド
ミッション・ポリシーを見直す。
また、平成33年度からの新制度入試で導入される予定の「大学
入学希望者学力評価テスト（仮称）」の試行テスト（平成30年度実
施予定）の内容を見据えつつ、学力の３要素（「知識・技能」「思考
力・判断力・表現力」「主体性・多様性・協働性」）を多元的・総合的
に評価できるよう多様な評価方法を組み合せた入学者選抜に転
換する。

平成26年12月22日の中央教育審議会答申に沿って進行中の高
大接続改革（「大学入学希望者学力評価テスト（仮称）」の導入及
びそれに先立つ試行テストの実施等）に対応するため、入学者に
求める能力・意欲・適性等がより明確になるようにアドミッション・ポ
リシーを平成30年度までに見直すとともに、平成33年度入試から、
学力の３要素（「知識・技能」「思考力・判断力・表現力」「主体性・
多様性・協働性」）を多面的・総合的に評価できるように、多様な評
価方法を組み合わせた入学者選抜する。

《８－１》 具体的な取組内容とすることで達成指標を明確
にした。

具体的な取組内容とすることで達成指標を明確
にした。

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

検討後の記述

《３－２》

素案の記述

《８－１》

教育の質を大学として明確に保証できるようにするため、エビデン
スに基づいた教学マネジメント体制を整備する。

教育の質を大学として明確に保証できるようにするため、エビデン
ス(客観的根拠)に基づいた教学マネジメント体制を整備する。

文言を分かり易くするため和訳を追記した。《１－２》 　ディプロマポリシー及びコンピテンシーの周知を図り、到達レベル
の設定・見直しを行い、学習成果基盤型教育を構築する。

　ディプロマ・ポリシー及びコンピテンシー（卒業時に必要な能力）
の周知を図り、到達レベルの設定・見直しを行い、学修成果基盤
型教育を構築する。

《１－２》

取組内容を分かり易くすることで達成指標を明確
にした。

博士課程では、海外研究機関等での研修や国際学会での発表
を支援するなど、グローバル化に対応するための取組を平成30年
度及び平成33年度に検証し、充実させる。

　海外研究機関等への短期研修及び長期研究留学を支援するカ
リキュラムの導入、研究成果の国際学会での発表を支援するな
ど、グローバル化対応及び研究マインド涵養のための教育プログ
ラムを平成30年度及び平成33年度に検証し、充実させる。

《３－１》 《３－１》



備考検討後の記述素案の記述

（中期計画）

（中期計画）

（中期計画）

（中期計画）

（中期計画）

（中期計画）

具体的な取組内容とすることで達成指標を明確
にした。

具体的な取組内容とすることで達成指標を明確
にした。

具体的な取組内容とすることで達成指標を明確
にした。

具体的な取組内容とすることで達成指標を明確
にした。

取組内容を分かり易くすることで達成指標を明確
にした。

本学の公開講座・派遣講座等の第２期中期目標期間における対
象者は主として一般市民であったが、第３期中期目標期間には、
再教育を望む医療従事者、大学・大学院レベルの知識・技術の習
得を希望する健康・医療関連産業従事者、地域医療を志向し本学
への進学を視野に入れている高校生など、地域全体の健康度向
上を志向する「ふるさと医療人」及び将来の「ふるさと医療人」候補
者たちの比率を高める。また、実施件数を増やすために、道北・道
東地域の地方公共団体との連携を強化する。

研究活動の活性化のため、競争的資金等で措置される間接経
費を弾力的に運用できるよう見直し、共同利用施設等の修繕・整
備等に活用する。

《10－３》

《1３－１》

基礎系・臨床系の共同研究体制の充実を図るため、大学院学生
に対する教員の研究計画指導体制を強化し、平成30年度までに
定着させる。

《10－１》《10－１》

具体的な取組内容とすることで達成指標を明確
にした。

《1３－１》

《1２－１》 《1２－１》

北海道内の高等学校・医療機関と連携して、地域医療を支える
人材の育成を目的とした高校生対象の医療体験実習・実習報告
会・グループワーク等の高大病連携活動等を実施し、地域医療に
関心のある志願者を確保する。

《９－１》

第２期中期目標期間から継続する「ふるさと医療人育成プログラ
ム」を経験して地域で活躍する医療人となった医師・看護師と協働
した教育支援事業を実施する。
また、「地域包括医療」実践に関わる保健師・介護職者などの地
域医療職者を対象とした公開講座・派遣講座を新たに実施し、学
習支援事業の対象を広げるとともに、その成果を体系的に評価す
る体制を構築する。

《９－１》 北海道内の高等学校・医療機関と連携して、高校生対象の医療
体験実習・実習報告会の実施等、高大病連携活動を展開する。

研究活動の活性化のため、本学共同利用設備マスタープランを
作成し、共同利用施設の機器更新、保守修理のために競争的資
金等で措置される間接経費を平成29年度までに弾力的に運用で
きるよう見直し、研究基盤強化につなげるＰＤＣＡサイクルを確立
する。

本学で推進している高次脳機能低下に伴う運動障害発現のメカ
ニズムの解明と、その早期検出法の開発に関する研究のうち、臨
床応用への展開が有望な研究について、他機関と機器の共同利
用を進め基礎研究の知見に基づく応用技術の開発につなげる。

《10－２》

基礎系・臨床系の共同研究体制充実のため、基礎系講座が持っ
ている実験技術を大学院学生及び臨床系研究者に技術提供する
学内体制を平成30年度までに定着させる。

学長裁量経費による学内研究公募事業を継続して行い、欧文論
文(原著と総説)生産数が第３期中期目標期間６カ年において年間
平均200報以上 (第２期中期目標期間第５年次までの平均値は
186報/年)にする。

学長裁量経費による「独創性のある生命科学研究」の支援事業
を継続し、研究実施者の底辺拡大を進めることで、欧文論文(原著
と総説)生産数を第３期中期目標期間６か年において年間平均200
報以上 (第２期中期目標期間第５年次までの平均値は186報/年)
にする。

《10－２》

《10－３》 脳機能医工学研究センターで推進している高次脳機能低下に伴
う運動障害発現のメカニズムの解明とその早期検出法の開発に
関する研究のうち、臨床応用への展開が有望な研究について、本
学複数講座や他大学工学部との共同により研究を「加速」し、基礎
研究の知見に基づく応用技術の開発につなげる。



備考検討後の記述素案の記述

（中期計画）

（中期計画）

（中期計画）

（中期計画）

取組内容を分かり易くすることで達成指標を明確
にした。

取組内容を分かり易くすることで達成指標を明確
にした。

取組内容を分かり易くすることで達成指標を明確
にした。

地域を支える人材の好循環を生み出すため、地方公共団体や
地域諸団体が有する資源と本学の有する資源を連携させた「学び
の場」を新たに構築し、地域との交流の中での学生教育を実施す
る。

《1３－２》

《1４－１》 取組内容を分かり易くすることで達成指標を明確
にした。

《1４－２》

《1３－２》 遠隔医療システムを利活用し、地域保健・在宅看護の分野にお
いても、双方向リアルタイムの講演を行うとともに、オンデマンドで
利用可能な健康関連コンテンツを充実させるなど、地域包括医療
の課題解決にICT(情報通信技術)を活用する新たな支援体制を構
築する。

《1５－１》《1５－１》

《1４－１》

学生及び職員の国際意識を涵養するため、海外からの学生・研
究者の受入施設を整備するとともに、地域社会と連携した生活支
援（社会生活、日常会話、文化、医療、経済などの知識の教授）を
行う。さらに、海外からの留学者に学内・地域コミュニティ・旭川市
が提供するイベントへの参加を促進するなど、学生や職員、地域
住民との交流機会を増加させ相互理解を深める。また、学生・職
員の外国人とのコミュニケーション能力の向上のために英語をは
じめとする外国語の実践能力（特に医療面接に関連した）を向上さ
せる講義・研修を行い、さらに研修の対象者を地域に拡大する。

高齢者や障がい者を含む住民への健康スポーツ振興のため、ス
ポーツに関する派遣講座の実施、地方公共団体やスポーツ関連
団体との連携、障がい者アスリートのクラス分けなどの医科学的
サポート体制を構築する。
また、本学が主導する旭川ウェルビーイング・コンソーシアムに
民間団体を加えた産学官異業種交流の場を平成２８年度に設置
し、さらに専門ワーキング・グループを新設して地域の課題解決に
向けた活動を実施する。

本学の学生等の国際意識を涵養するため、海外研修機会及び
海外からの来訪者との交流機会を増やし相互理解を深める。ま
た、海外からの来訪者に対する地域社会と連携した生活支援（社
会生活、日常会話、文化・経済・医療などの知識教授）や学内、地
域コミュニティ及び周辺地方公共団体が提供するイベントへの参
加機会を増やす。

《1４－２》 本学と旭川市の公共・社会教育施設とが持つ知的資源、人的資
源、土地・建物などの物的資源を有機的に連携させて、「学びの
場」としての大学空間を地域に拡大することで、学生と地域住民と
の交流を促進し地域コミュニティを活性化する事業を展開する。

一般財団法人東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委
員会との協定に基づき、平成32年開催の東京オリンピック・パラリ
ンピックに併せ、障がい者との共生、ユニバーサル促進、健康ス
ポーツ振興のために、平成26年度に本学が設置したスポーツ医科
学研究委員会が中心となり、旭川市及び地域スポーツ関連団体と
の協働・連携のもとに、地域を挙げての医科学的サポート体制を
構築する。
また、本学のシンクタンク機能を活性化させ、産学官連携活動等
を促進するために、本学が主導する旭川ウェルビーイング・コン
ソーシアム（本学と３大学１短大１高専、旭川市、北海道上川総合
振興局）を母体とした産学官異業種交流の場を平成28年度に設置
する。さらに、地方公共団体や民間団体と協働し、地域の住民の
健康課題の解決となる実践活動を平成29年度以降に行う。

道北・道東地域が超高齢化に起因して抱えている課題を解決す
るため、本学の遠隔医療システムを保健・在宅看護領域に活用
し、地方公共団体や民間団体とも協働して地域の施設や居宅等と
本学を通信回線でつなぎ、健康をテーマに双方向リアルタイムで
の講演・個別相談を実施する。また、オンデマンドで利用可能な健
康関連コンテンツを提供するサービスを充実させるとともに、遠隔
医療システムを活用した地域包括医療（ケア）全体について検証・
評価する。



備考検討後の記述素案の記述

（中期計画）

（中期計画）

（中期計画）

（中期計画）

（中期計画）

（中期計画）

取組内容を分かり易くすることで達成指標を明確
にした。

取組内容を分かり易くすることで達成指標を明確
にした。

具体的な取組内容とすることで達成指標を明確
にした。

取組内容を分かり易くすることで達成指標を明確
にした。

取組内容を分かり易くすることで達成指標を明確
にした。

クオリティ・インジケーター（医療の質指標）を測定しその結果を
ホームページ等により社会へ公表することにより、医療の質と安全
をより広い範囲に可視化する。また、第３期中期目標期間中にＩＳ
Ｏ15189等の外部評価による認証を取得し、医療の安全を保証す
る評価の指標を向上させる。

地域医療に貢献するため、地域医療連携ネットワークを活用し
て、診療情報の共有による病病連携及び病診連携を強化し、第３
期中期目標期間中に組織的な支援体制を充実するとともに、紹介
率80％程度、逆紹介率70％程度を達成する。

《１７－３》

《1５－２》

《1６－１》 高度医療を実践する医療人及び地域医療に資する医療人を育
成するため、協力型臨床研修病院等と連携した研修（たすき掛け
研修）などを更に充実させ、地域医療を目指す本院臨床研修プロ
グラムの希望者を十分に受け入れられる体制を確保するととも
に、大学病院としての特徴を生かし、全領域において協力型臨床
研修病院等と互いの得意な専門分野を補い合えるプログラムを策
定する。

《1６－２》 高度な知識・技術を有し地域医療や教育・研究に貢献できる専
門医や専門看護師・認定看護師・専門薬剤師等の医療従事者を
養成するため、安全を含めた医療の質を向上させることを目的とし
た、最新の医療機器や手技に関する教育プログラム等により、
キャリアアップの支援を行う。

《1６－２》

《1６－１》

《1５－２》

本院臨床研修プログラムの希望者を十分に受け入れられる体制
を整備するため、協力型臨床研修病院等と連携した研修（たすき
掛け研修）を充実させるとともに、平成29年度から始まる新専門医
制度へ対応するため、新たな研修プログラムの策定や関連病院と
の連携強化など実施体制を整備し、臨床研修医の確保に努める。

安全を含めた医療の質を向上させるため、最新の医療機器操作
や手技に関する医療従事者向けの教育プログラム等を策定する
など、スキルアップ支援策を充実させる。

《1７－１》 急性期病院として、リスクの特に高い患者に対し、質の高い医療
を提供するため、救急・災害医療の机上シミュレーションキットを使
用したトレーニングプログラム等を作成することで、医療スタッフ間
の連携・補完を促進し専門部隊型チーム医療を推進する。併せ
て、医療従事者の負担軽減や医療安全を強化する。

《1７－１》 急性期病院として、リスクの特に高い患者に対し、質の高い医療
を提供するため、救急・災害医療の机上シミュレーションキットを使
用したトレーニングプログラム等の教育プログラムを作成し、専門
部隊型チーム医療を推進する人材を養成する。
また、院内各診療科・部門・医療スタッフとの情報・課題等が共有
できる環境を整備し、医療従事者の負担軽減や医療安全体制を
強化する。

取組内容を分かり易くすることで達成指標を明確
にした。

《1７－２》 診療情報の共有による病病連携及び病診連携を強化するため、
地域医療連携ネットワークを活用した組織的な支援体制を充実
し、紹介率80％程度、逆紹介率70％程度を達成する。

《1７－２》

《１７－３》 医療の質・安全の向上のため、クオリティ・インジケーター（医療
の質指標）を測定・分析し、他機関との比較による課題抽出や業
務改善に向けた研修会などを開催するとともに、ＩＳＯ15189等の外
部評価による認証を平成33年度までに取得する。

発展途上国の医療従事者・研究者、学生を受入れ、出身国の国
民保健の向上に資する研究・保健医療活動実践に必要な基本的
能力について講義・演習をとおして教授する。
本学職員が発展途上国等を訪問し、本学で学んだ研修員のフォ
ローアップあるいは研究者との国際共同フィールド研究をとおし
て、医療活動・医学研究を現地スタッフと協働する中で、実践的に
知識・技術を移転・実践することをもって、国際医療レベルの向上
に貢献する。

国際医療レベルの向上に貢献するため、発展途上国等の医療
従事者、研究者及び学生を受入れ、出身国の国民保健の向上に
資する研究及び保健医療活動実践に必要な基本的能力について
講義・演習をとおして教授する。
併せて、本学職員が発展途上国等を訪問し、本学で学んだ研修
員のフォローアップ・研究者との国際共同フィールド研究等をとおし
て、現地スタッフと協働して医療活動・医学研究を行うことで、実践
的に知識・技術を移転する。



備考検討後の記述素案の記述

（中期計画）

（中期計画）

（中期計画）

（中期計画）

（中期計画）

取組内容を分かり易くすることで達成指標を明確
にした。

取組内容を分かり易くすることで達成指標を明確
にした。

《１７－４》

《１９－１》

《２０－１》

《２０－２》

各診療科に平成27年度に配置された経営担当医長が中心に
なって現場の状況を把握し、病院経営に対する意識の向上を啓発
するとともに、毎年度実施している各診療科等への病院長ヒアリン
グを充実させることにより、その時々の経営状態を細部にわたって
把握する。
また、国立大学病院管理会計システム（ＨＯＭＡＳ２）等による収
支状況の分析を踏まえ、診療報酬制度に対応した増収対策やコス
ト縮減等の経営戦略を策定し、実施する。

《1８－１》地域がん診療連携拠点病院・肝疾患診療連携拠点病院などの
特性を発揮した講習会や研修会を医療関係者や住民に対して行
うことで、最新の医療情報を提供し、地域の医療水準の標準化を
図る。また、地域医療に係る連携パス協議会等に積極的に参画
し、地域の医療機関や地方公共団体等との連携協力体制を強化
することにより、地域連携パスを推進するための環境を整備する。

本学の運営に関する企画立案及び学内の意見調整を行う大学
運営会議の運営体制を更に強化するため、平成28年度中に学長
直属のIR（Institutional Research 機関調査）室等を設置し、ＩＲ手法
によるデータ分析に基づき迅速に政策を決定し法人全体にわたっ
て財務運営を改善する体制を平成30年度までに構築する。

《２０－２》病院収入をはじめとする自己収入等の各種財務データを活用し
て、綿密な資金計画に基づいて戦略的に資源を配分するととも
に、経費の削減方策等を企画・立案・実施する体制を平成28年度
中に整備する。
また、平成29年度以降も問題点の検証と改善を行い、財務運営
のPDCAサイクルを確立する。

臨床研究支援センターを中核として、データ品質が保証された医
薬品、医療機器、体外診断薬などの創出を目指す臨床研究の支
援を行い、教育研究推進センターと既に進行中の「橋渡し研究加
速ネットワークプロジェクト」の連携支援体制を定着させる。

《２０－１》 ＩＲ手法によるデータ分析などの客観的根拠に基づき、迅速に政
策を決定するための学長直属のIR室を平成28年度中に設置し、
大学運営のための計画策定と意思決定を支援する体制を平成30
年度までに構築する。

《１７－４》

《１９－１》 臨床研究支援センターを中核として、データ品質が保証された信
頼性のある新医療技術の創出を目指す研究体制を強化するととも
に、教育研究推進センターとの連携の下、既に進行中の「橋渡し
研究加速ネットワークプロジェクト」を更に推進する。また、学内に
おける新規シーズの発掘に努め、その実用化に向けた研究を実
践する。

《1８－１》

具体的な取組内容とすることで達成指標を明確
にした。

具体的な取組内容とすることで達成指標を明確
にした。

具体的な取組内容とすることで達成指標を明確
にした。

戦略的な資源配分や財源の受入れ及び経費削減方策等の企
画・立案・実施体制の機能を強化し、、病院収入をはじめとする自
己収入や予算執行等の各種財務データを分析・活用することによ
り、年度ごとの人員計画、予算編成、資金計画等に反映させるな
ど、安定した財務基盤を構築する。

　経営基盤を強化するため、国立大学病院管理会計システム（ＨＯ
ＭＡＳ２）等による収支状況の分析を踏まえ、診療報酬制度に対応
した増収対策やコスト縮減等の経営戦略を策定し、計画的に実施
する。
また、経営状態を細部にわたって把握・分析するため、各診療科
に配置された経営担当医長を中心とした管理体制を構築するとと
もに、各診療科等との病院長ヒアリングを充実させる。

地域がん診療連携拠点病院・肝疾患診療連携拠点病院などの
地域医療水準の標準化を図るため、医療関係者や住民に対して
拠点病院機能を生かした講習会や研修会を開催するなど最新の
医療情報を提供する機会を増やす。
また、地域連携パスを推進するため、地域医療に係る連携パス
協議会等に積極的に参画する支援体制を整備し、地域の医療機
関等との連携協力体制を強化する。



備考検討後の記述素案の記述

（中期計画）

（中期計画）

（中期計画）

（中期計画）

（中期計画）

（中期計画）

（中期計画）

具体的な取組内容とすることで達成指標を明確
にした。

取組内容を分かり易くすることで達成指標を明確
にした。

具体的な取組内容とすることで達成指標を明確
にした。

外部資金を増やすため、平成30年度までに研究費申請のサ
ポート機能の充実や臨床研究支援センターを中核とした旭川市内
の医療機関とのネットワークの構築により受託研究等を積極的に
受入れ、平成33年度までに件数を平成26年度に比較して５％程度
増加させる。

具体的な取組内容とすることで達成指標を明確
にした。

具体的な取組内容とすることで達成指標を明確
にした。

具体的な取組内容とすることで達成指標を明確
にした。

《２４－１》 道内国立大学と共同購入することが可能な調達品目等を増加さ
せ、経費を節約するとともに契約に係る事務を軽減する。

《２５－１》

《２５－２》 大学の教育・研究環境を整備するため、新たな基金制度を平成
28年度中に設立し、役員及び教職員による関係法人・企業・団体
への寄附の依頼及び高額寄附を行った団体、個人等に対する顕
彰制度の導入などにより、関係法人・企業・団体等のほか､個人に
対して積極的な募金活動を展開する。

監事及び外部有識者の意見を適切に大学運営に反映させるた
め、学内外での情報共有と改善のためのスケジュール管理を行う
とともに、各種情報を提供するサポート体制を強化し、意見聴取の
機会を増やす。

《２０－３》

《２２－１》

組織・業務全般の点検・見直しを継続的に行うとともに、ICT(情
報通信技術)を活用した業務システムの整備・充実を行い、業務の
効率化を促進する。また、各種委員会のスリム化や再編・統合を
併せて行う。

大学の教育・研究環境を整備するため、新たな基金制度を平成
28年度中に設立し、関係法人・企業・団体等のほか､個人に対して
も積極的な募金活動を展開する。

学部入学から卒後臨床研修までの一貫性を持った指導体制を
構築するとともに、大学院の組織及びカリキュラムの見直しや、地
域枠卒業者に対する高度専門教育等を踏まえた大学院の適正な
入学定員を含む将来構想を平成33年度までに作成し、実施する。

事務の効率化・合理化を進めるため、専門的な研修への参加や
他機関との人事交流、社会人等の選考採用により、業務内容に応
じた事務に必要な専門的知識・能力を有する職員を養成する。

《２２－１》

《２３－１》

《２３－２》

《２５－２》

組織・業務全般の点検・見直しを継続的に行うとともに、ICT(情
報通信技術)を活用した業務システムの整備・充実を行い、平成29
年度までに事務組織及び各種委員会の再編・統合に係る計画を
策定し、平成30年度から実施する。

事務処理の改善・見直し等を推進するため、道内国立大学等と
連携した事務の共同実施を継続するとともに、道内国立大学等と
連携した事務の共同実施の一つである「電子購買システム」の学
内利用件数を平成33年度までに平成27年度比で30％増加させ
る。

《２３－１》

《２３－２》

《２４－１》

事務の効率化に必要な専門的能力を有する職員の養成・確保
のため、専門的な研修に参加させるほか、他機関との人事交流や
社会人等の選考採用を行う。

超高齢化など地域社会の諸課題に迅速に対応できる高度専門
人材や指導的人材を育成するため、学部入学から卒後までの一
貫性を持った指導体制を強化するとともに、大学院博士課程・修
士課程の組織及び講義・実習内容の見直しを第３期中期目標期
間中に行う。また、大学院の適正な入学定員についても併せて検
討する。

《２５－１》 外部資金を積極的に獲得して自己収入を増やすため、平成30年
度までに研究費申請のサポート機能を充実させ、臨床研究支援セ
ンターを中核とした旭川市内の医療機関とのネットワークを構築す
ることで受託研究等を積極的に受け入れ、平成33年度までに受け
入れ件数を平成26年度に比較して５％程度増加させる。

監事及び外部有識者の意見を適切に大学運営に反映させるた
め、学内外での情報共有と改善のための各種情報を提供する体
制を強化し、意見聴取の機会を増やす。
特に、監事の監査機能を強化するため、教育研究、社会貢献、
診療等の監査のサポート体制を強化する。

具体的な取組内容とすることで達成指標を明確
にした。

《２０－３》



備考検討後の記述素案の記述



備考検討後の記述素案の記述

（中期計画）

（中期計画）

（中期計画）

（中期計画）

（中期計画）

（中期計画）

具体的な取組内容とすることで達成指標を明確
にした。

具体的な取組内容とすることで達成指標を明確
にした。

具体的な取組内容とすることで達成指標を明確
にした。

具体的な取組内容とすることで達成指標を明確
にした。

具体的な取組内容とすることで達成指標を明確
にした。

具体的な取組内容とすることで達成指標を明確
にした。

診療報酬制度に対応した増収、コスト縮減等の方策について、
副病院長（病院運営担当）を中心に経営担当医長等をメンバーと
する組織において検討し、各診療科等の強み、特色を反映した戦
略的な病院経営を行う。

《２８－１》

《２７－１》

《２５－３》

ＩＲ手法によるデータ分析などのエビデンスに基づいた自己点検・
評価体制を平成31年度までに構築する。
また、その分析結果を活用した、学内資源の再配分及び業務運
営の改善を行うなどの内部質保証を確立する。

《２６－１》《２６－１》 経営の健全化に向けて，職員の人事の在り方・方向性について
の検討を行い、新規採用の抑制、年度途中での欠員不補充など
により、平成28年度からの３年間において、平成27年度当初予算
に比べ人件費を３％程度削減する。

《２６－２》 院内各診療科・部門より選出された経営担当医長等をメンバーと
する組織において、副病院長（病院運営担当）を中心に、診療報
酬制度に対応した増収並びにコスト縮減等の戦略的方策を検討
し、その方策を病院長に答申するとともに院内の情報共有を進
め、改革と実行のＰＤＣＡサイクルを確立する。

《２６－３》 業務委託費・光熱水料等をはじめとする法人全体の物件費につ
いて、削減目標値を設定し、達成状況を適宜確認する。

《２７－１》

《２８－１》 自己点検・評価の結果を活用するため、データ収集・分析及び評
価体制を強化するとともに、評価結果を学内資源の再配分と業務
運営の改善に活用する。

経営の健全化に向けて，職員の人事の在り方・方向性について
の検討を行い、平成28年度中に人員管理に関する基本方針を定
め、新規採用の抑制、年度途中での欠員不補充などにより、平成
28年度からの３年間において、平成27年度当初予算に比べ人件
費を３％程度削減する。

資産の運用管理に関する計画を平成29年度までに策定する。特
に土地・建物については、当該計画を踏まえ、具体的な方策を検
討するなど、効率的・効果的な運用と適切な管理を行う。

資産の運用管理に関する計画を平成29年度までに策定する。特
に土地・建物については、当該計画を踏まえ外部貸付を含めた具
体的な方策を検討し、順次、可能なことから実施する。

業務委託費・光熱水料等をはじめとする法人全体の物件費につ
いて、業務委託に係る仕様内容、契約方法の見直しや光熱水料
の節減を行うなど、経費抑制に資する多様な取組を年度ごとの
PDCAサイクルとして継続的に実施することにより、業務費に対す
る一般管理費比率を第３期中期目標期間中、恒常的に1.5％以内
に抑える。

《２６－３》

《２５－３》

《２６－２》

病院収入を計画的に確保するため、引き続き、診療実績の分析
結果を踏まえ、診療科ごとに診療の強みを反映した目標値を設定
し、達成状況を適宜確認する。
また、病院事務部と各診療科が連携して保険請求に係る研修会
等を定期的に行い、併せて、診療内容と保険請求内容を比較し、
請求間違いなど差異要因を確認することで、保険請求精度を上げ
る。

病院収入を計画的に確保するため、引き続き、診療実績の分析
結果を踏まえ、診療科の特色や強みを反映した目標値を設定し、
達成状況を適宜確認する。
また、病院事務部と各診療科が連携して保険請求に係る研修会
等を定期的に行い、併せて、診療内容と保険請求内容を比較し、
請求間違いなど差異要因を確認することで、保険請求精度を上げ
る。



備考検討後の記述素案の記述

（中期計画）

（中期計画）

（中期計画）

（中期計画）

（中期計画）

（中期計画）
　危機管理体制の機能の充実・強化のために、平成29年度までに
リスク分類・リスクレベルの見直しを行い、必要に応じて規程等の
改正を進める。
　また、把握したリスクに対する評価を行い、継続的な見直しに取
り組む。

具体的な取組内容とすることで達成指標を明確
にした。

具体的な取組内容とすることで達成指標を明確
にした。

具体的な取組内容とすることで達成指標を明確
にした。

具体的な取組内容とすることで達成指標を明確
にした。

具体的な取組内容とすることで達成指標を明確
にした。

取組内容を分かり易くすることで達成指標を明確
にした。

危機管理体制の機能強化のため、平成29年度までにリスク分
類・リスクレベルを見直し、関係規程等の改正を進める。
また、把握したリスクに対する評価を行い、継続的な見直しに取
り組む。

《３２－１》 職員を対象として、情報セキュリティポリシー及び個人情報保護
ポリシーに関する講習会を引き続き毎年度開催する。また、情報
セキュリティ等に関する最新の情報を収集し、それを周知して職員
を啓発する。

《３１－２》

職員の法令遵守意識を啓発するため、平成２８年度中にコンプラ
イアンス規程を制定し、職員へ周知するとともに、情報セキュリティ
ポリシー、個人情報保護ポリシー等に関する講習会を毎年度行
う。

メンタルヘルスに関する講習会を毎年度開催し、受講者アンケー
トの結果に基づいて講習内容の見直しを行う。

《３１－１》 職場環境の安全管理意識を啓発する講習会等を開催するととも
に、安全衛生委員会等による点検・パトロールを強化し、職場環境
の安心・安全を確保する。

職場環境の安全管理意識を啓発する講習会等を開催するととも
に、安全衛生委員会委員による巡視及び化学物質等の安全パト
ロールや医療ガス設備の日常点検等による保管状況の確認を行
い、職場環境の安心・安全を確保する。

高度な教育、研究及び医療の変化に対応させるため、平成28年
度中にキャンパスマスタープランの見直しを行い、既存施設の長
期的かつ有効活用を図るため、戦略的な施設マネジメントに取り
組む。
また、全学的なエネルギー使用状況を継続的に把握し、省エネ
ルギー機器の導入などにより、環境負荷の少ないキャンパスを構
築する。

《３３－１》

《３２－１》

《３１－１》

《３２－２》

《３０－１》

研究活動の不正及び研究費の不正使用を防止するため、年２回
以上の講習会を実施するとともに、新たにe-ラーニングシステムに
よる研修教材を配信できる環境を平成29年度までに整備し、平成
30年度からe-ラーニングを全職員対象に実施する。

《３２－２》 研究活動の不正及び研究費の不正使用を防止するため、年２回
以上の講習会を実施するとともに、受講者からの評価を基に講習
会の質を年々向上させる。また、新たにe-ラーニングシステムによ
る研修教材を配信できる環境を平成29年度までに整備し、平成30
年度から教材内容を充実させる。

《３３－１》

《３１－２》 メンタルヘルスに関する講習会を毎年度開催するとともに、受講
者アンケートを実施して講習内容を不断に見直す。

《３０－１》 平成28年度中にキャンパスマスタープランの見直しを行い、新た
なプランに基づき施設整備を着実に実施する。



（様式２－２）

（法人番号　０７ ） （大学名）　北見工業大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

○ 更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

素案の記述 検討後の記述 備考

「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業」
に採択されたことにより、その実施計画に記載
されている評価指標を踏まえた指標を設定した
ため。

（中期計画）
Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するた
めにとるべき措置
3 社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に
関する目標を達成するための措置
a1 北海道オホーツク地域との連携を強化し、地域の遊休公共
施設を教育・研究・社会貢献活動のフィールドとして活用する
とともに、地域のコミュニティ支援の場として活用し、学生参画
による科学実験や公開講座等を実施することにより、生涯学
習や理科教育拠点としての役割を果たす。さらに、研究成果
等を活用した産業振興及び遊休公共施設のインキュベーショ
ン施設化等により雇用創出の基盤形成を支援する。また、学
生の雇用創出を図るために、地方公共団体と連携し企業誘致
活動を推進し、地元就職率向上に貢献する。

（中期計画）
Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するた
めにとるべき措置
3 社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に
関する目標を達成するための措置
a1 北海道オホーツク地域との連携を強化し、地域の遊休公共
施設を教育・研究・社会貢献活動のフィールドとして活用する
とともに、地域のコミュニティ支援の場として活用し、学生参画
による科学実験や公開講座等を実施することにより、生涯学
習や理科教育拠点としての役割を果たす。さらに、研究成果
等を活用した産業振興及び遊休公共施設のインキュベーショ
ン施設化等により雇用創出の基盤形成を支援する。また、学
生の雇用創出を図るために、地元を中心とした地方公共団体
と連携し企業誘致活動を推進するなどして、学部卒業者の道
内就職率を平成31年度までに平成26年度に比べて10%以上
増加させる。



（様式２－２）

（法人番号　０８ ） （大学名）　弘前大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

○ 更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

【計画36】本学の有する専門的かつ幅広い知的財産を活用し
て，社会人の学び直しや地域の分野別リーダー的人材の育成
等，社会の多様なニーズに応じた教育機会の提供，さらには
製品や技術の開発とマーケティングの調査や開拓が連携して
進められる産金学官一体的な文理融合型共同研究によるイノ
ベーションの創出を推進する。

【計画36】本学の有する専門的かつ幅広い知的資産を活用し
て，社会人の学び直しや地域の分野別リーダー的人材の育成
等，社会の多様なニーズに応じた教育機会を提供する。

教育的観点から知的資産という文言を用い，削
除する内容については，計画38に盛り込むこと
で趣旨を明確にし，生涯教育に特化した計画に
するため。

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

素案の記述 検討後の記述

【計画19】課外活動の支援を強化するとともに，地域との連携
によるボランティア活動等のプログラム開発・実施や活動に関
する相談・助言，情報提供を行うなど，学生の地域活動の支援
体制を整備する。

【計画28】原子力関連施設を擁する地域特性を活かし，海外及
び国内機関との連携の下，全学的な「放射線科学」及び「被ば
く医療」に係る教育・研究の国際拠点を構築し，特にアジア諸
国を中心に国内外における国際的な視野を有する高度専門
職業人を育成する。さらに，東日本大震災後の弘前大学の果
たしてきた様々な社会貢献をもとに，当該分野におけるリー
ダーシップを発揮し，放射線事故等有事の際には，診療面も
含め世界的な貢献を果たすための体制を整備する。

【計画28】原子力関連施設を擁する地域特性に鑑み，海外及
び国内機関との連携の下，全学的な「放射線科学」及び「被ば
く医療」に係る教育・研究の国際拠点を構築し，特にアジア諸
国を中心に国内外における国際的な視野を有する高度専門
職業人を育成する。さらに，東日本大震災後の弘前大学の果
たしてきた様々な社会貢献をもとに，当該分野におけるリー
ダーシップを発揮し，国の被ばく医療機関として放射線事故等
有事の際には，診療面も含め世界的な貢献を果たす。

原子力規制庁の指定センターとしての役割を追
記するとともに，体制の整備のみならず成果を
上げることを想定した記述とするため。

支援内容を明確にし，計画の達成手段を記載す
ることでより具体的な記述とするため。

備考

【計画19】課外活動の支援を強化するとともに，地域との連携
によるボランティア活動等，学生の地域活動の支援体制を整
備する。

【計画34】権利化，秘匿化，標準化等の活用を含めた，知的財
産マネジメント体制を構築し，持続的かつ高付加価値につなが
る研究開発を支援する。

【計画34】保有する知的財産の価値を最大化するため，研究
開発成果の権利化，秘匿化，標準化を適切に使い分ける戦略
を構築し，知的財産の創造基調から活用・保護に焦点を移し
たマネジメントにより，持続的かつ高付加価値につながる研究
開発を支援することで，未利用特許のライセンス供与を含む活
用数や地域企業との共同出願特許件数の増加などを図る。

マネジメント体制構築の目的と充実内容を明確
にするとともに，達成指標を記載することでより
具体的な記述とするため。



更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

【計画64】学長のリーダーシップの下，学内情報の調査分析に
基づき，教育研究組織の見直しを戦略的・重点的に行う。

【計画64】平成28年度に入学定員の見直しを含む学部改組及
び大学院定員の再配分を実施するとともに，学長のリーダー
シップの下，IR（インスティテューショナル・リサーチ）を活用した
学内情報の調査分析に基づき検証を行い，定員規模を含めた
教育研究組織の見直しを戦略的・重点的に行う。

計画の達成指標と手段を記載することでより具
体的な記述とするため。

【計画55】経営協議会をはじめ学外者の意見を法人運営の改
善に積極的に活用できる環境を整備する。

【計画55】社会や地域のニーズに対応した戦略的・機動的な組
織運営とガバナンス体制を確立するため，経営協議会をはじ
め学外者の意見を聴取する機会を拡充するとともに，法人運
営の改善・強化に積極的に反映させる。

計画の目的と達成手段を明確にするとともに，
体制の整備のみならず成果を上げることを想定
した具体的な記述とするため。

【計画38】地元自治体や産業界，高等教育機関等との連携を
強化し，青森県全域の創生及び活性化を推進する戦略拠点
「地域連携センター」（仮称）を整備し，地域のネットワーク機能
等の強化を図るとともに，本学の強み特色を活かし，地域に賦
存する食・環境・観光・自然エネルギー分野での新たな産業や
ビジネスモデル，雇用を創出するとともに，当該分野を担う人
材の育成・交流を通じて，地域の創生・発展を牽引する。

【計画38】地元自治体や産業界，高等教育機関等との連携を
強化し，青森県全域の創生及び活性化を推進する戦略拠点
「地域連携センター」（仮称）を整備し，地域のネットワーク機能
等の強化を図るとともに，本学の強み特色を活かし，産金学官
一体的な文理融合型共同研究を進め，地域に賦存する食・環
境・観光・自然エネルギー分野での新たな産業やビジネスモデ
ル，雇用を創出するとともに，当該分野を担う人材の育成・交
流を通じて，地域の創生・発展を牽引する。

計画の達成手段を記載することでより具体的な
記述とするため。



（様式２－２）

（法人番号　０９ ） （大学名）　岩手大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

○ 更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

（中期目標／中期計画） ※記述の前に中期目標もしくは中期計画
のいずれかを明記してください。

※変更箇所に下線を付してください。 ※変更の理由等を記入してください。

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

素案の記述 検討後の記述 備考

中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため。



（様式２－２）

（法人番号　１０ ） （大学名）　国立大学法人東北大学

（更なる検討・工夫の結果）

↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

○ 更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

検討後の記述

（中期計画）
(No.3)グローバルな視野の下で、新しい価値を創造
できる研究者等の養成並びに高度な専門的知識・能
力及びその汎用力を持つ高度専門職業人の養成を図
るため、明確な人材養成像の下で、 高度な大学院教
 育にふさわしいカリキュラムの構築研究科や専攻の
枠を超えた幅広いコースワークに基づく学位プログ
ラムの提供、産学のネットワークを活かした協働の
カリキュラムの開発・実施、学位の質保証のための
研究倫理教育と論文審査体制の整備などを通じた大
学院教育の充実化を進める。

文部科学大臣の通知を踏まえた更なる
検討の結果として、「高度な大学院教
育にふさわしいカリキュラム」の内容
について可能な限り具体化・明確化を
図るもの

備考

（中期計画）
(No.3)グローバルな視野の下で、新しい価値を創造
できる研究者等の養成並びに高度な専門的知識・能
力及びその汎用力を持つ高度専門職業人の養成を図
るため、明確な人材養成像の下で、高度な大学院教
育にふさわしいカリキュラムの構築などを通じた大
学院教育の充実化を進める。

※変更を行わないと判断するに至った理由を記入してください。（例えば、「中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため」
「より詳細な達成状況を年度計画において定めることとしているため」など）

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

素案の記述



（様式２－２）

（法人番号　１１ ） （大学名）　宮城教育大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

○ 更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

（中期計画）
[16-3] 教員免許状更新講習については、必修講座を中心に
体験型講習など内容の改善を進めつつ必要数を提供する。
公開講座については、防災教育を始めとする免許法認定講習
や教員免許状更新講習を相互連関させ、現職教員への付加
価値を向上させる他、資格や職種毎の各種講習及び研修会
の地域開催、テレビ会議システムを活用した開催、学都仙台
コンソーシアムサテライトキャンパスを活用した開催等、様々
な取組を充実させ、現職教員・市民に広く教育研究の成果の
還元を行う。

[16-3] 教員免許状更新講習については、必修講座を中心に
体験型講習など内容の改善を進めつつ必要数を提供する。ま
た、引き続き、小学校教諭の中学校英語2種免許取得のため
の「小中併有免許講習」も併せて実施する。公開講座につい
ては、防災教育を始めとする免許法認定講習や教員免許状
更新講習を相互連関させ、現職教員への付加価値を向上さ
せる他、資格や職種毎の各種講習及び研修会の地域開催、
テレビ会議システムを活用した開催、学都仙台コンソーシアム
サテライトキャンパスを活用した開催等、様々な取組を充実さ
せ、現職教員・市民に広く教育研究の成果の還元を行う。

達成状況を事後的により検証できるよう、
具体的な取組内容を追加した。

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

素案の記述 検討後の記述 備考

※変更を行わないと判断するに至った理由を記入してください。（例えば、「中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため」
「より詳細な達成状況を年度計画において定めることとしているため」など）



（様式２－２）

（法人番号　１２ ） （大学名）　秋田大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

○ 更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通知）において、「目標を具体的に
実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関連して更なる検討を求めるもの

同上

素案の記述 検討後の記述

※変更箇所に下線を付してください。

地（知）の拠点大学として，学生の地域に関する知識・理解を深めるとともに，地
域の課題解決を目指して，地域との協働による地域振興策の取組や地域を担う
人材養成を推進する。

※変更の理由等を記入してください。

平成27年度に採択された「地（知）の拠点大学に
よる地方創生事業（ＣＯＣ＋事業）」の事業計画
に記載した取組を確実に実行していくことを明示
するため。

備考

（中期目標／中期計画） ※記述の前に中期目標もしくは中期計画のいずれかを明記
してください。
中期目標【11】「地（知）の拠点整備事業」（大学ＣＯＣ（Center of Community）事
業）を行う大学として，学生の地域に関する知識・理解を深めるとともに，地域の
課題解決を目指して，地域との協働による地域振興策の取組を推進する。

同上

※変更を行わないと判断するに至った理由を記入してください。（例えば、「中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため」「より詳細な達成状況を年度計画にお
いて定めることとしているため」など）

中期計画【27】大学ＣＯＣ（Center of Community）事業最終年度の平成29年度ま
でに，大学ＣＯＣ事業に掲げている５つの課題（豪雪地帯の積雪寒冷期における
地震防災，在宅看護・医療を考える地域ネットワークの形成，鉱山の隆盛がもた
らした阿仁文化の現代への活用，広い低平地における津波対策，豊川小学校
跡地を活用した地域住民の心のよりどころとなる多目的交流施設等による地域
活動の活性化）について，秋田県や事業参画自治体及び地域住民との協働作
業を進め，課題解決に向けた取組を行い，県内自治体と住民が超高齢社会にお
いても希望を持てる「秋田発の地域生活モデル」を構築する。また，平成30年度
以降は「秋田発の地域生活モデル」を広く普及させる事業展開を行う。

「地（知）の拠点整備事業」（大学ＣＯＣ（Center of Community）事業）最終年度の
平成29年度までに，大学ＣＯＣ事業に掲げている５つの課題（豪雪地帯の積雪寒
冷期における地震防災，在宅看護・医療を考える地域ネットワークの形成，鉱山
の隆盛がもたらした阿仁文化の現代への活用，広い低平地における津波対策，
豊川小学校跡地を活用した地域住民の心のよりどころとなる多目的交流施設等
による地域活動の活性化）について，秋田県や事業参画自治体及び地域住民と
の協働作業を進め，課題解決に向けた取組を行い，県内自治体と住民が超高齢
社会においても希望を持てる「秋田発の地域生活モデル」を構築する。また，平
成30年度以降は「秋田発の地域生活モデル」を広く普及させる事業展開を行う。

（新規追加）中期計画【28】 超高齢化及び人口減少が進む秋田県において，県内の大学が連携して県や産
業界・企業等と協働し，「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業」（ＣＯＣ＋
事業）に掲げている若者の地元定着の促進と地元に貢献する若者の育成を推進
する。具体的には，事業の３本の柱（６大学連携による「秋田おらほ学」の展開，
３大学と地元企業群による就職支援・若者定着の促進，ふるさと秋田の魅力形成
モデルづくり）を推進することにより，本学学生の県内就職率を平成26年度
（37.9％）と比較して，ＣＯＣ＋事業最終年度の平成31年度までに，10％アップ
（48.0％）させる。また，事業責任大学として３大学の学長・校長の緊密な連携の
下，秋田県知事，秋田商工会議所会頭等で構成する秋田創生ＣＯＣ＋協議会を
設置し，事業の進捗管理や検証を行う。さらに，ＣＯＣ＋推進コーディネーターを
中心に，事業協働地域の就職率10％アップを目指してＣＯＣ＋事業を着実に実
施するものとし，平成32年度以降も事業を継承した取組を行う。



（様式２－２）

（法人番号　１３ ） （大学名）　山形大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

○ 更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

素案の記述 検討後の記述

大学院課程においては、高度な人間力を育成し国際通用性を
高めるため、キャリア形成及び実践的な語学力を育成する基
盤共通科目を平成30年度までに８科目程度新たに開講する
ほか、先進的教育研究及び広範なコースワーク等を通じて専
門分野の枠を越えた統合的かつ体系的な教育を実施するな
どして、多様な社会ニーズに対応できるプログラムを充実・強
化する。また、「フロンティア有機材料システム創成フレックス
大学院」で確立した実践的グローバル人材育成プログラムの
内容を各研究科の教育に反映する。さらに、教育実践研究科
においては、山形県教育委員会等との連携・協働により、学
部卒業者を対象として、実践的な指導力・展開力を備え、新し
い学校づくりの有力な一員となり得る新人教員の育成に努
め、現職教員を除く教職大学院修了者の就職率100%を確保
する。

事後的に検証可能な記述とするため、具体的な
取組内容、取組例を追記する。

備考

中期計画3　大学院課程においては、高度な人間力を育成し
国際通用性を高めるため、キャリア形成及び実践的な語学力
を育成する基盤共通科目を平成30年度までに８科目程度新
たに開講するほか、先進的教育研究及び広範なコースワーク
等を通じて専門分野の枠を越えた統合的かつ体系的な教育
を実施するなどして、多様な社会ニーズに対応できるプログラ
ムを充実・強化する。また、教育実践研究科においては、山形
県教育委員会等との連携・協働により、学部卒業者を対象と
して、実践的な指導力・展開力を備え、新しい学校づくりの有
力な一員となり得る新人教員の育成に努め、現職教員を除く
教職大学院修了者の就職率100%を確保する。

中期計画10　学生が授業外に学習できる環境を確保するた
め、既存スペースの見直し等を実施してラーニング・コモンズ
（複数の学生が集まって、電子情報も印刷物も含めた様々な
情報資源から得られる情報を用いて議論を進めていく学習ス
タイルを可能にする「場」）や自習スペースを平成31年度まで
に整備するとともに、学術情報の提供環境の更なる充実によ
る図書館の多機能化、学生多目的室の更なる充実等を通じ
て、学生が利用できる学習環境を拡充する。

学生の授業外学習を促進できる環境を確保するため、既存ス
ペースの見直し等を実施してラーニング・コモンズ（複数の学
生が集まって、電子情報も印刷物も含めた様々な情報資源か
ら得られる情報を用いて議論を進めていく学習スタイルを可能
にする「場」）や自習スペースを平成31年度までに整備すると
ともに、学術情報の提供環境の更なる充実による図書館の多
機能化、学生多目的室の更なる充実等を通じて、学生が利用
できる学習環境を拡充する。

事後的に検証可能な記述とするため、具体的な
取組内容、取組例を追記する。



中期計画19　 地域に根ざした研究を推進するため、第２期中
期目標・中期計画期間に設立した東北創生研究所を中心に、
東北地方における自立分散型システムの創生に係る研究に
加え、平成33年度までに地域企業等との共同研究100件以上
を推進するほか、山形県産業技術振興機構や地域企業と連
携した有機EL（Electro Luminescenceの略。電界発光）照明の
実用化に向けた取組みなどを支援し、全学の研究成果を地域
や社会に還元する。

社会及び地域ニーズに応える先進的な研究を推進するため、
有機材料システム研究推進本部とその中核事業である文部
科学省・革新的イノベーション創出プログラム（COI STREAM）
「フロンティア有機システムイノベーション拠点」において、有
機基盤技術にデザイン思考とICTを融合させた社会システム
の構築につながる研究開発等に取組むとともに、地域企業等
との共同研究を平成33年度までに100件以上実施するほか、
第２期中期目標・中期計画期間に設立した東北創生研究所を
中心に、東北地方における自立分散型システムの創生に係る
研究に取組むなどして、全学の研究成果を社会や地域に還元
する。

中期計画22　平成25年度「地（知）の拠点整備事業」に採択さ
れた「自立分散型（地域）社会システムを構築し、運営する人
材の育成」を着実に推進するため、自治体等との連携により、
インターンシップの活用、地域の課題をテーマとした新たな研
究の推進、年間10講座以上の地域人のリカレント教育等の実
施を通じて、地域の抱える問題を発見し解決できる人材を育
成する。

平成25年度「地（知）の拠点整備事業」（COC）に採択された
「自立分散型（地域）社会システムを構築し、運営する人材の
育成」及び平成27年度「地（知）の拠点大学による地方創生推
進事業」(COC＋）に採択された「協働・循環型「やまがた創生」
人材育成事業」を着実に推進するため、自治体等や事業協働
機関との連携により、学外研修科目・課題解決科目・協働研
究科目を主体とした教育科目の開発、地域の課題をテーマと
した新たな研究の推進､年間10講座以上の地域人のリカレン
ト教育等の実施を通じて､地域に定着し、地域の抱える問題を
発見し解決できる人材を育成する。

事後的に検証可能な記述とするため、具体的な
取組内容、取組例を追記する。

中期計画33　学生のグローバル力を磨くため、山形県や地方
自治体及び企業等の協力の下で交流事業を推進する「山形
県国際交流人材育成推進協議会」とともに、海外の協定大学
において英語で日本語を教える学生派遣制度、国際学会等で
の発表や休業期間等を利用した海外研修に対する支援など
の充実や、留学経験者を山形大学国際サポーターに任命す
る学生自身の支援体制の充実や短期長期海外派遣等の新た
な制度を平成30年度までに構築し、海外派遣経験者（短期及
び長期派遣学生）及び海外の協定校との交流学生を第２期中
期目標・中期計画期間における平均値に比して50％程度増加
させる。

学生のグローバル力を磨くため、山形県や地方自治体及び企
業等の協力の下で交流事業を推進する「山形県国際交流人
材育成推進協議会」とともに、海外の協定大学において英語
で日本語を教える学生派遣制度、国際学会等での発表や休
業期間等を利用した海外研修に対する支援などの充実、留学
経験者を山形大学国際サポーターに任命する学生自身の支
援体制の充実や短期長期海外派遣等の新たな制度を平成30
年度までに構築するほか、平成27年度「大学の世界展開力強
化事業」に採択された「「山形・アンデス諸国」ダブル・トライア
ングル・プログラム」を活用するなどして海外派遣経験者（短
期及び長期派遣学生）及び海外の協定校との交流学生を第２
期中期目標・中期計画期間における平均値に比して50％程度
増加させる。

事後的に検証可能な記述とするため、具体的な
取組内容、取組例を追記する。

中期計画30　多彩な国際交流活動を推進するため、平成30年
度までに国際交流を担当できる教職員３人程度の採用等を行
い、海外拠点の整備運営や大学のグローバル化を推進すると
ともに、新たな交流協定を平成33年度まで30件程度締結する
などして、国際共同研究等の推進に向けた研究者交流の活
発化や学生及び教職員が継続的に交流できる環境を整備す
る。

多彩な国際交流活動を推進するため、平成30年度までに国
際交流を担当できる教職員３人程度の採用等を行い、海外拠
点の整備運営や大学のグローバル化を、フレックス大学院な
どを活用して推進するとともに、新たな交流協定を平成33年
度まで30件程度締結するなどして、国際共同研究等の推進に
向けた研究者交流の活発化や学生及び教職員が継続的に交
流できる環境を整備する。

事後的に検証可能な記述とするため、具体的な
取組内容、取組例を追記する。

事後的に検証可能な記述とするため、具体的な
取組内容、取組例を追記する。



更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

※変更を行わないと判断するに至った理由を記入してください。（例えば、「中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため」
「より詳細な達成状況を年度計画において定めることとしているため」など）

中期計画52　優秀な人材を確保するため、人事・給与システ
ムの弾力的な運用等を通じて業績評価を加味した年俸制や
混合給与による採用を拡大し、平成33年度までの採用比率を
10％に増加させる。また、第２期中期目標・中期計画期間に
導入した本学独自のテニュアトラック制度（新規採用教員のス
タートアップ支援制度）による新規採用者を平成33年度までに
15人程度増加させ、優秀な人材の採用及び育成の仕組みとし
て普及・定着させる。

優秀な人材を確保するため、人事・給与システムの弾力的な
運用等を通じて業績評価を加味した年俸制や混合給与による
採用を拡大し、平成33年度までに適用者比率を10％に増加さ
せる。また、第２期中期目標・中期計画期間に導入した本学独
自のテニュアトラック制度（新規採用教員のスタートアップ支援
制度）による新規採用者を平成33年度までに15人程度増加さ
せ､優秀な人材の採用及び育成の仕組みとして普及・定着さ
せる。

中期計画45　学部及び教職大学院など、全学的に附属学校
を活用するため、小白川キャンパスの３学部の教育実習を附
属学校が中心となって実施するとともに、大学教員との実践
的な共同研究の実施や附属学校教員の実施指導講師として
の活用などにより、教職課程の授業に附属学校の取組みを反
映させる。

大学附属としての強みを活かし教職を目指す学生の意欲や
実践的指導力を涵養するため、小白川キャンパスの３学部の
教育実習を附属学校が中心となって実施するとともに、大学
教員との実践的な共同研究の実施や附属学校教員の実地指
導講師としての活用などにより、教職課程の授業に附属学校
の取組みを反映させる。

事後的に検証可能な記述とするため、具体的な
取組内容、取組例を追記する。

中期計画50　戦略的な大学経営を推進するため、第２期中期
目標・中期計画期間に整備したIR機能としての教育・研究・社
会貢献等に係る各種情報を有効活用できるよう分析を更に強
化し、本学独自で実施している組織評価の結果や財務データ
を活用した財務分析結果等と併せて、効果的な意思決定及び
経営資源の再配分のための基礎情報として活用する。

戦略的な大学経営を推進するため、第２期中期目標・中期計
画期間に整備したIR機能により収集している教育・研究・社会
貢献等に係る各種情報を有効活用できるよう分析を更に強化
し、本学独自で実施している組織評価の結果や財務データを
活用した財務分析結果等と併せて、効果的な意思決定及び
経営資源の再配分のための基礎情報として活用する。

事後的に検証可能な記述とするため、具体的な
取組内容、取組例を追記する。

事後的に検証可能な記述とするため、具体的な
取組内容、取組例を追記する。



14福島大学

（様式２－２）

（法人番号　１４ ） （大学名）　福島大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

○ 更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断しており、より詳細な達成状況を年度計画において定めることとして
いるため

素案の記述 検討後の記述

※変更箇所に下線を付してください。 ※変更の理由等を記入してください。

備考

（中期目標／中期計画） ※記述の前に中期目標もしくは中期計画
のいずれかを明記してください。

※変更を行わないと判断するに至った理由を記入してください。（例えば、「中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため」
「より詳細な達成状況を年度計画において定めることとしているため」など）
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（様式２－２）

（法人番号　15 ） （大学名）　茨城大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

○ 更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

（中期目標／中期計画） ※記述の前に中期目標もしくは中期計画のいず
れかを明記してください。

※変更箇所に下線を付してください。 ※変更の理由等を記入してください。

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通知）において、「目標を具
体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関連して更なる検討を求めるもの

素案の記述 検討後の記述 備考

中期計画３
【学士課程における専門教育】
人文社会科学分野：以下のような知識・能力を有する人材を育成する。
　①専門的な目で資源の発掘・情報発信ができる能力や、地域の社会的弱
者の抱える問題を理解し、共生社会をつくっていく観点を有しつつ、地域に定
着し、地域経営と新たな地方創生に携わる職業人
　②グローバル化が進む一方で人口急減可能性が指摘されるなど危機的状
況にある地方の現状を踏まえた企業のマネジメント、戦略立案に携われる人
材
　③職業にかかわらず、市民・住民としてコミュニティ活動や市民活動の重要
性を理解し、これに携われる人材
　そのため、平成29年度に、現行の２学科を３学科に再編するとともに、学生
が自らの問題関心に応じて目的意識的に履修する授業群としての「メジャー」
と、複眼的視野と多様性を担保させ、地域社会等が抱える時々の課題に柔
軟に対応できる能力を育成する「サブメジャー」を必修とする「メジャー・サブメ
ジャー制」を導入し、地域課題解決型の授業を重視した体系的な教育課程を
編成する。
教育学分野：茨城県の教育上の課題や教員の資質に係る要請等を踏まえ、
地域の教育を支える実践的教員を養成し、茨城県の小学校教員新規採用者
に占める本学卒業生の割合を40％以上に、中学校教員新規採用者に占める
割合を25％以上確保する。
　そのため、教育の現代的課題に対応するカリキュラムを充実させるととも
に、小学校英語、小学校理科、実技教科等に関する教員育成のためのカリ
キュラムを充実させる。また、全ての教科選修で、教科と教職を架橋する授業
科目を導入するとともに、小中一貫の義務教育の指導を担う能力を身につけ
させる。全てのコース・選修の半数以上の授業でアクティブ・ラーニングを実
施する。

中期計画３
【学士課程における専門教育】
人文社会科学分野：以下のような知識・能力を有する人材を育成する。
　①人文科学・社会科学の学問的な知見、ものの見方・考え方・方法論
等、また人類の普遍的な価値、文化的遺産を多面的に学ぶことで、茨城に
限らない「地域」が抱える問題が、ナショナル、およびグローバルな動きと
繋がっているという認識を持った人材。
　②専門調査能力や企画力を身に付け、少子高齢化かつ人口が急激に減
少する可能性がある地域で、職業人および市民として、企業や地域の課題
を見いだし、地域経営、新たな地方創生事業、企業のマネジメントに携わ
れる人材。
　③問題を発見し課題を解決するために多様な情報を主体的に収集・分
析・活用し、文章・口頭で的確に説明することができる能力、市民としての
社会的責任と役割について自覚し、多様な人々と協働して目標に向かって
努力することができる積極性とリーダーシップを備え、予測困難な時代にお
いて生涯にわたり自ら学び続ける意欲を持つ人材。
　　そのため、平成29年度に、現行の２学科を３学科に再編するとともに、
学生が自らの問題関心に応じて目的意識的に履修する授業群としての「メ
ジャー」と、複眼的視野と多様性を担保させ、地域社会等が抱える時々の
課題に柔軟に対応できる能力を育成する「サブメジャー」を必修とする「メ
ジャー・サブメジャー制」を導入し、地域課題解決型の授業を重視した体系
的な教育課程を編成する。
教育学分野：茨城県の教育上の課題や教員の資質に係る要請等を踏ま
え、地域の教育を支える実践的教員を養成し、茨城県の小学校教員新規
採用者に占める本学卒業生の割合を40％以上に、中学校教員新規採用
者に占める割合を25％以上確保する。
　　そのため、教育の現代的課題に対応するカリキュラムを充実させるとと
もに、小学校英語、算数、理科に関する教員育成のためのカリキュラムを
充実させる。また、全ての教科選修で、教科と教職を架橋する授業科目を
導入するとともに、小中一貫の義務教育の指導を担う能力を身につけさせ
る。全てのコース・選修の半数以上の授業でアクティブ・ラーニングを実施
する。

各分野において、改組等の検討が進んだため、それ
に合わせて育成する人材像等を更新しました。
また、理学分野及び工学分野の指標について、より
具体的にするため達成時期を追記しました。
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理学分野：地域の課題解決を担う論理的・創造的思考力を有する人材、高い
専門性と実践力をもった理系イノベーション人材を育成し、社会に継続して輩
出する。
　そのため、学科の枠を超えた１学科６コース体制を理学部総出動態勢で整
備してきた実績に基づき、国際的通用性のある理学の各分野における教育
の質保証に対応したカリキュラムに改善する。また、平成29年度より、現在実
施している「総合原子科学プログラム」 を、地域にある先端的研究機関との
連携をさらに強化した「量子線科学プログラム」に改革し、大学院の量子線科
学分野にも接続しやすいよう教育プログラムの内容を充実させる。地球環境
科学コースのJABEE（日本技術者教育認定機構）プログラムは、これまでの
実績を踏まえて、充実・継続する。さらに、学部＋博士前期課程の６年一貫教
育を充実させるほか、より実践的な経験を多く積むことを目指して、インターン
シップや海外留学経験を積むことを促進する。
工学分野：我が国の産業基盤と地域企業を支える高度な工学系人材及びグ
ローバルに活躍できる工学系人材を育成する。
　そのため、地域の企業群や研究機関と連携して行ってきた教育の成果及び
国際的通用性のある認定教育プログラム（JABEEプログラム）を積極的に推
進してきた実績を生かしつつ、学科大括り化とチーム教育による教育の質の
向上と再編強化、学部＋博士前期課程の６年一貫教育、クォーター制導入に
よる柔軟な授業配置、企業の第一線で活躍する技術者を活用した時代・社会
の要請に対応したカリキュラムの開発・実施、数学、物理、英語等の基礎学
力の強化と国際力増強を実施する。

理学分野：地域の課題解決を担う論理的・創造的思考力を有する人材、高
い専門性と実践力をもった理系イノベーション人材を育成し、社会に継続し
て輩出する。
　　そのため、学科の枠を超えた１学科６コース体制を理学部総出動態勢
で整備してきた実績に基づき、国際的通用性のある理学の各分野におけ
る教育の質保証に対応したカリキュラムに改善する。また、平成29年度よ
り、現在実施している「総合原子科学プログラム」を、地域にある先端的研
究機関との連携をさらに強化した「量子線科学プログラム」に改革し、大学
院の量子線科学分野にも接続しやすいよう教育プログラムの内容を充実さ
せる。地球環境科学コースのJABEE（日本技術者教育認定機構）プログラ
ムは、これまでの実績を踏まえて、充実・継続する。さらに、学部＋博士前
期課程の６年一貫教育を充実させるほか、より実践的な経験を多く積むこ
とを目指して、インターンシップや海外留学経験を積むことを促進する。
工学分野：我が国の産業基盤と地域企業を支える高度な工学系人材及び
グローバルに活躍できる工学系人材を育成する。
　　そのため、地域の企業群や研究機関と連携して行ってきた教育の成果
及び国際的通用性のある認定教育プログラム（JABEEプログラム）を積極
的に推進してきた実績を生かしつつ、学科大括り化とチーム教育による教
育の質の向上と再編強化、学部＋博士前期課程の６年一貫教育、クォー
ター制導入による柔軟な授業配置、企業の第一線で活躍する技術者を活
用した時代・社会の要請に対応したカリキュラムの開発・実施、数学、物
理、英語等の基礎学力の強化と国際力増強を実施する。

農学分野：茨城県をはじめとする地域農業と関連産業の発展に資する人材と
して、以下のような知識・能力を有する人材を育成する。
　①食料・食品の安全性に関する専門知識と技術を活用し、グローバル社会
における安全かつ安定的な食品流通に寄与する人材、または食料生産の基
盤となるバイオサイエンスを理解し、環境と調和した生物生産や新産業創出
に貢献する専門職業人
  ②地域及び国際社会の持続的発展に寄与する専門的知識や技術を身につ
け、地域農業の基盤強化・発展を通じた地域創生に貢献する専門職業人、ま
たは地域農業や環境問題を俯瞰し、社会科学及び自然科学の両面から農業
を核とした環境保全と豊かなまちづくりに貢献できる専門職業人
　　そのため、平成29年度に、現行の３学科を２学科４コースに再編し、育成
する人材像に対応した共通的な専門教育及び固有の専門教育を実施できる
教育課程を編成する。また、課題解決型学習を充実させるとともに、ＡＩＭＳプ
ログラムをはじめとするASEAN諸国との連携教育体制を構築し、長期国際イ
ンターンシップを充実させる。

農学分野：茨城県をはじめとする地域農業と関連産業の発展に資する人
材として、以下のような知識・能力を有する人材を育成する。
　①食生命科学科（仮称）
　　 生命科学や食品の加工、流通、安全性に関する知識・技能を修得し、
生物機能の高度利用や安全な食料・食品の生産、供給を通じて様々な食
料問題を解決するための能力や食品分野で国際的に活躍できる思考力を
身に付けた専門職業人
  ②地域総合農学科（仮称）
　　 地域の食や農に関する生産から販売までの一貫した知識・技能、地域
社会の抱える課題を正確に把握し、地域創生・発展に繋がる思考力・行動
力を養い、地域産業振興に貢献する力を身につけた専門職業人
　　そのため、平成29年度に、現行の３学科を２学科４コースに再編し、育
成する人材像に対応した共通的な専門教育及び固有の専門教育を実施で
きる教育課程を編成する。また、課題解決型学習を充実させるとともに、ＡＩ
ＭＳプログラムをはじめとするASEAN諸国との連携教育体制を構築し、長
期国際インターンシップを充実させる。
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評価指標 指標に係る目標 評価指標 指標に係る目標

（各分野共通）
①各分野の教育目標に掲げた
人材像に沿った進路先への就
職状況

②インターンシップ参加学生数
（教育学分野）
③茨城県の小学校教員新規採
用者に占める割合
④茨城県の中学校教員新規採
用者に占める割合
（理学分野）
⑤博士前期課程への進学率
⑥量子線科学プログラム科目の
受講者数
⑦JABEEプログラム修了生の技
術系職種への就職率
（工学分野）
⑧JABEEプログラム等の第３者
による外部評価の実施率
⑨博士前期課程への進学率
※通し番号１に掲げた指標を含
む

①各分野の教育目標に掲げた人
材像に沿った進路先への就職者
数の増加
②現状から倍増

③40％以上
④25％以上

⑤進学率50％以上
⑥学部定員の３分の１
⑦30％以上

⑧実施率100%
⑨進学率60％

（各分野共通）
①各分野の教育目標に掲げた
人材像に沿った進路先への就
職状況

②インターンシップ参加学生数
（教育学分野）
③茨城県の小学校教員新規
採用者に占める割合
④茨城県の中学校教員新規
採用者に占める割合
（理学分野）
⑤博士前期課程への進学率
⑥量子線科学プログラム科目
の受講者数
⑦JABEEプログラム修了生の
技術系職種への就職率
（工学分野）
⑧JABEEプログラム等の第３
者による外部評価の実施率
⑨博士前期課程への進学率
※通し番号１に掲げた指標を
含む

①各分野の教育目標に掲げた人
材像に沿った進路先への就職者
数の増加
②現状から倍増

③40％以上
④25％以上

⑤進学率50％以上（平成30年度
から）
⑥学部定員の３分の１以上（平成
30年度から）
⑦30％以上

⑧実施率100%
⑨進学率60％

人文学部の改組について検討を進め、より正確な表
現とするために更新しました。
また、農学部の改組についてより正確性を期すため
に再編時期を追記しました。
表記を統一するため、「ダブルディグリー・プログラ
ム」としました。
理工学分野の指標について、より具体的な表現に変
更しました。

中期計画５
 【修士課程における専門教育】
人文社会科学分野：産業界や地域において広く知識基盤社会の中核を多様
に担い、文化と社会の持続的発展のために貢献しうる専門職業人（中核的専
門職業人）、諸課題の解明に向けての幅広い視野と深い専門性に支えられ
た研究・調査・分析能力と、社会の維持・発展に必要な判断力・構想力・実践
力等を備えた高度で知的な素養のある人材を育成する。
　　そのため、地域経営に現に携わる、社会人の再教育のための特別コース
を社会科学専攻に設置し、課題解決型の教育を通じて実践的指導力・経営
力を身につけさせる。
教育学分野：高度の専門性と豊かな人間性を備えた地域の学校のスクール
リーダー、ミドルリーダーになり得る人材を育成する。大学院修了者の教員就
職率を85％以上にする。
　　そのため、既存の修士課程においては、インターンシップ科目を導入して
これまで以上に実践的指導力を育成する。さらに、教職大学院において、研
究者教員と実務家教員の協働的指導により事例研究や実習等を効果的に行
い、スクールリーダーとしての実践的指導力を育成する。

中期計画５
 【修士課程における専門教育】
人文社会科学分野：産業界や地域において広く知識基盤社会の中核を多
様に担い、文化と社会の持続的発展のために貢献しうる中核的専門職業
人、諸課題の解明に向けての幅広い視野と深い専門性に支えられた研
究・調査・分析能力と、社会の維持・発展に必要な判断力・構想力・実践力
等を備えた高度で知的な素養のある人材を育成する。
　　そのため、地域経営に現に携わる、社会人学び直しのコースを社会科
学専攻に設置し、課題解決型の教育を通じて実践的指導力・経営力を身
につけさせる。
教育学分野：高度の専門性と豊かな人間性を備えた地域の学校のスクー
ルリーダー、ミドルリーダーになり得る人材を育成する。大学院修了者の教
員就職率を85％以上にする。
　　そのため、既存の修士課程においては、インターンシップ科目を導入し
てこれまで以上に実践的指導力を育成する。さらに、教職大学院におい
て、研究者教員と実務家教員の協働的指導により事例研究や実習等を効
果的に行い、スクールリーダーとしての実践的指導力を育成する。
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評価指標 指標に係る目標 評価指標 指標に係る目標

（各分野共通）
①各分野の教育目標に掲げた
人材像に沿った進路先への就
職状況
（教育学分野）
②教員就職率
（理工学分野）
③博士後期課程への進学率
（農学分野）
④国際連携プログラムなどへの
参加率
※通し番号１に掲げた指標を含
む

①各分野の教育目標に掲げた人
材像に沿った進路先への就職者
数の増加
②85％以上

③博士後期課程入学定員の30％
以上

④20％以上

（各分野共通）
①各分野の教育目標に掲げた
人材像に沿った進路先への就
職状況
（教育学分野）
②教員就職率
（理工学分野）
③博士後期課程への内部進
学者数
（農学分野）
④国際連携プログラムなどへ
の参加率
※通し番号１に掲げた指標を
含む

①各分野の教育目標に掲げた人
材像に沿った進路先への就職者
数の増加
②85％以上

③博士後期課程入学定員の30％
以上

④20％以上

理工学分野（博士前期課程）：自然環境、国際社会を理解し、理工系人材と
しての高度な知識、技能、教養を有し、それらを活用して、
 ①量子線を利用した無機・有機・高分子化合物を含む生体関連物質の構造
解析、放射線科学をもとに新材料創出、生命科学研究等を行い地域産業に
貢献する高度専門職業人
 ②ものづくりシステム、環境システム等の複雑システムの科学技術を支え、
地域産業に貢献する高度専門職業人
 ③地域の情報、エネルギー、都市等のインフラストラクチャーを支え、持続可
能、安全安心な地域社会、住環境の創出に寄与する高度専門職業人
 ④高度な理系の基盤的かつ体系立った専門知識と研究技能をもとに、自然
や人間社会に対する諸課題を深い洞察力をもって観察し、問題を解決・評価
することのできる高度専門職業人
　を育成する。
　　そのため、①地域都市、建物電力・情報ネットワークを支える基礎科学の
強化、②複雑化するものづくりを支える基盤科学の強化、量子線（中性子線、
X線）解析技術を使った量子ビーム科学の強化という観点から専攻の再編を
行い、新たなカリキュラムによる教育を実施する。
農学分野：実践的思考及び国際的視野をもって専門性を発揮できる農学系
人材を育成する。
　　そのため、現行の３専攻を１専攻に再編し、多様かつ複雑な地域及びグ
ローバル課題に対応できるような教育課程を編成する。また、初年次からの
食のリスク管理教育プログラムや、海外の大学との修士ダブルディグリープ
ログラムなどの特色ある教育、近隣の研究機関と連携を通じた基礎科学と応
用科学を融合した共同教育プログラムを構築する。

理工学分野（博士前期課程）：自然環境、国際社会を理解し、理工系人材
としての高度な知識、技能、教養を有し、それらを活用して、
 ①量子線を利用した無機・有機・高分子化合物を含む生体関連物質の構
造解析、放射線科学をもとに新材料創出、生命科学研究等を行い地域産
業に貢献する高度専門職業人
 ②ものづくりシステム、環境システム等の複雑システムの科学技術を支
え、地域産業に貢献する高度専門職業人
 ③地域の情報、エネルギー、都市等のインフラストラクチャーを支え、持続
可能、安全安心な地域社会、住環境の創出に寄与する高度専門職業人
 ④高度な理系の基盤的かつ体系立った専門知識と研究技能をもとに、自
然や人間社会に対する諸課題を深い洞察力をもって観察し、問題を解決・
評価することのできる高度専門職業人
　を育成する。
　　そのため、①地域都市、建物電力・情報ネットワークを支える基礎科学
の強化、②複雑化するものづくりを支える基盤科学の強化、量子線（中性
子線、X線）解析技術を使った量子ビーム科学の強化という観点から専攻
の再編を行い、新たなカリキュラムによる教育を実施する。
農学分野：実践的思考及び国際的視野をもって専門性を発揮できる農学
系人材を育成する。
　　そのため、平成29年度より、現行の３専攻を１専攻に再編し、多様かつ
複雑な地域及びグローバル課題に対応できるような教育課程を編成する。
また、初年次からの食のリスク管理教育プログラムや、海外の大学との修
士ダブルディグリー・プログラムなどの特色ある教育、近隣の研究機関と連
携を通じた基礎科学と応用科学を融合した共同教育プログラムを構築す
る。
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評価指標 指標に係る目標 評価指標 指標に係る目標

①全学教育機構（仮称）の整備
状況
②外部評価

①計画どおり整備されている

②有効に機能しているとの評価を
得る

①全学教育機構の整備状況
②外部評価
※通し番号１に掲げた指標を
含む

①計画どおり整備されている
②有効に機能しているとの評価を
得る

全学教育機構について検討を進め、名称が確
定したため（仮称）を削除しました。

通し番号１に掲げた指標について、当計画にも
活用することによって、より具体的に検証できる
ため追記しました。

理学部・工学部の改編について検討が進んだ
ことから、内容を更新しました。
また、通し番号１に掲げた指標について、当計
画にも活用することによって、より具体的に検
証できるため追記しました。

中期計画１４
【理学部、工学部における教育体制の改編】
 ＜理工共通＞通し番号３に掲げる人材を養成し、地域の産業界等における
人材ニーズに応える教育体制をつくる。
　　そのため、学士課程４年と大学院博士前期課程２年をシームレスに接続さ
せた６年一貫教育体制を実現し、これに合わせて教育カリキュラムを改善す
ることにより、学修期間の有効活用を図り、グローバル化への対応（高年次ま
での英語の継続的学習）、実践力の育成（インターンシップ・海外留学可能期
間の設定）を行う。地域の人材養成のニーズ等に対応し、両学部の入学定員
増を検討する。
 ＜理学部＞大学院の理学専攻のみならず量子線科学専攻にも接続しやすく
する。
　　そのため、現在実施している「総合原子科学プログラム」を、地域にある先
端的研究機関との連携をさらに強化した「量子線科学プログラム」に改革し、
教育プログラムの内容を充実させる。
 ＜工学部＞分野大括りのチーム教育により教育の質を向上させることなどを
目指す。
　　そのため、電気電子工学科とメディア通信工学科、マテリアル工学科と生
体分子機能工学科をそれぞれ統合して「電気電子通信工学科（仮称）」「機能
物質工学科（仮称）」を設置する。

中期計画１０
【全学教育機構（仮称）】
　全学を通じた教育の質保証、専門教育と連携した全学共通教育の実施、専
門教育間の連携・調整機能、学生支援等を効果的・効率的に運営・統括す
る。
　そのため、以下のような体制の「全学教育機構（仮称）」を平成28年度に設
置し、平成29年度より業務を行う。
①質保証部門
　・共通教育と専門教育の一貫性の確保、専門教育間の連携調整機能
　・教育活動の評価・改善に係る企画、検証、指導提言
　・ＩＲ活動と結びついた総合的なエンロールメント・マネジメント
②共通教育部門
  ・ディプロマポリシーに基づく共通教育（基盤教育科目、プログラム教育科目
等）の実施、運営
③国際教育部門
  ・留学生教育および日本語教育プログラムの実施、運営
　・グローバル化に対応する授業に参加
④学生支援部門
　・エンロールメント・マネジメントに基づく学修支援
　・留学生、特別な支援を必要とする学生、社会人学生など多様な学生を含
む修学・生活支援
　・就職、キャリア支援、インターンシップの統括、連絡調整

中期計画１０
【全学教育機構】
　全学を通じた教育の質保証、専門教育と連携した全学共通教育の実施、
専門教育間の連携・調整機能、学生支援等を効果的・効率的に運営・統括
する。
　そのため、以下のような体制の「全学教育機構」を平成28年度に設置し、
平成29年度より業務を行う。
①質保証部門
　・共通教育と専門教育の一貫性の確保、専門教育間の連携調整機能
　・教育活動の評価・改善に係る企画、検証、指導提言
　・ＩＲ活動と結びついた総合的なエンロールメント・マネジメント
②共通教育部門
  ・ディプロマポリシーに基づく共通教育（基盤教育科目、プログラム教育科
目等）の実施、運営
③国際教育部門
  ・留学生教育および日本語教育プログラムの実施、運営
　・グローバル化に対応する授業に参加
④学生支援部門
　・エンロールメント・マネジメントに基づく学修支援
　・留学生、特別な支援を必要とする学生、社会人学生など多様な学生を
含む修学・生活支援
　・就職、キャリア支援、インターンシップの統括、連絡調整

中期計画１４
 【理学部、工学部における教育体制の改編】
 ＜理工共通＞通し番号３に掲げる人材を養成し、地域の産業界等におけ
る人材ニーズに応える教育体制をつくる。
　　そのため、学士課程４年と大学院博士前期課程２年をシームレスに接
続させた６年一貫教育体制を実現し、これに合わせて教育カリキュラムを
改善することにより、学修期間の有効活用を図り、グローバル化への対応
（高年次までの英語の継続的学習）、実践力の育成（インターンシップ・海
外留学可能期間の設定）を行う。地域の人材養成のニーズ等に対応し、両
学部の入学定員の見直しを検討する。
 ＜理学部＞大学院の理学専攻のみならず量子線科学専攻にも接続しや
すくする。
　　そのため、現在実施している「総合原子科学プログラム」を、地域にある
先端的研究機関との連携をさらに強化した「量子線科学プログラム」に改
革し、教育プログラムの内容を充実させる。
 ＜工学部＞分野大括りの教育により、教育の質を向上させるなどを目指
す。
　　そのため、産業界・社会の要望に応える形で専門分野を集約した再編
を行うとともに、数学・物理・化学・情報・英語等の工学基礎教育の充実を
図る。
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評価指標 指標に係る目標 評価指標 指標に係る目標

①理学部、工学部への志願状
況

②教育体制の整備状況

①アドミッションポリシーに見合っ
た学力を持った志願者に対し、競
争的な選抜を行うことができる水
準を維持する
②計画どおりに整備されている

①理学部、工学部への志願状
況

②教育体制の整備状況
※通し番号１に掲げた指標を
含む

①アドミッションポリシーに見合っ
た学力を持った志願者に対し、競
争的な選抜を行うことができる水
準を維持する
②計画どおりに整備されている

評価指標 指標に係る目標 評価指標 指標に係る目標

①農学部への志願状況

②教育体制の整備状況

①アドミッションポリシーに見合っ
た学力を持った志願者に対し、競
争的な選抜を行うことができる水
準を維持する
②計画どおりに整備されている

①農学部への志願状況

②教育体制の整備状況
※通し番号１に掲げた指標を
含む

①アドミッションポリシーに見合っ
た学力を持った志願者に対し、競
争的な選抜を行うことができる水
準を維持する
②計画どおりに整備されている

より正確性を期すために改組時期について追
記しました。

農学部改組について検討が進んだことから、そ
れに合わせて学科・コース名称を更新するとと
もに、学科・コース名称はまだ確定してはいな
いため（仮称）を追記しました。

通し番号１に掲げた指標について、当計画にも
活用することによって、より具体的に検証できる
ため追記しました。

中期計画 １５
【農学部における教育体制改編】
　通し番号３に掲げた人材を育成する教育体制をつくる。
　そのため、農学部の学科について、現在の３学科体制から、以下の２学科４
コースに再編する。
 　①食生命科学科
 　　生命を支える食料と食品の課題を科学的視点から多面的に
　　検討し、解決する力を育成する。
 　（ⅰ）国際食産業科学コース
 　　食料・食品の安全性に関する専門知識と技術を活用し、グロ
　　ーバル社会における安全かつ安定的な食品流通に寄与する
　　人材を育成する。
 　（ⅱ）バイオサイエンスコース
 　　食料生産の基盤となるバイオサイエンスを理解し、環境と調
　　和した生物生産や新産業創出に貢献する豊かな想像力を持っ
　　た専門職業人を育成する。
 　②地域共生農学科
 　　地域及び国際社会の持続的発展に寄与する専門的知識や
　　技術を育成する。
 　（ⅰ）農業科学コース
 　　農学に関する専門知識を活用して、地域農業の基盤強化・
　　発展を通じた地域創生に貢献する専門職業人を育成する。
 　（ⅱ）地域創生科学コース
 　　地域農業や環境問題を俯瞰し、社会科学及び自然科学の
　　両面から農業を核とした環境保全と豊かなまちづくりに貢献
　　できる専門職業人を育成する。

中期計画１５
【農学部における教育体制改編】
　通し番号３に掲げた人材を育成する教育体制をつくる。
　そのため、農学部の学科について、平成29年度より、現在の３学科体制
から、以下の２学科４コースに再編する。
 　①食生命科学科（仮称）
 　　生命を支える食料と食品の課題を科学的視点から多面的に
　　 検討し、解決する力を育成する。
 　（ⅰ）国際食産業科学コース（仮称）
 　　食料・食品の安全性に関する専門知識と技術を活用し、グロ
　　 ーバル社会における安全かつ安定的な食品流通に寄与する
      人材を育成する。
 　（ⅱ）バイオサイエンスコース（仮称）
 　　食料生産の基盤となるバイオサイエンスを理解し、環境と調
　　 和した生物生産や新産業創出に貢献する豊かな想像力を持っ
　　 た専門職業人を育成する。
 　②地域総合農学科（仮称）
 　　地域及び国際社会の持続的発展に寄与する専門的知識や
　　 技術を育成する。
 　（ⅰ）農業科学コース（仮称）
 　　農学に関する専門知識を活用して、地域農業の基盤強化・
　　 発展を通じた地域創生に貢献する専門職業人を育成する。
 　（ⅱ）地域共生コース（仮称）
 　　地域農業や環境問題を俯瞰し、社会科学及び自然科学の
　　 両面から農業を核とした環境保全と豊かなまちづくりに貢献
　　 できる専門職業人を育成する。
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評価指標 指標に係る目標 評価指標 指標に係る目標

①志願者数

②高校関係者からの評価
③入試広報活動の状況

①アドミッションポリシーを理解し、
意欲的に取組む志願者の増加
②適切な入試方法との評価を得
る
③適切な入試方法との評価を得
る

①志願者数

②高校関係者からの評価
③入試広報活動の状況

①アドミッションポリシーを理解
し、意欲的に取組む志願者の増
加
②適切な入試方法との評価を得
る
③広報活動件数30％増

評価指標 指標に係る目標 評価指標 指標に係る目標

①量子線科学分野の年間学術
誌論文数
②TOP10％論文数の割合の伸
び率
③国際共著論文数
④外部評価

①25％増
②10％増
③25％増
④有効に機能しているとの評価を
得る

①量子線科学分野の年間学
術誌論文数
②TOP10％論文数の割合の伸
び率
③国際共著論文数
④外部評価

①30％増（第３期中期目標期間を
通して）
②10％増
③30％増（第３期中期目標期間を
通して）
④有効に機能しているとの評価を
得る

量子線科学について検討を進め、目標を高くす
るとともに、より明確にするため変更しました。

中期計画２９
【量子線科学研究の推進】
　量子線科学専攻を中心として、近隣の研究機関、自治体と連携し、量子線
科学分野の理工系イノベーション人材を育成する拠点を形成する。
　そのため、茨城県にある国際的にも有数の先端研究施設「J-PARC」におい
て複数のビームラインを運用している実績等を生かし、「量子線」をキーワー
ドとして、環境放射線科学、物質量子科学、生体分子科学、ビームライン科学
等に係る研究を総合的かつ有機的展開・発展させる。また、若手研究者の国
際インターンシップなどを通じて国際共同研究を活性化させる。

中期計画２９
【量子線科学研究の推進】
　量子線科学専攻を中心として、近隣の研究機関、自治体と連携し、量子
線科学分野の理工系イノベーション人材を育成する拠点を形成する。
　そのため、茨城県にある国際的にも有数の先端研究施設「J-PARC」に
おいて複数のビームラインを運用している実績等を生かし、「量子線」を
キーワードとして、環境放射線科学、物質量子科学、生体分子科学、ビー
ムライン科学等に係る研究を総合的かつ有機的展開・発展させる。また、
若手研究者の国際インターンシップなどを通じて国際共同研究を活性化さ
せる。

入試広報活動について検討し、目標をより具体
的な表現に変更しました。

中期計画２７
【アドミッションポリシーに基づいた入学者選抜試験の着実な実施】
　アドミッションポリシーに基づき、入学者選抜を毎年度着実に実施する。ま
た、アドミッションポリシーを含め、本学の教育等に対する関心や理解を高
め、志願者数の確保につなげる。
　そのため、全学及び各学部等のディプロマポリシー、カリキュラムポリシーを
踏まえ定めるアドミッションポリシーを広く周知し、入学者選抜の基準を明確
化するとともに、アドミッションポリシーに即した人材を選抜できるよう、入試方
法改善を実施する。公正で透明性の高い入学者選抜を毎年度着実に実施す
るため、入学者選抜試験に関わる教職員の体制を整備するとともに、高い意
識をもって業務にあたることができるよう指導・監督を徹底する。
　さらに、様々な広報ツールやオープンキャンパス、学校への説明会などを通
じた入試広報活動を実施する。

中期計画２７
【アドミッションポリシーに基づいた入学者選抜試験の着実な実施】
　アドミッションポリシーに基づき、入学者選抜を毎年度着実に実施する。
また、アドミッションポリシーを含め、本学の教育等に対する関心や理解を
高め、志願者数の確保につなげる。
　そのため、全学及び各学部等のディプロマポリシー、カリキュラムポリ
シーを踏まえ定めるアドミッションポリシーを広く周知し、入学者選抜の基
準を明確化するとともに、アドミッションポリシーに即した人材を選抜できる
よう、入試方法改善を実施する。公正で透明性の高い入学者選抜を毎年
度着実に実施するため、入学者選抜試験に関わる教職員の体制を整備す
るとともに、高い意識をもって業務にあたることができるよう指導・監督を徹
底する。
　さらに、様々な広報ツールやオープンキャンパス、学校への説明会などを
通じた入試広報活動を実施する。
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更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

※変更を行わないと判断するに至った理由を記入してください。（例えば、「中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため」「より詳細な達成状況を
年度計画において定めることとしているため」など）
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（様式２－２）

（法人番号　16 ） （大学名）　筑波大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

○ 更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

※変更を行わないと判断するに至った理由を記入してください。（例えば、「中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため」
「より詳細な達成状況を年度計画において定めることとしているため」など）

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため。

素案の記述 検討後の記述

※変更箇所に下線を付してください。 ※変更の理由等を記入してください。

備考

（中期目標／中期計画） ※記述の前に中期目標もしくは中期計画
のいずれかを明記してください。



（様式２－２）

（法人番号　17） （大学名）　筑波技術大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

○ 更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

　目標達成の検証をすることが可能となるように実施
年度を記載した。

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

素案の記述 検討後の記述 備考

（中期計画）○多様な教育課程の編成
　理学療法士国家資格取得など社会人の学び直しのための２年次
編入学，特別支援学校専攻科修了者の３年次編入学，その他医療
系の複数の資格取得希望（はり師・きゅう師と理学療法士），中途視
覚障害者や社会人の学び直し・キャリアアップなど，多様な教育課程
を設置する。

（中期計画）○多様な教育課程の編成
　理学療法士国家資格取得など社会人の学び直しのための２年次
編入学，特別支援学校専攻科修了者の３年次編入学を平成28年度
中に実施し，その他医療系の複数の資格取得希望（はり師・きゅう師
と理学療法士），中途視覚障害者や社会人の学び直し・キャリアアッ
プなど，多様な教育課程を設置する。

　目標達成の検証をすることが可能となるように実施
年度を記載した。

（中期計画）○教育課程の改訂
　産業技術学専攻においては，産業界においてリーダー足りうる能
力を備える人材を育成する。障害者支援研究と工学・科学等との融
合，人間とシステムの間の相互インターラクション，人間の行動及び
創造的活動を支援するシステムの構築といった学際的領域の科目を
設定する。
　保健科学専攻においては，現代医学と東洋医学のバランスが取れ
た講義と演習，急速に進歩する医療に対応する基礎医学分野，最新
の視覚障害補償機器に関する講義等を設定する。
　情報アクセシビリティ専攻においては，これまで筑波技術大学が
培ってきた聴覚・視覚障害者のための情報保障に関する知見と学内
外における情報保障支援の実績を基に，手話，点字，文字，音声と
いったメディアの変換や通訳の技術，障害と心身機能，発達的特
性，活動制限，参加制約等の障害者支援に関わる基盤的知識を修
得した上で，情報保障の具体的手法について学修する科目を設定す
る。

（中期計画）○教育課程の改訂
　産業技術学専攻においては，産業界においてリーダー足りうる能
力を備える人材を育成する。障害者支援研究と工学・科学等との融
合，人間とシステムの間の相互インターラクション，人間の行動及び
創造的活動を支援するシステムの構築といった学際的領域の科目を
設定する。
　保健科学専攻においては，現代医学と東洋医学のバランスが取れ
た講義と演習，急速に進歩する医療に対応する基礎医学分野，最新
の視覚障害補償機器に関する講義等を設定する。
　情報アクセシビリティ専攻においては，これまで筑波技術大学が
培ってきた聴覚・視覚障害者のための情報保障に関する知見と学内
外における情報保障支援の実績を基に，手話，点字，文字，音声と
いったメディアの変換や通訳の技術，障害と心身機能，発達的特
性，活動制限，参加制約等の障害者支援に関わる基盤的知識を修
得した上で，情報保障の具体的手法について学修する科目を設定す
る。上記の教育課程の改訂は，平成31年度までに行う。



　目標達成の検証をすることが可能となるように実施
年度を記載した。

　目標達成の検証をすることが可能となるように実施
年度を記載した。

　目標達成の検証をすることが可能となるよう数値目
標を記載した。

　目標達成の検証をすることが可能となるように実施
年度を記載した。

（中期計画）○社会人の学び直しによる情報保障分野の人材育成
　情報アクセシビリティ専攻では，ICT（Information and
Communication Technology）を活用した遠隔授業，e-ラーニング，休
日集中授業などの社会人学生が学びやすい環境を整備し，聴覚・視
覚障害情報保障分野の人材を育成する。

（中期計画）○社会人の学び直しによる情報保障分野の人材育成
　情報アクセシビリティ専攻では，ICT（Information and
Communication Technology）を活用した遠隔授業，e-ラーニング，休
日集中授業などの社会人学生が学びやすい環境を平成30年度まで
に整備し，聴覚・視覚障害者の支援業務や支援システム開発・研究
に関わる分野の人材を育成する。

（中期計画）○就職・就労支援等
　進路・就職に関する講座，講演会，ガイダンス，セミナー等，学生が
主体的に参加し自ら提案する方式に発展させるとともに，コミュニ
ケーションや情報伝達上のハンディキャップを解決，改善するための
セルフアドボカシースキルに関する内容を盛り込む。さらに学生の障
害特性，キャリア発達特性に即した個別の面接指導，進路・就職相
談の体制を充実させる。
　国家試験など資格試験の合格率を高い水準に維持し，学修意欲の
高い学生には大学院等への進学を奨励するとともに，聴覚・視覚障
害者の職域拡大に努め，インターンシップなどを通して職業指導を充
実させる。
　卒業生支援の一環として，各地のハローワーク，障害者職業セン
ターと連携し，卒業生の職場適応を促すための職場の障害理解啓発
を行うとともに，個別の相談に応じた就労支援を実施する。

（中期計画）○就職・就労支援等
　進路・就職に関する講座，講演会，ガイダンス，セミナー等，学生が
主体的に参加し自ら提案する方式に発展させるとともに，コミュニ
ケーションや情報伝達上のハンディキャップを解決，改善するための
セルフアドボカシースキルに関する内容を盛り込む。さらに学生の障
害特性，キャリア発達特性に即した個別の面接指導，進路・就職相
談の体制を充実させ，産業技術学部においては，就職率90％以上と
する。
　また，保健科学部においては国家試験など資格試験の合格率を全
国平均以上の高い水準に維持し，学修意欲の高い学生には大学院
等への進学を奨励するとともに，聴覚・視覚障害者の職域拡大に努
め，インターンシップなどを通して職業指導を充実させる。
　卒業生支援の一環として，各地のハローワーク，障害者職業セン
ターと連携し，卒業生の職場適応を促すための職場の障害理解啓発
を行うとともに，個別の相談に応じた就労支援を実施する。

（中期計画）○特別支援学校専攻科教員の専門性向上
　技術科学研究科保健科学専攻に，現職教員（盲学校・特別支援学
校専攻科理療科教員）の専門性向上，学位取得のための鍼灸学
コース（リカレント教員対象（仮称））の導入に向け，現場の教員の
ニーズなどを具体的に分析し，平成29年度設置を目指して取り組
む。また，教員免許制度の見直しの議論も踏まえ，専門性の高い理
療科教員を含む教員養成に向けた取組みを行う。

（中期計画）○特別支援学校専攻科教員の専門性向上
　技術科学研究科保健科学専攻に，現職教員（盲学校・特別支援学
校専攻科理療科教員）の専門性向上，学位取得のための鍼灸学
コース（リカレント教員対象（仮称））の導入に向け，現場の教員の
ニーズなどを具体的に分析し，平成31年度までの設置を目指して取
り組む。また，教員免許制度の見直しの議論も踏まえ，専門性の高
い理療科教員を含む教員養成に向けた取組みを行う。

（中期計画）○適切な研究者等の配置並びに研究資金の配分
　重点研究プロジェクトに重点的に資金を配分し，学部や学科等を超
えた研究ユニットの編成，外部研究員の採用など大学の研究資源を
集中させた研究実施体制に移行する。

（中期計画）○適切な研究者等の配置並びに研究資金の配分
　重点研究プロジェクトに重点的に資金を配分し，平成28年度中に学
部や学科等を超えた研究ユニットの編成，外部研究員の採用など大
学の研究資源を集中させた研究実施体制に移行する。

　目標達成の検証をすることが可能となるように実施
年度を記載した。

（中期計画）○研究実施体制等に関する具体的方策
　重点研究領域について，聴覚障害系と視覚障害系が独自性を保ち
つつ，必要に応じて一体的な取組のできる体制と環境を整備する。こ
のために学部，学科，専攻を超えた研究実施体制を充実させる。

（中期計画）○研究実施体制等に関する具体的方策
　重点研究領域について，聴覚障害系と視覚障害系が独自性を保ち
つつ，必要に応じて一体的な取組のできる体制と環境を平成30年度
までに整備する。このために学部，学科，専攻を超えた研究実施体
制を充実させる。



更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

　目標達成の検証をすることが可能となるよう数値目
標を記載した。

（中期計画）○地域に志向した教育・研究
　機関リポジトリの内容を充実させ強化する。また，県やつくば市等
の要請に応じて障害者計画，障害福祉計画，バリアフリー推進，ユニ
バーサルデザイン研修，障害者スポーツの育成事業等に本学教員
が参画し，本学が有する障害者支援のノウハウを提供する。

（中期計画）○地域に志向した教育・研究
　機関リポジトリの内容を充実させ強化する。また，県やつくば市等
の要請に応じて障害者計画，障害福祉計画，バリアフリー推進，ユニ
バーサルデザイン研修，障害者スポーツの育成事業等に本学教員
が参画し，本学が有する障害者支援のノウハウを提供する。上記の
ような地域等の要請に応じた事業規模（事業件数，参加人数等）を平
成27年度に比べ20％増加させる。

（中期計画）○医療サービスの向上と地域貢献
　東西医学統合医療に対する個々の患者ニーズに対応し，診療・施
術にあたるとともに，地域の需要に応えるべく健康等の啓発等に関
する公開講座などを実施し，医療者間の効率的な連携やつくば市や
他の地域医療機関との連携も積極的に行い，地域の医療の向上に
貢献する。

（中期計画）○医療サービスの向上と地域貢献
　東西医学統合医療に対する個々の患者ニーズに対応し，診療・施
術にあたるとともに，地域の需要に応えるべく健康等の啓発等に関
する公開講座などを実施し，医療者間の効率的な連携やつくば市や
他の地域医療機関との連携も積極的に行い，地域の医療の向上に
貢献する。上記の取組により，受診者数を平成27年度に比べ10％増
加させる。

（中期計画）○大学院の教育組織の見直し
　技術科学研究科保健科学専攻に，現職教員（盲学校・特別支援学
校専攻科理療科教員）の専門性向上，学位取得のための鍼灸学
コース（リカレント教員対象（仮称））を導入する。
　また，情報アクセシビリティ専攻では，社会人の学び直しの受け入
れ向上のため，個々の学生の学修・研究時間に対応した時間割編
成や遠隔授業を行う。

（中期計画）○大学院の教育組織の見直し
　技術科学研究科保健科学専攻に，現職教員（盲学校・特別支援学
校専攻科理療科教員）の専門性向上，学位取得のための鍼灸学
コース（リカレント教員対象（仮称））を平成31年度までに導入する。
　また，情報アクセシビリティ専攻では，社会人の学び直しの受け入
れ向上のため，個々の学生の学修・研究時間に対応した時間割編
成や遠隔授業を行う。

　目標達成の検証をすることが可能となるように実施
年度を記載した。

　目標達成の検証をすることが可能となるよう数値目
標を記載した。



（様式２－２）

（法人番号　１８ ） （大学名）　宇都宮大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

○ 更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

※変更を行わないと判断するに至った理由を記入してください。（例えば、「中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため」
「より詳細な達成状況を年度計画において定めることとしているため」など）

（中期計画）Ⅳ-1-①
全学部において外部評価を実施し、評価結果を教育研究活動
に活用する。

（中期計画）Ⅳ-1-①
教育研究の質向上を図るために、組織評価のあり方を見直
し、より効果的な自己点検・評価を実施し、大学IR機能を活用
して評価結果の検証・フィードバックを行って自己改善サイク
ルを定着させる。また、全学部において外部評価を実施し、評
価結果を教育研究活動の改善に結びつける。

（中期計画）Ⅳ-2-①
教育、研究、社会貢献等大学諸活動の状況を、ホームページ
や広報誌等を通じて多様なステークホルダーの視点に立って
わかりやすく情報発信するとともに、大学の魅力を高める企画
を実施する。また、これらを戦略的に推進するため、新たな経
営ビジョンに基づく全学的広報戦略を策定する。

（中期計画）Ⅳ-2-①
教育、研究、社会貢献等大学諸活動の状況を、ホームペー
ジ、大学ポートレート、ソーシャルメディア、広報誌等を通じて
多様なステークホルダーの視点に立ってわかりやすく情報発
信するとともに、大学の魅力を高める企画を実施する。また、
ユーザビリティ向上のためのホームページの改善や各種メディ
アとのコミュニケーション強化のための報道機関との懇談会、
大学の認知度、親しみやすさ向上のための本学オリジナル
キャラクターを活用した広報の強化など、広報活動を積極的に
展開する。

評価結果を教育研究活動の改善に効果的に結
びつけるため、具体的な取組内容・プロセスを
明確にした。

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

広報活動を戦略的に推進していくための手段を
更に具体化した。

素案の記述 検討後の記述

※変更箇所に下線を付してください。 ※変更の理由等を記入してください。

備考

（中期目標／中期計画） ※記述の前に中期目標もしくは中期計画
のいずれかを明記してください。



（様式２－２）

（法人番号　１９ ） （大学名）　群馬大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

○ 更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

※変更の理由等を記入してください。

備考

（中期目標／中期計画） ※記述の前に中期目標もしくは中期計画
のいずれかを明記してください。

検討後の記述

※変更箇所に下線を付してください。

（中期計画）
Ⅰ　大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成する
ためにとるべき措置
１　教育に関する目標を達成するための措置
（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置
①　種々の奨学金・育英資金の情報提供、授業料の減免に
関する相談、学生寮の紹介、健康面での問題などの学修上、
生活上の全般的事項について相談、アドバイスを行う。
②　大学教育・学生支援機構の学生支援センターに設置して
いる「キャリアサポート室」によるインターンシップ受入れ先企
業の開拓を更に広範囲に行い、インターンシップ先の紹介・
マッチング等の支援活動を充実させる。また、就活ガイダン
ス、カウンセリング等を強化し、学生の就職を支援する。
③　平成28年4月施行の障害者差別解消法に則り、障害学生
支援室、健康支援総合センターが中心となって、障害学生の
学修上の相談・要請を踏まえ必要に応じた支援を行う。

（中期計画）
Ⅰ　大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成する
ためにとるべき措置
１　教育に関する目標を達成するための措置
（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置
①　種々の奨学金・育英資金の情報提供、授業料の減免に
関する相談、学生寮の紹介、健康面での問題などの学修上、
生活上の全般的事項について、学生の意識・希望調査を行う
など相談体制の充実を図る。
②　大学教育・学生支援機構の学生支援センターに設置して
いる「キャリアサポート室」によるインターンシップ受入れ先企
業の開拓を県外企業に拡大するなど更に広範囲に行い、イン
ターンシップ先の紹介・マッチング等の支援活動を充実させ
る。また、就活ガイダンス、カウンセリング等を強化し、学生の
就職を支援する。
③　平成28年4月施行の障害者差別解消法に則り、障害学生
支援室、健康支援総合センターが中心となって、障害学生の
学修上の相談・要請を踏まえ必要に応じた支援を行う。

平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文
部科学大臣通知を踏まえ、事後的に検証可能
となるよう具体化するもの。

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に
関連して更なる検討を求めるもの

素案の記述

1 ページ



更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

（中期計画）

Ⅱ　業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するた
めにとるべき措置
３　事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための
措置
業務内容の見直し・改善を進め、必要に応じ事務体制を整備
するなど効率的な事務執行を行う。

（中期計画）

Ⅱ　業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するた
めにとるべき措置
３　事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための
措置
事務改善・合理化協議会や内部監査等を活用し、業務内容
の見直し・改善を進めるとともに、若手職員からの効率化・改
善に向けた提案を反映させる仕組みの構築、体系的なスタッ
フ・ディベロップメント（SD(※5)）等を実施する。

　(※5) SD: Staff Developmentの略。事務職員や技術職員な
ど職員を対象とした、管理運営や教育・研究支援までを含め
た資質向上のための組織的な取組。

平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文
部科学大臣通知を踏まえ、事後的に検証可能
となるよう具体化するもの。

※変更を行わないと判断するに至った理由を記入してください。（例えば、「中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため」
「より詳細な達成状況を年度計画において定めることとしているため」など）

（中期計画）

Ⅰ　大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成する
ためにとるべき措置
４　その他の目標を達成するための措置
（３）附属学校に関する目標を達成するための措置
①-1)　 教育学部・教育学研究科と連携して学部及び大学院
の教育実習、インターンシップ等の科目を充実させ、実践的な
教員養成教育の機能を強化する。
-2)　 教育学部・教育学研究科と連携して子ども総合サポート
センターの活動に取り組み、地域の学校が抱える教育課題に
ついて研究し、地域支援の活動を行う。
②-1)　 公開研究会や学部・附属学校共同研究センターの研
究活動において、これからの学校教育に求められる新たな教
育課題に取り組み、群馬県教育委員会等と連携して地域にお
ける先導的・実験的教育を推進し、成果を広く地域に公開す
る。
-2)　 教育委員会等と連携して地域の各種の教員研修を実施
し、地域の教員の資質能力向上に寄与する活動を行う。

（中期計画）

Ⅰ　大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成する
ためにとるべき措置
４　その他の目標を達成するための措置
（３）附属学校に関する目標を達成するための措置
①-1)　 教育学部・教育学研究科と連携して学部及び大学院
の教育実習、インターンシップ等の科目を充実させ、その成果
及び改善点等を教育実習研究協議会等にフィードバックする
ことにより、実践的な教員養成教育の機能を強化する。
-2)　 教育学部・教育学研究科と連携して子ども総合サポート
センターの活動に取り組み、地域の学校が抱える教育課題に
ついて研究し、公立学校等において教育相談・各種研修会を
実施するなど地域支援の活動を行う。
②-1)　 公開研究会や学部・附属学校共同研究センターの研
究活動において、これからの学校教育に求められる新たな教
育課題に取り組み、群馬県教育委員会等と連携して地域にお
ける先導的・実験的教育を推進し、成果を広く地域に公開す
る。
-2)　 教育委員会等と連携して地域の各種の教員研修を実施
し、地域の教員の資質能力向上に寄与する活動を行う。

平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文
部科学大臣通知を踏まえ、事後的に検証可能
となるよう具体化するもの。
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（様式２－２）

（法人番号　２０ ） （大学名）　埼玉大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

◯ 更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

（中期計画）
○理工系人材の質的強化を図り、新たな価値を創造し社会変
革（イノベーション）を起こし得る力を養成するため、理工学研
究科では、大学と地域企業等との双方向コミットメントを密にし
た学内外協働教育により、実務教育を実施するとともに、社会
人の学び直しの場を整備する。

○理工系人材育成の質的強化を図り、新たな価値を創造し社
会変革（イノベーション）を起こし得る力を養成するため、理工
学研究科では、大学と地域企業等との双方向コミットメントを
密にした学内外協働教育により、実務教育を実施するととも
に、大学院進学に繋がるノンディグリープログラムの拡充な
ど、社会人の学び直しの場を整備する。

「社会人の学び直し」の具体的な例示を追加す
るため。
※その他様式２－３関係の変更あり

（中期計画）
〇教員養成の質的強化のため、教育学部及び教育学研究科
では、小学校教員養成を重視した実践的なカリキュラムの下
に、質の高い小学校教員を養成するとともに、総合大学の特
性・専門性を活かし他学部・研究科との連携を強化して、質の
高い中学校教員等を養成する。

〇教員養成の質的強化のため、教育学部及び教育学研究科
では、学校現場での経験者教員による授業の実施など小学
校教員養成を重視した実践的なカリキュラムの下に、質の高
い小学校教員を養成するとともに、総合大学の特性・専門性
を活かし他学部・研究科との連携を強化して、質の高い中学
校教員等を養成する。

「実践的なカリキュラムの」具体的な例示を追加
するため。

（中期計画）
○文理融合教育を実践するため、教養・専門基礎・専門・異分
野専門基礎科目、グローバル・地域連携関連科目等の多様な
授業科目を４年又は６年の間で年次を追って配置する。
　その際に、本学に対するステークホルダー（在学生、卒業
生、地域産業界等）のニーズを恒常的に把握するとともに、カ
リキュラム・ポリシー及びディプロマ・ポリシーの妥当性を常に
検証する。

○文理融合教育を実践するため、教養・専門基礎・専門・異分
野専門基礎科目、グローバル・地域連携関連科目等の多様な
授業科目を４年又は６年の間で年次を追って配置する。
　その際に、本学に対するステークホルダー（在学生、卒業
生、地域産業界等）のニーズを恒常的に把握するとともに、進
路状況等の客観的データに基づき、カリキュラム・ポリシー及
びディプロマ・ポリシーの妥当性を常に検証する。

「検証する」ための具体的な手段を追加するた
め。

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

素案の記述 検討後の記述

※変更箇所に下線を付してください。 ※変更の理由等を記入してください。

備考

（中期目標／中期計画） ※記述の前に中期目標もしくは中期計画
のいずれかを明記してください。



（中期計画）
○大学院理工学研究科に設置した戦略的研究部門（ライフ・
ナノバイオ領域、グリーン・環境領域、感性認知支援領域）に
おいて、国際共同研究を進め、高水準の学術論文等その成
果を発信し、強みのある先端的研究分野として世界水準の研
究を推進する。

○大学院理工学研究科に設置した戦略的研究部門（ライフ・
ナノバイオ領域、グリーン・環境領域、感性認知支援領域）に
おいて、国際共同研究を進め、高水準の学術論文等その成
果を発信するとともに、国際共著論文の割合を増やし、強み
のある先端的研究分野として世界水準の研究を推進する。

計画の達成状況を計るための一つの指標とし
て、「国際共著論文の割合を増やし」を追加する
ため。

（中期計画）
○施設・設備に関するマスタープランに基づき、より効果的な
研究環境整備を推進する。

○施設・設備マスタープランに基づき、計画的・継続的なス
ペースの確保や研究設備の整備を行い、効果的な研究環境
整備を推進する。

「効果的な研究環境整備」の具体的な記述を追
加するため。

（中期計画）
○ティーチング・アシスタント（ＴＡ）及びスチューデント・アシス
タント（ＳＡ）等による補助体制を充実させるとともに、学生の
学修行動様式や自主的学修環境の利用状況を把握し、学生
の自主的学修に適した教育環境を充実する。

○ティーチング・アシスタント（ＴＡ）及びスチューデント・アシス
タント（ＳＡ）等による教育の補助体制を、ＴＡ・ＳＡ研修会の実
施や学生アンケートの結果を踏まえた改善等により充実させ
るとともに、学生の学修行動様式や自主的学修環境の利用状
況を把握し、学生の自主的学修に適した教育環境を充実す
る。

何に対しての補助体制か、また、何をもって「充
実させる」と判断するかの具体的な記述を追加
するため。

（中期計画）
○学生支援センターは、経済的困難のある学生に対する授業
料免除、奨学金給貸与等の制度の検証を行い、適切な支援
を行う。

○統合キャリアセンターＳＵ（仮称）は、経済的困難のある学
生に対する授業料免除、奨学金給貸与等の対象者の割合や
ニーズの把握による制度の検証を行い、適切な支援を行う。

「制度の検証」の具体的な状況を追加するた
め。
※その他様式２－３関係の変更あり

「改善させる」を計るための一つの指標として、
「満足度の向上」を追加するため。
※その他様式２－１関係の変更あり

（中期計画）
○教育課程の体系化、教育方法、教育の質保証等について、
計画から実施、点検・評価、改善までの一連のＰＤＣＡサイク
ル機能である教学マネジメントシステムを、教育企画室におい
て構築する。併せて、教員のファカルティ・ディベロップメント（Ｆ
Ｄ）研修、学生や学外者が教育の質保証へ関与する仕組みを
充実する。

○教育課程の体系化、教育方法、教育の質保証等について、
計画から実施、点検・評価、改善までの一連のＰＤＣＡサイク
ル機能である教学マネジメントシステムを、教育企画室におい
て構築する。併せて、教員のファカルティ・ディベロップメント（Ｆ
Ｄ）研修を強化するとともに、ステークホルダーに対する意見
聴取を活用するなど、教育の質保証の仕組みを充実する。

「仕組みを充実する」ための具体的な例示を追
加するため。

（中期計画）
○教育機構、学部・研究科が連携して、全学生を対象に修学
や生活に関する意識・ニーズ調査を実施し、実情を把握・分析
する。その調査・分析結果及び支援分野別の満足度調査の
結果を踏まえて、体制を充実させた学生支援センターにおい
て、支援活動を改善させていく。

○教育機構、学部・研究科が連携して、全学生を対象に修学
や生活に関する意識・ニーズ調査を実施し、実情を把握・分析
する。その調査・分析結果及び支援分野別の満足度調査の
結果を踏まえて、体制を充実させ新たに設置する統合キャリ
アセンターＳＵ（仮称）において、支援活動を改善させていくと
ともに、満足度を向上させる。



○女性教員の採用比率を人文社会系部局においては40％、
教員養成系部局においては30％、自然科学系部局において
は20％以上に、また、女性事務職員の採用比率を50％とす
る。

採用比率を向上させる組織を追加するため。
※その他様式２－３関係の変更あり

（中期計画）
○学部長を含む学部委員と附属学校関係者で構成する附属
学校委員会を通じて、円滑な学校運営を行う。

○学部長を含む学部委員と附属学校関係者で構成する附属
学校委員会を通じて、児童・生徒の問題行動など共通する
様々な課題の解決を図り円滑な学校運営を行う。

「円滑」の判断基準を明確にするため。

（中期計画）
○男女共同参画等の推進に資するセミナーへの参加の促進
や講演会などの取組みを実施するとともに、女性教職員の参
画拡大に向けた環境づくりを行う。

○男女共同参画等の推進に資するセミナーへの参加の促進
や講演会などの取組みを実施するとともに、多様な勤務形態
の整備など女性教職員の参画拡大に向けた環境づくりを行
う。

「環境づくりを行う」の取組例、手段についての
具体的な記述を追加するため。

（中期計画）
○ステークホルダーとの積極的な対話によりニーズを的確に
把握するとともに、適切な広報媒体、発信手法及び内容によ
り、ニーズに応じたきめ細かい情報発信を適時に展開する。

○ステークホルダーとの積極的な対話によりニーズを的確に
把握するとともに、多様なステークホルダーに適した広報媒
体、発信手段・内容により、ニーズやターゲットに応じたきめ細
かい情報発信を適時に展開する。

ターゲットを意識した取組を追加するため。

（中期計画）
○女性教員の採用比率を人文社会系部局においては40％、
自然科学系部局においては20％以上に、また、女性事務職員
の新規採用比率を50％とする。

（中期計画）
○各研究科等は、ＵＲＡオフィスとの連携により、論文の引用
数等ＩＲによるデータ指標を活用し、強みや特色のある研究分
野等の検証を行い、研究の質を向上させる仕組みを充実す
る。

○各研究科等は、ＵＲＡオフィスとの連携により、論文の引用
数等ＩＲによるデータ指標を活用し、強みや特色のある研究分
野の検証を行うなど、研究の質を向上させる仕組みを充実す
る。

何をもって仕組みが充実するかを明確にするた
め。

（中期計画）
○本学の国際展開を明確にし、優秀な留学生の獲得に資す
るため、学内の国際プログラムの実体（目的・現状・成果）、留
学生受け入れ体制（住環境・教育内容）を具体的にホーム
ページに掲載するなど、国際広報を充実させる。

○本学の国際展開を明確にし、優秀な留学生の獲得に資す
るため、学内の国際プログラムの実態（目的・現状・成果）、留
学生受け入れ体制（教育内容・住環境）を具体的にホーム
ページに掲載するなど、国際広報を充実させる。

発信の具体例を追加するため。
※その他様式２－３関係の変更あり

（中期計画）
○日本人学生・留学生等の互い同士が調和して、地域交流活
動等へ参画できるよう支援するための連携を推進する。

○日本人学生・留学生等の互い同士が調和して地域交流活
動等へ参画できるよう、学内の学生団体への支援や埼玉県内
の関係団体等との連携を推進する。

「連携推進」のための具体的な記述を追加する
ため。

実施の方法を追加するため。
※その他様式２－３関係の変更あり

（中期計画）
○海外の協定校等とのダブルディグリー・プログラムの着実な
実施と更なる拡充を図る。また、従前から取り組んできた理工
系の世界環流プログラムやLab-to-Labプログラムを基盤とす
る研究者間交流における特色ある取組みを実施する。

○海外の協定校等とのダブルディグリー・プログラムの着実な
実施と更なる拡充を図る。また、従前から取り組んできた研究
者間交流を基盤とする理工系のLab-to-Labプログラムにおけ
る特色ある取組みを、全学的に展開し実施する。



更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

（中期計画）
○情報セキュリティポリシーに基づき、情報ネットワーク及びシ
ステムの安全確保に必要な対策を実施する。

○情報セキュリティポリシーに基づき、情報ネットワーク及びシ
ステムの安全確保に必要な対策として、情報基盤システム等
の主要な情報システムのチェック、教職員への講習会等の充
実、規則等の改正等の措置を講ずる。

「安全確保に必要な対策」の具体的な記述を追
加するため。

※変更を行わないと判断するに至った理由を記入してください。（例えば、「中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため」
「より詳細な達成状況を年度計画において定めることとしているため」など）



（様式２－２）

（法人番号　21 ） （大学名）　千葉大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

〇 更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

素案の記述 検討後の記述

※変更箇所に下線を付してください。 ※変更の理由等を記入してください。

備考

（中期目標／中期計画） ※記述の前に中期目標もしくは中期計画
のいずれかを明記してください。

中期計画１
◆　全学的な教育改革方針を策定した上で、学際性・国際性
等を涵養する教養教育の方針を明確化、充実し学際性を有す
る地域科目2単位と国際性を有する国際日本学2単位を必修
科目とする。それとともに、教養教育と専門教育とが有機的に
統合された体系的な学士課程教育を提供する。

中期計画１
◆　全学的な教育改革方針を策定した上で、学際性・国際性
等を涵養する教養教育の方針を明確化し、学際性を有する地
域科目2単位と国際性を有する国際日本学2単位を必修科目
とする。それとともに、コース・ナンバリングやカリキュラムツ
リーを利用して、教養教育と専門教育が有機的に統合した体
系的な学士課程教育を提供する。

・教養教育と専門教育が有機的に統合した体系
的な学士課程教育を提供するための手段を具
体的に記載した。

中期計画２
◆　それぞれの分野のミッションにおいて定められた人材養成
目的を実現するために、確かな基盤的能力、専門中核学力を
獲得し、専門的知識・技能を修め、創造的思考力を高めること
ができる学士課程教育を提供する。

中期計画２
◆　それぞれの分野のミッションにおいて定められた人材養成
目的を実現するために、教育課程編成・実施の方針を見直し
つつ、確かな基盤的能力、専門中核学力を獲得し、専門的知
識・技能を修め、創造的思考力を高めることができる学士課
程教育を学位授与の方針と授業科目が有機的に統合・可視
化されたカリキュラムマップを整備し、提供する。

・確かな基盤的能力、専門中核学力を獲得し、
専門的知識・技能を修め、創造的思考力を高め
ることができる学士課程教育を提供するための
手段を具体的に記載した。



中期計画５
◆　修士課程（博士前期課程）では、高度専門職業人としての
基盤的な学力を充実させるとともに、その基礎の上に、幅広い
視野と高度な専門的知識・技能を修得できる教育課程を提供
する。また、学内を三領域「生命科学系」、「理工系」、「文系」
に大別して、共通教育やチーム教育を実施する。特に理工系
では、一貫教育をはじめ、独創的な研究活動を遂行するため
の修士課程（博士前期課程）の教育課程を構築する。

中期計画16
◆　教育課程のグローバル化に対応し、外国人教員等を積極
的に登用する。また、若手教員及び女性教員を積極的に登用
し、多様な教員配置を実現する。

中期計画16
◆　教育課程のグローバル化に対応し、年俸制等を利用し
て、外国人教員等を積極的に登用する。また、全学的な若手
研究者の雇用計画により若手教員、女性優先公募の実施に
より女性教員を積極的に登用し、多様な教員配置を実現す
る。特に女性教員採用比率については、30%程度とする。

・多様な教員配置を実現するための手段につい
て、具体的に記載した。また、女性教員採用比
率について、具体的な指標を設定した。

中期計画５
◆　修士課程（博士前期課程）では、高度専門職業人としての
基盤的な学力を充実させるとともに、その基礎の上に、幅広い
視野と高度な専門的知識・技能を修得できる教育課程を提供
する。
　また、学内を三領域「生命科学系」、「理工系」、「文系」に大
別して、共通教育やチーム教育を実施する。
　特に理工系では、理学系・工学系・融合科学系が統合した
理工統合型の専攻において、イノベーション教育をはじめ、独
創的な研究活動に資するための一貫した教育課程を構築す
る。

・独創的な研究活動に資するための教育課程
について、具体的に記載した。

・単位制度の実質化の手段について、具体的に
記載した。

中期計画12
◆　学習指導のエキスパートとなる、SULA（Super University 
Learning Administrator）を配置・育成し、きめ細かな学生指導
の実施により学習実態を把握するとともに、学修履歴の蓄積
と可視化、成績評価基準の厳格な適用に基づき、単位制度の
実質化を進める。

中期計画７
◆　専門職学位課程では、高度な専門知識と柔軟な思考力・
実践力を持ち、社会において主導的な役割を果たし得る人材
を養成していくための教育課程を提供する。
　特に、法科大学院については、司法試験の合格状況や入学
者選抜状況等を考慮に入れ、教育内容の充実及び質の向上
の観点を踏まえて教育活動を行う。
　また、教職大学院を設置し、これまでの教職教育とグローバ
ル関連教育プログラムを組み入れた教育課程を提供する。

中期計画７
◆　専門職学位課程では法科大学院において、司法試験の
合格状況や入学者選抜状況等を考慮に入れ、学士課程教育
との密接な連携による法曹養成教育プログラムの実施や、き
め細やかなケアによる学修支援制度の構築によってより充実
した教育活動を行う。
　また、教職大学院を設置し、これまでの教職教育とグローバ
ル関連教育プログラムを組み入れた教育課程を提供する。

・法科大学院における教育活動について、具体
的に記載した。

中期計画12
◆　学習指導のエキスパートとなる、SULA（Super University 
Learning Administrator）を配置・育成し、学生個人の成績デー
タを活用しながら、きめ細かな学生指導を実施する。また、授
業別の成績分布を公開・可視化することにより、成績評価の
厳格化を進め、単位制度の実質化を推進する。



中期計画24
◆　交通事故、犯罪被害、宗教を隠した勧誘、不適切な飲酒、
インターネットの問題ある利用等の監視を強化し、抑止する体
制を再構築し強化する。

中期計画24
◆　学生へのガイダンス等を通して、交通事故、犯罪被害、宗
教を隠した勧誘、不適切な飲酒、インターネットの問題ある利
用等への注意喚起を行い、それらへの監視を強化し、抑止す
る体制を整備する。

中期計画22
◆　学生の修学、生活、進路等に関するニーズを把握し、相
談、支援をきめ細かに実施できる体制を組織し、継続的に推
進する。また、カウンセラー組織を強化し、特に心身の健康等
にわたる相談支援体制を充実させるとともに、医学、教育学、
心理学、脳科学等の学問領域を超えた研究の成果に基づき、
WEB問診によるメンタルヘルススクリーニング結果を分析し
て、心の健康問題に関しての早期発見及び相談による早期介
入を行い、学生のメンタルヘルス向上を推進する。

・学生のメンタルヘルスを向上するための手段
について、具体的に記載した。

中期計画19
◆　国の財政措置の状況を踏まえ、自主的学習、情報交換及
び課外活動の場として学生が利用できるコミュニケーション・
スペースやグループによる自主学習が可能なスペースの設置
及び学生寮等の施設を充実させる。

・インターンシップやボランティア活動等の全学
的な単位化に向け、継続的に検証、改善する内
容について、具体的に記載した。

中期計画20
◆　教育IRを活用し、全学及び各学部・研究科（学府）におけ
る組織的な教育改善を継続的に推進するとともに、学生の参
画による教育改革体制を構築する。

中期計画20
◆　教育IRを活用し、全学及び各学部・研究科（学府）におけ
るコース・ナンバリングを利用したシラバス作成、学事暦の柔
軟化及びGPA制度等の実施状況を検証して、組織的な教育
改善を継続的に推進するとともに、学生の参画による教育改
革体制を構築する。

・組織的な教育改善を継続的に推進するための
手段について、具体的に記載した。

中期計画22
◆　学生の修学、生活、進路等に関するニーズを把握し、相
談、支援をきめ細かに実施できる体制を組織し、継続的に推
進する。また、カウンセラー組織を強化し、特に心身の健康等
にわたる相談支援体制を充実させるとともに、医学、教育学、
心理学、脳科学等の学問領域を超えた研究の成果を活かし、
学生のメンタルヘルス向上を推進する。

中期計画19
◆　自主的学習、情報交換及び課外活動の場として学生が利
用できるコミュニケーション・スペースやグループによる自主学
習が可能なスペースの設置及び学生寮等の施設を充実させ
る。

・交通事故、犯罪被害、宗教を隠した勧誘、不
適切な飲酒、インターネットの問題ある利用等
の監視を強化し、抑止する体制を整備するため
の手段について、具体的に記載した。

中期計画28
◆　社会状況の変化に対応して、普遍教育、各学部、研究科
(学府)におけるキャリア教育としてのインターンシップやボラン
ティア活動について継続的に検証、改善し、全学的に単位化
を推進する。

中期計画28
◆　社会状況の変化に対応して、普遍教育、各学部、研究科
(学府)におけるキャリア教育としてのインターンシップやボラン
ティア活動等の新しい実践的体験型教育の実施状況につい
て継続的に検証、改善し、全学的に単位化を行う。

・スペースの設置等については、国に財政支援
を求める整備で行う大規模改修事業があること
から、「国の財政措置の状況を踏まえ」を追記し
た。



中期計画46
◆　自治体等地域社会と連携して、地域のニーズと大学の
シーズのマッチングを推進するとともに、地域とそのコミュニ
ティの未解決課題の研究を進め、グローバルな視野をもって
地域に貢献できる人材を養成する。
　また、医学、教育学、心理学、脳科学等の「こころの発達」と
メンタルヘルスに関する領域横断的な研究を推進し、地域の
医療機関や教育機関に貢献できる人材を養成する。

中期計画46
◆　自治体等地域社会と連携して、地域のニーズと大学の
シーズのマッチングを推進するとともに、地域とそのコミュニ
ティの未解決課題の研究を進め、地域を志向した全学共通の
教育プログラムを実施することにより、グローバルな視野を
もって地域に関わり貢献できる人材、地域課題を解決する専
門職を養成する。
　また、医学、教育学、心理学、脳科学等の「こころの発達」と
メンタルヘルスに関する領域横断的な研究を推進し、地域の
医療機関や教育機関に貢献できる人材を養成する。

・養成する人材及びその人材を養成するための
手段について、具体的に記載した。

中期計画42
◆　全学的な視点からの教員・研究者の配置計画に基づい
て、重点分野の研究者を増員する等、教員の適材適所への
再配置を促進する。テニュアトラック制による教員採用比率を
高めるとともに、年俸制、若手、女性、外国人教員等の比率を
高める。

中期計画37
◆ 真菌医学研究センターにおいては、国内外の研究機関と
の連携や全国の医療機関等とのネットワークを最大限に活用
し、病原真菌を含む各種病原体の基礎研究及びそれらに起
因する感染症に関する新たな予防・診断・治療に関する研究
を推進して、得られた成果の可視化、評価・分析を行い、免疫
学研究者と協力し我が国の臨床感染症治療研究拠点に発展
させる。

・臨床感染症治療研究を発展するための手段
について、具体的に記載した。

中期計画42
◆　全学的な視点からの教員・研究者の配置計画に基づい
て、重点分野の研究者を増員する等、教員の適材適所への
再配置を促進する。年俸制及びテニュアトラック制等の促進、
全学的な若手研究者の雇用計画、女性優先公募により、若
手、女性、外国人教員等を積極的に採用する。特に女性教員
採用比率については、30%程度とする。

・若手、女性、外国人教員等を積極的に採用す
るための手段について、具体的に記載した。ま
た、女性教員採用比率について、具体的な指標
を設定した。

中期計画43
◆　環境リモートセンシング研究センター、真菌医学研究セン
ター及び共用機器センターを中心として、部局間及び学外機
関との研究施設の相互利用を促進する。また、電子ジャーナ
ルをはじめとする研究情報資源を効率的に利用する。

中期計画43
◆　環境リモートセンシング研究センター、真菌医学研究セン
ター及び共用機器センターを中心として、部局間及び学外機
関との研究施設の相互利用を促進する。また、電子ジャーナ
ルをはじめとする研究情報資源を他機関と連携・協力しなが
ら、効率化の観点に基づき整備する。

・電子ジャーナルをはじめとする研究資源の整
備について、具体的に記載した。

中期計画37
◆　真菌医学研究センターにおいては、国内外との研究機関
との連携や全国の医療機関等とのネットワークを最大限に活
用し、病原真菌を含む各種病原体の基礎研究及びそれらに
起因する感染症に関する新たな予防・診断・治療に関する研
究を推進して、得られた成果の可視化、評価・分析を行い、我
が国の臨床感染症治療研究を先導する。



中期計画52
◆　外国人教員等の積極的採用、国際交流協定の締結、海
外からの研究者受入れ、国際共同研究の積極的推進、海外
拠点の整備、本学の学生及び教員の派遣等によりグローバ
ル化を推進する。
　また、国際教養学部を中心に、国際理解と日本理解の上に
俯瞰的視野を持って課題を発見・解決できるグローバル人材
を育成するために、SULAを配置・育成し、学生個人の成績
データを活用しながら、テーラーメード教育を実践する。

・テーラーメード教育の目的及び手段について、
具体的に記載した。

中期計画72
◆　年俸制適用教員をはじめ教員の業績評価及び職員の人
事評価を適切に実施し、その評価結果を活用して、教職員の
能力や実績を適切に処遇へ反映する。

・教員の評価及び教職員の能力や実績を適切
に処遇へ反映する手段について、具体的に記
載した。

中期計画73
◆　ワーク・ライフ・バランス支援体制を充実し、特に女性教職
員がその能力を発揮できる環境を整備し、女性教職員の比率
を向上させる。

中期計画73
◆　ワーク・ライフ・バランス支援体制を充実し、特に女性教職
員がその能力を発揮できる環境を整備し、女性教職員の比率
を向上させる。特に管理的業務の女性比率については、16％
程度とする。

・管理的業務の女性比率について、具体的な指
標を設定した。

中期計画72
◆　教員の定期評価及び職員の人事評価を適切に実施し、教
職員の能力や実績を適切に処遇に結びつける。

・ミッションの再定義を踏まえ、具体的な指標及
び手段を記載した。

中期計画76
◆　教員養成分野においては、教育委員会等との連携によ
り、実践型教員養成機能への質的転換を図ることとし、学士
課程教育においては、小学校を中心に幼稚園、中学校等の教
育に携わる質の高い教員を養成するための教育研究組織を
整備する。そして、教員の需要状況を踏まえた学生定員の見
直しを不断に行う。また、総合大学の特性を活かした質の高
い中学校及び高等学校の教員を養成するための組織を整備
する。さらに、新しい学校づくりの一員となる新人教員及びス
クールリーダーとなる現職教員の養成を目的として教職大学
院を設置すると同時に、既存修士課程についても、実践的指
導力を強化するための教育研究組織に改組する。

中期計画76
◆　教員養成分野においては、教育委員会等との連携によ
り、実践型教員養成機能への質的転換を図ることとし、附属
学校を活用した指導経験を含め学校現場で指導経験のある
大学教員30％を確保する。
　学士課程教育においては、小学校を中心に幼稚園、中学校
等の教育に携わる質の高い教員を養成するための教育研究
組織を整備する。また、卒業生の千葉県における小学校教員
採用の占有率20％確保に向けて、入試制度改革や実践的な
指導力を身につけるための教育課程改革を行う。そして、教
員の需要状況を踏まえた学生定員の見直しを不断に行う。
　さらに、新しい学校づくりの一員となる新人教員及びスクー
ルリーダーとなる現職教員の養成を目的として、修了者の教
員就職率100％を目指す教職大学院を設置すると同時に、既
存修士課程についても、教職大学院の教育課程に関する検
討の動向を踏まえながら、修士課程の教員養成機能を教職
大学院へ段階的に移行させるとともに、修了者（現職教員を
除く）の教員就職率80％確保に向けて、大学院での学びを教
育実践に接続する力量を高めるための教育研究組織改革と
教育課程改革を行う。
　また、総合大学の特性を活かした質の高い中学校及び高等
学校の教員を養成するための取組を行う。

中期計画52
◆　外国人教員等の積極的採用、国際交流協定の締結、海
外からの研究者受入れ、国際共同研究の積極的推進、海外
拠点の整備、本学の学生及び教員の派遣等によりグローバ
ル化を推進する。
　また、SULAを配置・育成し、テーラーメード教育を実現し、グ
ローバル人材育成を推進する。



更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

中期計画81
◆　職員の専門的知識及び業務遂行能力の向上のため、各
種研修を実施するほか業務の効率化・合理化を推進する。グ
ローバル化に対応するため、語学研修及び海外派遣研修等
を計画的に実施し、またそれぞれの専門に合わせた技術研修
等への参加も促進する。これらを通して、大学運営及び研究
教育支援に関する専門性、語学力を備えた職員を育成する。

中期計画97
◆　学生・教職員に対するセクシュアルハラスメント、アカデ
ミックハラスメント、パワーハラスメント、その他のハラスメント
のないキャンパスを目指して取組を進める。

中期計画97
◆　学生・教職員に対するセクシュアルハラスメント、アカデ
ミックハラスメント、パワーハラスメント、その他のハラスメント
のないキャンパスを目指して、研修及び講演等の取組を進め
る。

・ハラスメントのないキャンパスを目指した取組
の手段について、具体的に記載した。

中期計画101
◆　個人情報を含めた情報資産の適正かつ円滑な運営のた
め、情報セキュリティに対する教職員の意識改革のための取
組を推進するとともに、個人情報を含めた情報資産に係る取
扱いの見直しを進める。また、情報安全管理体制を整備し実
施体制を充実させ、情報セキュリティ関係諸規程に基づく対策
の遵守を徹底するとともに、定期的な実施状況の確認と改善
を行う。

中期計画81
◆　職員の専門的知識及び業務遂行能力の向上のため、各
種研修を実施するほか業務の効率化・合理化のための情報
化等を推進する。グローバル化に対応するため、語学研修及
び海外派遣研修等を計画的に実施し、またそれぞれの専門に
合わせた技術研修等への参加も促進する。これらを通して、
大学運営及び研究教育支援に関する専門性、語学力を備え
た職員を育成する。

※変更を行わないと判断するに至った理由を記入してください。（例えば、「中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため」
「より詳細な達成状況を年度計画において定めることとしているため」など）

・業務の効率化・合理化を推進するための手段
について、具体的に記載した。

中期計画92
◆　地球環境に配慮した良好なキャンパス環境の整備を推進
し、教育研究施設、附属病院、附属図書館、学生寮において、
教育研究、医療環境及び学生生活の充実のため、新たな施
設整備計画を策定し、必要な施設設備の整備・改修等を計画
的に実施する。

・必要な施設設備の整備・改修等については、
国に財政支援を求める整備で行う整備事業や
大規模改修事業があることから、「国の財政措
置の状況を踏まえ」を追記した。

中期計画101
◆　個人情報を含めた情報資産の適正かつ円滑な運営のた
め、情報セキュリティに対する教職員の意識改革のための自
己点検及び研修等を実施するとともに、個人情報を含めた情
報資産に係る取扱いの見直しを進める。また、情報安全管理
体制を整備し実施体制を充実させ、情報セキュリティ関係諸
規程に基づく対策の遵守を徹底するとともに、定期的な実施
状況の確認と改善を行う。

・情報セキュリティに対する教職員の意識改革
のための取組の手段について、具体的に記載
した。

中期計画92
◆　地球環境に配慮した良好なキャンパス環境の整備を推進
し、教育研究施設、附属病院、附属図書館、学生寮において、
教育研究、医療環境及び学生生活の充実のため、新たな施
設整備計画を策定し、国の財政措置の状況を踏まえ、必要な
施設設備の整備・改修等を計画的に実施する。



（様式２－２）

（法人番号　２２ ） （大学名）　東京大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

○ 更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

※変更を行わないと判断するに至った理由を記入してください。（例えば、「中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため」
「より詳細な達成状況を年度計画において定めることとしているため」など）

中期計画【Ⅰ-1-(2)-①-4】
　教育支援者としてのティーチング・アシスタント(ＴＡ)の役割を
見直し、大学院学生を対象とした教育支援や教育者としての
基礎を教授するフューチャー・ファカルティ・プログラム（ＦＦＰ）
を積極的に活用しつつ、組織的なＴＡ能力の向上を目指す。

中期計画【Ⅰ-1-(2)-①-4】
　ティーチング・アシスタント(ＴＡ)能力の向上を組織的に推進
するため、教育支援者としてのＴＡの役割を見直すとともに、
大学院学生を対象とした教育支援や教育者としての基礎を教
授するフューチャー・ファカルティ・プログラム（ＦＦＰ）やＴＡ研修
を積極的に活用する。

ＴＡ能力の向上を組織的に推進するための具体
的な取組として、ＴＡの役割の見直し、フュー
チャー・ファカルティ・プログラム（ＦＦＰ）やＴＡ研
修の活用を行うことを明確化した。

中期計画【Ⅳ-2-①-1】
　教育研究や大学運営等の諸活動の状況を積極的かつ適時
適切に社会に発信するため、情報発信媒体の最適化を常に
追求するとともに、ウェブサイトの外国語コンテンツを充実させ
る。

中期計画【Ⅳ-2-①-1】
　教育研究や大学運営等の諸活動の状況を積極的かつ適時
適切に社会に発信するため、ウェブサイト、SNS、出版、広告
等多様な発信手段の活用を推進するとともに、海外に向けて
も発信力を強化する。その一環として外国語のコンテンツを充
実させる。

検証が難しい表現であったため、より具体的に
検証可能な表現に変更した。

（中期目標／中期計画） ※記述の前に中期目標もしくは中期計画
のいずれかを明記してください。

※変更箇所に下線を付してください。 ※変更の理由等を記入してください。

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

素案の記述 検討後の記述 備考
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（様式２－２）

（法人番号　２３ ） （大学名）　東京医科歯科大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

○ 更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通知）におい
て、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関連して更なる検討を
求めるもの

素案の記述 検討後の記述 備考

（中期計画） ３）授業への主体的な参加を促すため、一方向的
な講義形式の授業を減らし、アクティブラーニング型授業を増
やす。また、反転授業も含めた自主学習のための教材、機
材、スペース等の環境を整え、教員が広くそれらを活用できる
ようにサポートする。教養総合講座の他、語学、自由選択科
目、主題別選択等の授業の少人数化を行い、英語による討論
も取り入れる。

３）授業への主体的な参加を促すため、一方向的な講義形式
の授業を減らし、学士課程科目（教養教育および臨床前教育）
のうちアクティブラーニングを授業に盛り込んだ授業科目の割
合を100％に向上させる。また、反転授業も含めた自主学習の
ための教材、機材、スペース等の環境を整え、教員が広くそれ
らを活用できるようにサポートする。教養総合講座の他、語
学、自由選択科目、主題別選択等の授業の少人数化を行い、
英語による討論も取り入れる。

【中期目標原案との関係性】
　本学では、平成28年度概算要求において、ビジョンとして「
「知と癒しの匠を創造し、人々の幸福に貢献する」を基本理
念として、この理念を実現するために、国立大学で唯一の
医療系総合大学の特色を活かして、医歯工連携の教育研
究を推進し、特に、健康長寿社会実現のための世界的拠点
形成と医学・歯学のグローバル人材を育成することで、我が
国のみならず世界の人々の健康と社会の福祉に貢献す
る。」と掲げており、当該ビジョンの評価指標として、様式２
－１に記載した第3期中期目標25)と同様に本学の世界大学
ランキングを医学分野ランキングでトップ100まで向上させる
ことを設定している。さらに、本学のこうしたビジョンを達成
するために、左記に追加した指標を含めて戦略指標を複数
設定している。

【変更理由】
　学内において、検討した結果、平成28年度概算要求にお
ける戦略指標を第３期中期目標中期計画に追加することに
より、本学の目標達成に向けた戦略を統合するとともに、明
確に社会に発信するため変更を行うこととした。
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素案の記述 検討後の記述 備考

【中期目標原案との関係性】
　本学では、平成28年度概算要求において、ビジョンとして「
「知と癒しの匠を創造し、人々の幸福に貢献する」を基本理
念として、この理念を実現するために、国立大学で唯一の
医療系総合大学の特色を活かして、医歯工連携の教育研
究を推進し、特に、健康長寿社会実現のための世界的拠点
形成と医学・歯学のグローバル人材を育成することで、我が
国のみならず世界の人々の健康と社会の福祉に貢献す
る。」と掲げており、当該ビジョンの評価指標として、様式２
－１に記載した第3期中期目標25)と同様に本学の世界大学
ランキングを医学分野ランキングでトップ100まで向上させる
ことを設定している。さらに、本学のこうしたビジョンを達成
するために、左記に追加した指標を含めて戦略指標を複数
設定している。

【変更理由】
　学内において、検討した結果、平成28年度概算要求にお
ける戦略指標を第３期中期目標中期計画に追加することに
より、本学の目標達成に向けた戦略を統合するとともに、明
確に社会に発信するため変更を行うこととした。

（中期計画） ８）既存の教育研究組織を見直して、健康科学領
域の先進的な教育研究を担当する新たな研究科を平成30年
度に設置するとともに、当該研究科に集学的アプローチで学
習するグローバルヘルスリーダー養成コース（仮称）を開設す
るなどして、将来のグローバルヘルス領域を担う人材育成を行
う。

８）既存の教育研究組織を見直して、健康科学領域の先進的
な教育研究を担当する新たな研究科を平成30年度に設置す
るとともに、当該研究科に集学的アプローチで学習するグロー
バルヘルスリーダー養成コース（仮称）を開設するなどして、将
来のグローバルヘルス領域を担う人材育成を行う。その成果
として、同コース修了者のうち、統合的先制医歯保健学に関連
する機関への就職者・進学者の占める割合を60％以上の水
準にするとともに、統合的先制医歯保健学関連の英語論文数
及び外国の大学や研究機関等との共著論文数を現行の1.5倍
に向上させる。

【中期目標原案との関係性】
　本学では、平成28年度概算要求において、ビジョンとして「
「知と癒しの匠を創造し、人々の幸福に貢献する」を基本理
念として、この理念を実現するために、国立大学で唯一の
医療系総合大学の特色を活かして、医歯工連携の教育研
究を推進し、特に、健康長寿社会実現のための世界的拠点
形成と医学・歯学のグローバル人材を育成することで、我が
国のみならず世界の人々の健康と社会の福祉に貢献す
る。」と掲げており、当該ビジョンの評価指標として、様式２
－１に記載した第3期中期目標25)と同様に本学の世界大学
ランキングを医学分野ランキングでトップ100まで向上させる
ことを設定している。さらに、本学のこうしたビジョンを達成
するために、左記に追加した指標を含めて戦略指標を複数
設定している。

【変更理由】
　学内において、検討した結果、平成28年度概算要求にお
ける戦略指標を第３期中期目標中期計画に追加することに
より、本学の目標達成に向けた戦略を統合するとともに、明
確に社会に発信するため変更を行うこととした。

（中期計画） ７）各専攻のカリキュラムに、外国語によるコミュ
ニケーション能力の向上を目指した施策を盛り込むとともに、
コースの増設および日本語コースからの切り替えにより英語
のみで卒業できるコースを平成33年度までに７コースに増加さ
せる。

７）各専攻のカリキュラムに、外国語によるコミュニケーション
能力の向上を目指した施策を盛り込むとともに、コースの増設
および日本語コースからの切り替えにより英語のみで卒業で
きるコースを平成33年度までに７コースに増加させる。
　また、新たな国際社会人大学院コースの設置により、国際社
会人大学院コース修了生のうち外国の大学等で教育に携わる
者の占める割合を60％以上の水準にする。
  その他、看護キャリアパスウェイ教育研究センターによる大
学院進学支援等の取組により、同センターの大学院進学支援
プログラム修了生のうち大学院進学者の占める割合を60％以
上の水準にする。
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素案の記述 検討後の記述 備考

（中期計画） 19）本学の強みである研究領域の強化を加速化
し、国際的な最先端研究拠点を形成するとともに、国内外の優
れた研究機関との積極的な研究連携を行い、世界最高水準
の最先端研究ネットワークを構築する。

19）本学の強みである研究領域の強化を加速化し、国際的な
最先端研究拠点を形成するとともに、国内外の優れた研究機
関との積極的な研究連携を行い、世界最高水準の最先端研
究ネットワークを構築する。その成果として、医歯工連携関連
国際共著論文数を現行の1.5倍に向上させる。

【中期目標原案との関係性】
　本学では、平成28年度概算要求において、ビジョンとして「
「知と癒しの匠を創造し、人々の幸福に貢献する」を基本理
念として、この理念を実現するために、国立大学で唯一の
医療系総合大学の特色を活かして、医歯工連携の教育研
究を推進し、特に、健康長寿社会実現のための世界的拠点
形成と医学・歯学のグローバル人材を育成することで、我が
国のみならず世界の人々の健康と社会の福祉に貢献す
る。」と掲げており、当該ビジョンの評価指標として、様式２
－１に記載した第3期中期目標25)と同様に本学の世界大学
ランキングを医学分野ランキングでトップ100まで向上させる
ことを設定している。さらに、本学のこうしたビジョンを達成
するために、左記に追加した指標を含めて戦略指標を複数
設定している。

【変更理由】
　学内において、検討した結果、平成28年度概算要求にお
ける戦略指標を第３期中期目標中期計画に追加することに
より、本学の目標達成に向けた戦略を統合するとともに、明
確に社会に発信するため変更を行うこととした。

（中期計画） 20）学部、大学院、研究所等を有機的に連携させ
て、先制医療などの最先端医歯学研究、基礎・臨床融合研究
を展開し、社会的に要請の高い重点領域の研究を推進する。

20）学部、大学院、研究所等を有機的に連携させて、先制医療
などの最先端医歯学研究、基礎・臨床融合研究を展開し、社
会的に要請の高い重点領域の研究を推進する。その成果とし
て、医歯工連携関連論文数を現行の1.5倍に向上させる。

【中期目標原案との関係性】
　本学では、平成28年度概算要求において、ビジョンとして「
「知と癒しの匠を創造し、人々の幸福に貢献する」を基本理
念として、この理念を実現するために、国立大学で唯一の
医療系総合大学の特色を活かして、医歯工連携の教育研
究を推進し、特に、健康長寿社会実現のための世界的拠点
形成と医学・歯学のグローバル人材を育成することで、我が
国のみならず世界の人々の健康と社会の福祉に貢献す
る。」と掲げており、当該ビジョンの評価指標として、様式２
－１に記載した第3期中期目標25)と同様に本学の世界大学
ランキングを医学分野ランキングでトップ100まで向上させる
ことを設定している。さらに、本学のこうしたビジョンを達成
するために、左記に追加した指標を含めて戦略指標を複数
設定している。

【変更理由】
　学内において、検討した結果、平成28年度概算要求にお
ける戦略指標を第３期中期目標中期計画に追加することに
より、本学の目標達成に向けた戦略を統合するとともに、明
確に社会に発信するため変更を行うこととした。
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素案の記述 検討後の記述 備考

（中期目標）15）国内外の企業や研究機関等との連携を強化
し、医療イノベーション創出、実用化に向けた最先端研究拠点
の形成を推進するとともに、社会的課題の解決に向けて、本
学が保有する知識、技術、研究成果等の「知」を広く社会に発
信し還元する。

○産学連携及び成果の社会への還元
15）国内外の企業や研究機関等との連携を強化し、医療イノ
ベーション創出、実用化に向けた最先端研究拠点の形成を推
進し、特許申請や共同研究等をさらに活性化させるとともに、
社会的課題の解決に向けて、本学が保有する知識、技術、研
究成果等の「知」を広く社会に発信し還元する。

【中期目標原案との関係性】
　本学では、平成28年度概算要求において、ビジョンとして「
「知と癒しの匠を創造し、人々の幸福に貢献する」を基本理
念として、この理念を実現するために、国立大学で唯一の
医療系総合大学の特色を活かして、医歯工連携の教育研
究を推進し、特に、健康長寿社会実現のための世界的拠点
形成と医学・歯学のグローバル人材を育成することで、我が
国のみならず世界の人々の健康と社会の福祉に貢献す
る。」と掲げており、当該ビジョンの評価指標として、様式２
－１に記載した第3期中期目標25)と同様に本学の世界大学
ランキングを医学分野ランキングでトップ100まで向上させる
ことを設定している。さらに、本学のこうしたビジョンを達成
するために、左記に追加した指標を含めて戦略指標を複数
設定している。

【変更理由】
　学内において、検討した結果、平成28年度概算要求にお
ける戦略指標を第３期中期目標中期計画に追加することに
より、本学の目標達成に向けた戦略を統合するとともに、明
確に社会に発信するため変更を行うこととした。

（中期計画） 21）先端的医科・歯科医療の推進を目指し、学内
外と連携して医歯工学融合分野の重点領域研究を推進する
体制を整備し、医療機器、バイオマテリアル、歯科材料などの
開発を行う医療イノベーションの推進を担う組織を拡充すると
ともに、研究成果の実用化、事業化、ライセンスなどを統合的
に行い、知の成果を積極的に社会に還元する。

○産学連携及び成果の社会への還元に関する計画
21）先端的医科・歯科医療の推進を目指し、学内外と連携して
医歯工学融合分野の重点領域研究を推進する体制を整備し、
医療機器、バイオマテリアル、歯科材料などの開発を行う医療
イノベーションの推進を担う組織を拡充するとともに、民間との
共同研究及び受託研究件数並びに国内及び国際特許出願件
数をそれぞれ現行の1.5倍に向上させる。また、研究成果の実
用化、事業化、ライセンスなどを統合的に行い、知の成果を積
極的に社会に還元する。

【中期目標原案との関係性】
　本学では、平成28年度概算要求において、ビジョンとして「
「知と癒しの匠を創造し、人々の幸福に貢献する」を基本理
念として、この理念を実現するために、国立大学で唯一の
医療系総合大学の特色を活かして、医歯工連携の教育研
究を推進し、特に、健康長寿社会実現のための世界的拠点
形成と医学・歯学のグローバル人材を育成することで、我が
国のみならず世界の人々の健康と社会の福祉に貢献す
る。」と掲げており、当該ビジョンの評価指標として、様式２
－１に記載した第3期中期目標25)と同様に本学の世界大学
ランキングを医学分野ランキングでトップ100まで向上させる
ことを設定している。さらに、本学のこうしたビジョンを達成
するために、左記に追加した指標を含めて戦略指標を複数
設定している。

【変更理由】
　学内において、検討した結果、平成28年度概算要求にお
ける戦略指標を第３期中期目標中期計画に追加することに
より、本学の目標達成に向けた戦略を統合するとともに、明
確に社会に発信するため変更を行うこととした。
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更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

※変更を行わないと判断するに至った理由を記入してください。（例えば、「中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため」「より詳細な
達成状況を年度計画において定めることとしているため」など）

検討後の記述 備考

（中期計画）49）学長のリーダーシップの下、混合給与制度の
拡充を含めた人事給与システムの改修など柔軟で多様な人事
制度の構築・拡充に向けた取組を実施し、平成33年度までに、
全教員に占める割合を女性教員で28.0％、年俸制教員で
40.0％に向上させる。役員・管理職についても、女性登用を推
進し、役員で12.5％、管理職で11.1%以上の水準とする。
　また、評価制度について継続的に見直しを行うとともに、人
事評価システムの拡充および当該システムによるデータのｗｅ
ｂ化やデータベース化を行うことで、評価結果の国際通用性・
客観性を高め、より適切に職員処遇に反映できる運用体制の
改革を進める。

○人事の適正化に関する計画
49）学長のリーダーシップの下、混合給与制度の拡充を含め
た人事給与システムの改修など柔軟で多様な人事制度の構
築・拡充に向けた取組を実施し、平成33年度までに、全教員に
占める割合を女性教員で28.0％、年俸制教員で40.0％に向上
させる。役員・管理職についても、女性登用を推進し、役員で
12.5％、管理職で11.1%以上の水準とする。
　また、評価制度について継続的に見直しを行うとともに、平
成30年度に国際通用性を見据えた人事評価制度を導入する
など人事評価システムの拡充および当該システムによるデー
タのｗｅｂ化やデータベース化を行うことで、評価結果の国際通
用性・客観性を高め、より適切に職員処遇に反映できる運用
体制の改革を進める。

【中期目標原案との関係性】
　本学では、平成28年度概算要求において、ビジョンとして「
「知と癒しの匠を創造し、人々の幸福に貢献する」を基本理
念として、この理念を実現するために、国立大学で唯一の
医療系総合大学の特色を活かして、医歯工連携の教育研
究を推進し、特に、健康長寿社会実現のための世界的拠点
形成と医学・歯学のグローバル人材を育成することで、我が
国のみならず世界の人々の健康と社会の福祉に貢献す
る。」と掲げており、当該ビジョンの評価指標として、様式２
－１に記載した第3期中期目標25)と同様に本学の世界大学
ランキングを医学分野ランキングでトップ100まで向上させる
ことを設定している。さらに、本学のこうしたビジョンを達成
するために、左記に追加した指標を含めて戦略指標を複数
設定している。

【変更理由】
　学内において、検討した結果、平成28年度概算要求にお
ける戦略指標を第３期中期目標中期計画に追加することに
より、本学の目標達成に向けた戦略を統合するとともに、明
確に社会に発信するため変更を行うこととした。

素案の記述



（様式２－２）

法人番号　24 東京外国語大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

○ 更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

素案の記述 検討後の記述 備考

（中期計画）
４－２．学生の心身両面の問題等に対応するため、指導教員
と学生相談室及び保健管理センターが連携し、適切な支援を
行う。

（中期計画）
４－２．学生の心身両面の問題等に対応するため、指導教員
と学生相談室及び保健管理センターが連携し、支援を必要と
する学生の情報共有体制を整え、適切な支援を行う。

「適切な支援」を行うための手段を、より具体的に記
述するため。

※変更を行わないと判断するに至った理由を記入してください。（例えば、「中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため」
「より詳細な達成状況を年度計画において定めることとしているため」など）



（様式２－２）

（法人番号　２５ ） （大学名）　東京学芸大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

○ 更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

※変更を行わないと判断するに至った理由を記入してください。（例えば、「中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため」
「より詳細な達成状況を年度計画において定めることとしているため」など）

中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

素案の記述 検討後の記述 備考

（中期目標／中期計画） ※記述の前に中期目標もしくは中期計画
のいずれかを明記してください。

※変更箇所に下線を付してください。 ※変更の理由等を記入してください。



（様式２－２）

（法人番号　26 ） （大学名）　東京農工大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

○ 更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

中期目標６に記載したオープンイノベーションを
指向した取組として、大規模な共同研究の推進
や新たな連携先（民間企業等）を開拓するな
ど、具体的な手段等を記載した。

備考

素案においても数値目標を掲げていたが、更に
高い目標として、より多くの教員が外部資金の
取得及び共同研究等を実施することを目指した
数値目標とした。

（中期計画）
33・他大学と連携して、教育研究機能の強化に資する取組に
着手する。

（中期計画）
20・産学官連携活動において、他大学や企業、自治体等との
連携を推進し、組織・研究分野の枠を越えた学際的・分野融
合的研究を行う。

（中期計画）
20・民間企業等との連携を更に強化し、先導的な役割を担い
ながら、それぞれが保有する資源を活用し、それらの重点配
分等を行うことによって、大規模な共同研究の推進につなげる
とともに、新たな連携先（民間企業等）を開拓する。

（中期計画）
19・基礎研究力を強化し、産業界との協働によるイノベーショ
ン創出を推進するため、科学研究費助成事業を含め受託研
究、助成金、共同研究などの産学官連携活動に資する外部
資金への申請・取組を年間１人平均２件以上行う。

（中期計画）
19・基礎研究力を強化し、産業界との協働によるイノベーショ
ン創出を推進するため、科学研究費助成事業を含め受託研
究、助成金、共同研究などの産学官連携活動に資する外部
資金への申請・取組を年２件以上行う教員の割合を、第３期
中期目標期間中に第２期中期目標期間と比べて50％増加さ
せる。

（中期目標／中期計画） ※記述の前に中期目標もしくは中期計画
のいずれかを明記してください。

（中期計画）
33・世界トップレベルの大学や研究機関、国際機関等との新
たな連携を構築するとともに、国内大学との協働教育の実施
など、国際通用性のある卓越した教育研究を推進する連携・
ネットワークを強化する。

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

素案では具体性に欠ける計画であったため、具
体的な手段等を記載した。

素案の記述 検討後の記述

※変更箇所に下線を付してください。 ※変更の理由等を記入してください。



更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

（中期計画）
45・法令遵守の徹底のため、コンプライアンス推進本部を平成
28年度に整備して体制を強化し、全学的な法令遵守の状況を
定期的に点検・把握するとともに、監事機能を強化し、監事に
よる監査を効率的に行い、適切な改善方策に取り組む。

（中期計画）
45・監事との連携を強化し、法令遵守及び大学全体のガバナ
ンス体制の状況を総括的に把握・点検するための体制を平成
28年度中に整備し、監事による監査を効率的に行うとともに、
適切な改善方策に取り組む。

法令遵守の徹底に向けた取組について、具体
的（体制の強化）に追記した。

※変更を行わないと判断するに至った理由を記入してください。（例えば、「中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため」
「より詳細な達成状況を年度計画において定めることとしているため」など）

（中期計画）
43・これまでの事例等を踏まえ、事故等の防止に必要な講習
会及び訓練等を計画的に実施する。また、薬品等の適切な管
理のために必要な情報を広く学内に発信するとともに、規程
等の整備・運用状況の調査結果を踏まえた改善策を講じる。

（中期計画）
43・第２期中期目標期間の業務の実績に関する評価における
課題・指摘を踏まえ、再発防止に向けて、環境安全管理室を
平成28年度に整備し、環境安全衛生に係る管理体制を強化
する。また、事故等の防止に必要な講習会及び訓練等を計画
的に実施するとともに、環境安全衛生に係る規程等につい
て、毎年度整備・運用状況を調査し、調査結果を踏まえた改
善策を講じる。

第２期中期目標期間における業務の実績に関
する評価において課題とされた事項に対応する
取組について、具体的（環境安全衛生に係る管
理体制の強化）に追記した。



（様式２－２）

（法人番号　２７ ） （大学名）　東京藝術大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

○ 更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

検討後の記述 備考

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため。

素案の記述



(様式２－２)

（法人番号　２８ ） （大学名）　東京工業大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

○ 更なる検討を行った結果，当該事項に対して十分に対応するため，中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

検討後の記述

※変更箇所に下線を付してください。 ※変更の理由等を記入してください。

備考

（中期目標／中期計画） ※記述の前に中期目標もしくは中期計画
のいずれかを明記してください。

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において，「目標を具体的に実現するための手段を策定し，その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

素案の記述

中期計画【19】
研究設備等の充実を図り，その共用化推進のため研究設備
管理・共用化システム等により運用体制を構築するとともに，
研究活動の基盤となる技術支援を技術部の活動等により充
実する。

大型研究プロジェクト等により導入された研究設備の一部の
管理運用を，技術系の職員を全学集約した組織である技術部
に移し，当該設備を全学共用設備として運用することで，研究
設備を充実する。さらに，これら共用研究設備の運用を効率
化するため，研究設備管理・共用化システムの導入等により
運用体制を強化するとともに，実験用ヘリウムガスの供給，研
究用装置の設計・製作支援，分析支援，共用研究機器・装置
の運転・保守・管理，学内各種情報システムの開発や運用管
理・利用者サポート等の研究活動の基盤となる技術支援を技
術部の活動等により充実する。

中期計画に具体性がなく，達成指標が明確でな
いため，文言を追記等した。

中期計画【22】
学生に対する起業精神の涵養や自身の考えを政策提言等に
展開する力の養成を通して社会へ貢献するため，デザイン思
考に基づく「もの・ことつくり」やアントレプレナーシップに関す
る教育に加え，専門の違い，文化の違い，ジェンダーの違い
等の境界を乗り越え，多様な価値観を許容し，互いに協力し
ながらチームとして活動することによりイノベーションを起こす
ことのできる人材を育成する場を提供する。

様々なステークホルダーとの間の自律的な協力関係を保ちな
がら，専門の違い，文化の違い，性別の違い等の境界を乗り
越え，多様な価値観を許容し，互いに協力しながらチームとし
て活動することにより，イノベーションを起こすことのできる人
材を育成するため，デザイン思考に基づく「もの・ことつくり」に
関するPBL（Project Based Learning）を中心とした，カリキュラ
ムを展開する。

中期計画に具体性がなく，達成指標が明確でな
いため，文言を追記等した。



○ 更なる検討を行った結果，当該事項に対して十分に対応するため，中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

検討後の記述

※変更箇所に下線を付してください。 ※変更の理由等を記入してください。

備考

（中期目標／中期計画） ※記述の前に中期目標もしくは中期計画
のいずれかを明記してください。

素案の記述

更なる検討を行った結果，以下の理由により，変更箇所はありません。

※変更を行わないと判断するに至った理由を記入してください。（例えば，「中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため」
「より詳細な達成状況を年度計画において定めることとしているため」など）

中期計画【47】
客観性及び信頼性が確保された評価活動を実施して，評価結
果のフィードバックやインセンティブ付与を行い，世界水準の
教育・研究の実現や，業務運営の改善に繋げる。

自己点検・評価，中期目標・中期計画及び年度計画に係る評
価，認証評価，第三者評価などの評価活動を実施して，その
評価結果のフィードバックやインセンティブ付与を行い，PDCA
サイクルを機能させることにより，世界のトップスクールを目指
すための教育・研究の質の向上や，業務運営の改善に繋げ
る。

中期計画に具体性がなく，達成指標が明確でな
いため，文言を追記等した。

中期計画【38】
男女共同参画やワーク・ライフ・バランス等を実現するため，
男女教職員に向けた意識改革及び育児・介護支援の取組，
女性研究者等への支援（休養室・搾乳スペースの確保，学長
等との意見交換会等の実施）や女性研究者裾野拡大のため
の女子学生増加に向けた取組等を行う。

優秀で多様な教職員がその能力と個性を十分に発揮できるこ
とを目的として，男女共同参画やワーク・ライフ・バランス等を
推進する。具体的には，男女教職員に向けた意識改革及び
育児・介護支援の取組，女性研究者等への支援（休養室・搾
乳スペースの確保，学長等との意見交換会等の実施）や女性
研究者裾野拡大のための女子学生増加に向けた取組等を行
う。

中期計画に具体性がないため，文言を追記等
した。



【29東京海洋大学】

（様式２－２）

（法人番号　２９ ） （大学名）　東京海洋大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

〇 更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

素案の記述 検討後の記述 備考

（中期目標）
Ⅰ－１－（２）－②　教育目的に的確に対応するためにICT等
を活用した教育支援を強化するとともに、教育資源を大学の枠
を超えて有効活用し、質の高い教育を行えるように施設・設備
等の充実を図る。

Ⅰ－１－（２）－②　教育目的に的確に対応するためにICT
（情報通信技術）等を活用した教育支援を強化するとともに、
教育資源を大学の枠を超えて有効活用し、質の高い教育を行え
るように施設・設備等の充実を図る。

・学内や大学関係者以外の者が読むとわからな
い表現であると判断したため説明を追記した。

（中期計画）
Ⅰ－１－（１）－①－１　学長のリーダーシップの下、教学マ
ネジメントシステムを改善し、ビジョン２０２７に掲げる国際
的な基準を満たす質の高い教育を保証するカリキュラムを組み
立て、海洋分野で世界をリードする独創的な教育プログラムを
構築する。

（中期計画）
Ⅰ－１－（１）－①－３　高度専門職業人を育成するために、
学士課程から大学院前期課程まで順次性のある一体的な教育を
行う。

Ⅰ－１－（１）－①－３　高度専門職業人を育成するために、
学士課程においては専門分野の基礎的な教育を行い、大学院前
期課程では専攻分野を絞って深化させた教育を一体的に進める
ことにより、効率的・体系的なカリキュラムを実現する。

・事後的により検証可能な記述とするため具体
的な取組内容・取組例・手段等を明確にした。

（中期計画）
Ⅰ－１－（１）－①－４　海技士の資格に関する国際基準
（STCW条約）を満足する教育だけでなく、国際社会で活躍でき
る次世代の船舶運航技術者を養成する。

Ⅰ－１－（１）－①－４　海技士の資格に関する国際基準
（STCW条約（1978年の船員の訓練及び資格証明並びに当直の基
準に関する国際条約））を満足する教育だけでなく、国際社会
で活躍できる次世代の船舶運航技術者を養成するため、学士課
程からの一貫した教育課程を通じて、上級生による下級生への
実習指導やグループ学習指導などのリーダーシップを培う教育
プログラムを構築する。

・学内や大学関係者以外の者が読むとわからな
い表現であると判断したため説明を追記した。
・事後的により検証可能な記述とするため具体
的な取組内容・取組例・手段等を明確にした。

Ⅰ－１－（１）－①－１　学長のリーダーシップの下、ビジョ
ン２０２７に掲げる国際的な基準を満たす質の高い教育を実施
するため、教学マネジメントシステムを改善するとともに、
ディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーの点検・改
善等を行い、それに沿ったカリキュラムを整備していくことに
より、海洋分野で世界をリードする独創的な教育プログラムを
構築する。

・事後的により検証可能な記述とするため具体
的な取組内容・取組例・手段等を明確にした。

1



【29東京海洋大学】

素案の記述 検討後の記述 備考

（中期計画）
Ⅰ－１－（１）－②－１　単位制度の実質化の観点から学生の
学習時間等の実態把握、授業計画の明確化、必要な授業時間の
確保などとともに、学習到達度を的確に把握・測定し、卒業認
定を行う組織的な体制を整える。

Ⅰ－１－（１）－②－１　単位制度の実質化の観点から学生の
学習時間等の実態把握、授業計画の明確化、必要な授業時間の
確保などとともに、学習到達度を学習支援システム（授業計画
等の確認、課題の提出・返却、GPA(授業科目ごとの成績評価を
何段階かで評価するとともに、各段階に数値を付与し、この数
値の平均を算出してその一定水準を卒業等の要件とする制度)
の確認等を行うことができる教育支援ツール）等を活用するこ
とで、的確に把握・測定し、成績判定・卒業認定を行う組織的
な体制を整える。

・学内や大学関係者以外の者が読むとわからな
い表現であると判断したため説明を追記した。
・事後的により検証可能な記述とするため具体
的な取組内容・取組例・手段等を明確にした。

（中期計画）
Ⅰ－１－（１）－②－２　国際通用性を高めるために、学事暦
の柔軟化、ナンバリングの導入等、教育制度、教育内容の見直
しを行い、国際教育連携などを通して、教育の国際展開力を向
上する。

Ⅰ－１－（１）－②－２　国際通用性を高めるために、学事暦
の柔軟化、ナンバリング（難度や学習の段階・順序に応じて、
授業科目に番号を付し教育課程を体系化する制度）の導入等の
ほか、大学院課程にあっては、前期課程の授業の英語化、討論
型授業への切替、海外大学とのダブルディグリー（単位互換等
の活用により、一定の教育プログラムの履修に対して、複数の
大学からそれぞれ授与される学位）の実施など、学士課程に
あっては、段階的にTOEICなど外部英語資格試験の一定水準以
上のスコアを進級あるいは卒業要件化するなど、教育制度、教
育内容の見直しを行い、国際教育連携などを通して、教育の国
際展開力を向上させる。

・学内や大学関係者以外の者が読むとわからな
い表現であると判断したため説明を追記した。
・事後的に検証可能な記述とするため具体的な
取組内容・取組例・手段等を明確にした。
・「～する。」、「～させる。」などの使役・
受身形の使用方法が統一されていなかったため
使用方法を統一した。

（中期計画）
Ⅰ－１－（１）－③－１　グローバル社会人の育成のためのリ
カレント教育を産学で連携して行い、ICTなどを活用した修学
支援を行う。

Ⅰ－１－（１）－③－１　グローバル社会人（日本を支え、世
界に通用する高度専門職業人）の育成のため、企業ニーズに符
合したリカレント教育（学校での社会人再教育）を産学で連携
して行う。また、公開講座等の充実を図り、海洋・海事・水産
に関する教養、生涯学習の機会を提供する。

・学内や大学関係者以外の者が読むとわからな
い表現であると判断したため説明を追記した。
・事後的により検証可能な記述とするため具体
的な取組内容・取組例・手段等を明確にした。

（中期計画）
Ⅰ－１－（２）－①－２　教育の質を高めるため、教員のFD研
修及び初任者FD研修、職員のSD研修の受講歴管理や研修内容の
体系化などFD・SD研修を強化する。

Ⅰ－１－（２）－①－２　教育の質を高めるため、教員のFD
（ファカルティ・ディベロップメント）研修及び初任者FD研
修、職員のSD（スタッフ・ディベロップメント）研修の受講歴
管理や研修内容の体系化などFD・SD研修を強化する。

・学内や大学関係者以外の者が読むとわからな
い表現であると判断したため説明を追記した。

（中期計画）
Ⅰ－１－（２）－①－３　社会において求められる人材の高度
化・多様化を踏まえ、絶えず教育内容等の見直しを行うととも
に教員の教授力の強化及び職員の職務内容の改善に取り組む体
制の構築により、PDCAサイクルを着実に実行し、全国平均を上
回る高い就職率を維持する。

Ⅰ－１－（２）－①－３　社会において求められる人材の高度
化・多様化を踏まえ、卒業後の就職、就業に関する調査データ
等をもとに、教育PDCAサイクルを着実に実行し、教育内容等の
見直し、教育支援体制の点検・改善を行い、全国平均を上回る
高い就職率を維持する。

・事後的により検証可能な記述とするため具体
的な取組内容・取組例・手段等を明確にした。
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【29東京海洋大学】

素案の記述 検討後の記述 備考

（中期計画）
Ⅰ－１－（２）－②－１　 ICT等を活用した教育支援等を強化
し、e-Learningや遠隔授業システムの活用を通じて、質の高い
教育を行えるように施設・設備等の整備を行う。

Ⅰ－１－（２）－②－１　ICT（情報通信技術）等を活用した
教育支援等を強化し、ｅラーニング（パソコンやコンピュータ
ネットワークなどの情報通信機器を利用して行う教育方法）
や、遠隔キャンパス間をネットワークで接続して授業を行う遠
隔授業システムの活用を通じて、質の高い教育を行えるよう、
国の財政措置の状況を踏まえた施設・設備等の整備を行う。

・学内や大学関係者以外の者が読むとわからな
い表現であると判断したため説明を追記した。
・施設の整備については、国の財政措置の状況
を踏まえて実施する予定であるため、文言を追
記した。

（中期計画）
Ⅰ－１－（２）－②－２　高度な専門的技術力とともに発想
力、経営力などの複合的な力を備えた人材を育成するために、
学生が時間的・空間的な制約を受けることなく幅広い分野の内
容を学べるように、部局横断的な教育を行える遠隔授業システ
ム等を導入するとともにその活用上の改善を行う。

Ⅰ－１－（２）－②－２　高度な専門的技術力とともに発想
力・実行力・経営力などの複合的な力を備えた人材を育成する
ために、学生が時間的・空間的な制約を受けることなく幅広い
分野の内容を学べるように、部局横断的な教育を行える遠隔授
業システム等を導入するとともにその活用上の改善を行う。

・事後的により検証可能な記述とするため具体
的な取組内容・取組例・手段等を明確にした。

（中期計画）
Ⅰ－１－（２）－②－３　実学教育を行うための船舶や試験水
槽、水圏科学フィールド教育研究センター等の施設・設備の整
備、拡充を行うとともに、海底まで含めた資源開発に関する新
たな成長産業に対応したキャリア人材育成のために、学外施
設・設備の活用を含め、実験、実習施設及び設備の整備を行
う。

Ⅰ－１－（２）－②－３　実学教育を行うための船舶や試験水
槽、水圏科学フィールド教育研究センター等の施設・設備及び
海底まで含めた資源開発に関する新たな成長産業に対応した実
践的能力を持った人材育成のための実験、実習施設及び設備に
ついて国の財政措置の状況を踏まえた整備、拡充を行うととも
に学外施設・設備の活用を行う。

・学内や大学関係者以外の者が読むとわからな
い表現であると判断したため説明を追記した。
・施設の整備については、国の財政措置の状況
を踏まえて実施する予定であるため、文言を追
記した。

（中期計画）
Ⅰ－１－（２）－③－１　教員配置戦略会議において学内資源
配分を総点検し、学長のリーダーシップの下で、全学的な視点
から学内資源の再配分をより戦略的・重点的に行い、海洋・海
事・水産の各分野において、社会が求める研究者を含む高度専
門職業人を養成するための教員配置を整備する。

Ⅰ－１－（２）－③－１　海洋・海事・水産の各分野におい
て、社会が求める研究者を含む高度専門職業人を養成するた
め、教員配置戦略会議（学外有識者を委員に加え、社会のニー
ズを取り込みつつ、学長が主導して教員人事を行う全学的な組
織）において、学内資源配分を総点検し、学長のリーダーシッ
プの下、全学的な視点から学内資源の再配分を行い、より戦略
的・重点的な教員配置を行う。

・学内や大学関係者以外の者が読むとわからな
い表現であると判断したため説明を追記した。
・より理解しやすい文章にするため、文章構
成・文言を修正した。

（中期計画）
Ⅰ－１－（２）－③－２　学生を鍛え上げ社会に送り出す教育
機能を強化するために、シラバスの見直しやポートフォリオの
構築などを通して、多様な教職員が協働して学生の修学・生活
指導に係わる修学支援体制を整備し、質の高い教育を行う。

Ⅰ－１－（２）－③－２　学生を鍛え上げ社会に送り出す教育
機能を強化するために、シラバスの見直しやポートフォリオの
構築などを通して、多様な教職員が協働して学生の修学・生活
指導に係わる修学支援体制を整備する。

・事後的により検証可能な記述とするため具体
的な取組内容・取組例・手段等を明確にした。

（中期計画）
Ⅰ－１－（３）－①－１　グローバル化を推進するために、外
国人留学生に対しては、学生寮の量的・質的改善を行うなど、
学びやすい修学環境、生活環境を整備するほか、日本人学生に
対しては、留学や海外でのインターンシップ等を希望する学生
に対して、海外での生活や海外企業との交渉等の不安を取り除
くための様々な学生の修学支援体制を整備する。

Ⅰ－１－（３）－①－１　グローバル化を推進するために、外
国人留学生に対しては、学生寮の量的・質的改善を行うなど、
学びやすい修学環境、生活環境を整備するほか、留学や海外で
のインターンシップ等を希望する日本人学生に対しては、専門
性の高いスタッフや他機関等と連携して、海外生活に関する相
談や海外企業との交渉など留学支援体制の構築を図り、海外留
学等を促進する。

・事後的により検証可能な記述とするため具体
的な取組内容・取組例・手段等を明確にした。
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【29東京海洋大学】

素案の記述 検討後の記述 備考

（中期計画）
Ⅰ－１－（４）－①－１　海洋とその利用及び地球環境問題に
興味と関心を持ち、自らが問題を見つけ解決する意欲と行動力
を持つ学生を求めるため、過去５年程の入学者の出身高校など
の動向を調査し、本学に入学を目指す高校生の推移を検証する
とともに、入学後の学生の成績や活動実績、卒業後の進路等を
データベース化し、留年･中退率などの情報を可視化し、推
薦、AO入試、編入学等の存続を含めて、入試方法の改善を積極
的に行う。

Ⅰ－１－（４）－①－１　海洋に関する深い科学的知識を持
ち、国際的に活躍できる高度な人材を養成すべく、アドミッ
ション・ポリシーを明確化するとともに、入学者志願動向、入
学後の修学状況、卒業後の進路などの情報をデータベース化
し、推薦、AO（アドミッション・オフィス）入試、編入学等の
存続を含め、多面的・総合的な選抜への転換に向けた入試方法
の改善を積極的に行う。また、高校在学中の長期留学経験者の
特別枠の設置、あるいは外部英語資格試験の適切かつ効果的な
活用など、国際性も含めて、多様な選考方法の導入を段階的に
図っていく。

・学内や大学関係者以外の者が読むとわからな
い表現であると判断したため説明を追記した。
・事後的により検証可能な記述とするため具体
的な取組内容・取組例・手段等を明確にした。

（中期計画）
Ⅰ－１－（３）－①－２　教育研究で得た知識と技術を着実に
実務に活かせるように教学と学生支援の恊働を強化して進路支
援体制の充実を図るとともに、平成３３年度には、学部生及び
大学院生ともインターンシップに参加する学生を、平成２７年
度に比し概ね１０％程度増加させるように学生への支援のほ
か、協力企業等の開拓と連携を強化する。

Ⅰ－１－（３）－①－２　教育研究で得た知識と技術を着実に
実務に活かせるように教学と学生支援の協働を強化して進路支
援体制の充実を図るとともに、平成３３年度には、学部生及び
大学院生ともインターンシップに参加する学生を、平成２７年
度に比し１０％増加させるように学生への支援のほか、協力企
業等の開拓と連携を強化する。

・誤字のため修正した。
・事後的により検証可能な記述とするため数値
目標を明確にした。

（中期計画）
Ⅰ－１－（４）－①－２　時代や社会に機動的に対応でき、地
球規模での海洋に関わる諸問題の解決に創造的に立ち向かい、
かつ、海洋とその関連産業分野における先端領域を切り拓く、
意欲と能力を持つ学生を求めるため、海洋科学技術とその周辺
分野に強い関心を抱く者を積極的に国内外から入学させるよう
に入試方法を改善する。

Ⅰ－１－（４）－①－２　時代や社会に機動的に対応でき、地
球規模での海洋に関わる諸問題の解決に創造的に立ち向かい、
かつ、海洋とその関連産業分野における先端領域を切り拓く、
意欲と能力を持つ学生を求めるため、海洋科学技術とその周辺
分野に強い関心を抱く者を積極的に国内外から入学させるよう
学力検査の見直しを図るなど入試方法の改善を行う。

・事後的により検証可能な記述とするため具体
的な取組内容・取組例・手段等を明確にした。

（中期計画）
Ⅰ－２－（１）－①－１　大学ランキング研究評価指標を考慮
した海洋科学技術に関わる研究水準の質の向上を行うととも
に、トップ１０％論文数及び教員一人当たりの論文数を第２期
中期目標・中期計画期間中の平均値より上回るものにする。
トップ１０％論文の対象教員には表彰あるいは管理運営業務の
軽減化等のインセンティブを実施する。

Ⅰ－２－（１）－①－１　大学ランキング（The Times Higher
Education - Thomson Reuters(THE-TR)）等における研究評価
指標を考慮した海洋科学技術に関わる研究水準の質の向上を行
うとともに、トップ１０％論文数（論文の被引用回数が各分
野、各年で上位１０％に入る論文の数）及び教員一人当たりの
論文数を第２期中期目標・中期計画期間中の平均値より上回る
ものにする。トップ１０％論文の対象教員には表彰あるいは管
理運営業務の軽減化等のインセンティブを実施する。

・学内や大学関係者以外の者が読むとわからな
い表現であると判断したため説明を追記した。

（中期計画）
Ⅰ－２－（１）－①－２　実績のある個別研究を学内重点研究
プロジェクトとして認定し、研究成果の実用化に基づくイノ
ベーションの創出により、競争的資金の獲得を確保維持できる
システムを構築する。

Ⅰ－２－（１）－①－２　実績のある個別研究を学内重点研究
プロジェクトとして認定し、イノベーションの創出につながる
研究成果の実用化に向け、競争的資金を確保できるようリサー
チ・アドミニストレーターを配置する等の支援体制を構築す
る。

・事後的により検証可能な記述とするため具体
的な取組内容・取組例・手段等を明確にした。
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【29東京海洋大学】

素案の記述 検討後の記述 備考

（中期計画）
Ⅰ－２－（１）－①－３　科研費の獲得を支援するシステムを
構築し、科研費の採択率を第２期中期目標・中期計画期間中の
平均値より上回るものとし、あわせて対象教員には科研費獲得
実績に応じた表彰や研究費の増額等のインセンティブを実施す
る。

Ⅰ－２－（１）－①－３　IR(インスティテューショナル・リ
サーチ)室の設置及び科研費獲得に実績のある教員等で構成し
た専門チームの編成など、科研費の獲得を支援する体制の整備
に加えて、科研費獲得実績に応じた表彰や研究費の増額等のイ
ンセンティブを実施することにより、科研費の採択率を第２期
中期目標・中期計画期間中の平均値より増加させる。

・事後的により検証可能な記述とするため具体
的な取組内容・取組例・手段等を明確にした。

Ⅰ－２－（２）－③―１　女性教員、若手教員（４０才以
下）、外国人教員を積極的に採用するための体制（教員配置戦
略会議の利用及び部門（教員所属組織）へのインセンティブな
ど）を整備するとともに、人員配置計画に基づき、女性教員比
率、若手教員比率及び外国人教員比率を第２期中期目標・中期
計画期間中の平均値より増加させる。

・学内や大学関係者以外の者が読むとわからな
い表現であると判断したため説明を追記した。

（中期計画）
Ⅰ－３－①－１　産学・地域連携推進機構を軸に、URA等のイ
ノベーションを促進する人材の育成体制の整備とともに全国の
海洋・海事・水産に関わる産業における事業化や教育・研究機
関、自治体等との連携による過疎・高齢化に対応した地域活動
を支援拡充し、教育研究を通じた社会貢献の情報プラット
フォームとしての機能を充実させる。

Ⅰ－３－①－１　産学・地域連携推進機構を軸に、リサーチ・
アドミニストレーター等のイノベーションを促進する人材の育
成体制の整備とともに全国の海洋・海事・水産に関わる産業に
おける事業化や教育・研究機関、自治体等との連携による過
疎・高齢化に対応した地域活動を支援拡充し、教育研究を通じ
た社会貢献の情報プラットフォームとしての機能を充実させ
る。

・学内や大学関係者以外の者が読むとわからな
い表現であると判断したため文言を修正した。

（中期計画）
Ⅰ－２－（１）－①－４　 表彰や研究費の増額等のインセン
ティブを実施するとともに申請書作成の支援を行う体制を整備
することで、教職員の意識を高めつつ申請件数及び１千万円以
上の共同研究等の外部資金獲得件数を、第２期中期目標・中期
計画期間中の平均値より増加させる

Ⅰ－２－（１）－①－４　表彰や研究費の増額等のインセン
ティブを実施するとともに申請書作成の支援を行う体制を整備
することで、教職員の意識を高めつつ競争的資金への申請件数
及び１千万円以上の共同研究等の外部資金獲得件数を、第２期
中期目標・中期計画期間中の平均値より増加させる。

・事後的により検証可能な記述とするため具体
的な取組内容・取組例・手段等を明確にした。

（中期計画）
Ⅰ－２－（２）－③―１　女性教員、若手教員（４０才以
下）、外国人教員を積極的に採用するための体制（教員配置戦
略会議の利用及び部門へのインセンティブなど）を整備すると
ともに、人員配置計画に基づき、女性教員比率、若手教員比率
及び外国人教員比率を第２期中期目標・中期計画期間中の平均
値より増加させる。

（中期計画）
Ⅰ－３－①－４　教育研究資源を大学の枠を越えて活用し質の
高い社会貢献を行う観点から、練習船を使った国際的海洋調査
への共同利用及び大学間連携によるURA人材の育成や海洋・海
事・水産に関わる産業振興を産学連携等の共同実施や学内施
設・設備の整備とその効果的運用によって推進する。

Ⅰ－３－①－４　日本近海から南極海にまで及ぶ各海域での実
習教育・調査研究を行い、教育関係共同利用拠点としても認定
されている練習船及び、東京のキャンパスでは経験できない
フィールドでの実践教育と先端研究を行う水圏科学フィールド
教育研究センターなどの学内施設・設備を国の財政措置の状況
等を踏まえながら整備し、効果的な運用を行うことで、国際的
な海洋調査などの共同研究及び、リサーチ・アドミニストレー
ターの育成などの大学間連携、海洋・海事・水産に関わる関連
産業界との連携を推進する。
これにより、教育研究の成果を地域や関連産業に還元するなど
質の高い社会貢献を行う。

・事後的により検証可能な記述とするため具体
的な取組内容・取組例・手段等を明確にした。
・学内や大学関係者以外の者が読むとわからな
い表現であると判断したため文言を修正した。
・より理解しやすい文章にするため、文章構
成・文言を修正した。
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【29東京海洋大学】

素案の記述 検討後の記述 備考

（中期計画）
Ⅰ－４－（１）－①－２　グローバル人材育成推進室及びグ
ローバルコモンの機能を強化しつつ、国際交流協定機関、海洋
関連産業界や地域社会等との連携を通じて日本人学生の海外派
遣と留学生受け入れにインターンシップを実施することで、海
洋を知り、守り、利用する各領域で社会のニーズに対応して活
躍する研究者や高度専門技術者を育成するための教育を展開す
る。

Ⅰ－４－（１）－①－２　学生の語学力向上や海外インターン
シップ派遣等を支援するグローバル人材育成推進室及びグロー
バルコモンの機能を強化しつつ、国際交流協定機関、海洋関連
産業界や地域社会等との連携を通じて海外に派遣した日本人学
生には現地で、留学生には日本でインターンシップを実施する
ことにより、海洋を知り、守り、利用する各領域で社会のニー
ズに対応して活躍する研究者や高度専門技術者を育成するため
の教育を展開する。

・学内や大学関係者以外の者が読むとわからな
い表現であると判断したため説明を追記した。
・事後的により検証可能な記述とするため具体
的な取組内容・取組例・手段等を明確にした。

（中期計画）
Ⅱ－１－①－３　学外者の意見を法人の機能強化とガバナンス
体制の構築に適切に反映するため、その実効性について役員会
等で検証し、意見聴取した学外者のチェックを含むPDCAサイク
ルを確実に実行しホームページ上で公開する。

Ⅱ－１－①－３　学外者の意見を法人の機能強化とガバナンス
体制の構築に適切に反映させるため、学外者の意見について役
員会等で実効性を検証し、意見聴取した学外者のチェックを含
むPDCAサイクルを確実に実行するとともに、学外者の意見及び
対応状況をWebサイト上で公開する。

・事後的により検証可能な記述とするため具体
的な取組内容・取組例・手段等を明確にした。
・適切な表現にするため修正した。

（中期計画）
Ⅱ－１－①－１　円滑な大学運営のために、学長のリーダー
シップが発揮・推進できるような学部長の選出方法を導入する
とともに、総括副学長及び副学長が役割を分担し強力に学長を
補佐する。

Ⅱ－１－①－１　円滑な大学運営のため、学長のリーダーシッ
プの発揮・推進の観点から改定した学部長選出方法について検
証するとともに、副学長の役割についても見直しを行うなど学
長の補佐体制を強化する。

・素案提出時から取組内容が進捗したため、文
言を修正した。
・事後的により検証可能な記述とするため具体
的な取組内容・取組例・手段等を明確にした。

（中期計画）
Ⅱ－１－①－２　延べ会議時間を短縮し効率的な意思決定を行
うため、審議事項を整理再編成し学部当たり委員会の数を２
０％削減する。

Ⅱ－１－①－２　延べ会議時間を短縮し効率的な意思決定を行
うため、審議事項を整理再編成し学部当たり委員会の数を平成
３１年度末までに平成２７年度に比べ２０％削減する。

・事後的により検証可能な記述とするため達成
時期等を明確にした。

（中期計画）
Ⅱ－２－②－１　役員会等において全学的な臨時または常設の
委員会等の存廃等について毎年検討し、確実に実施する。全学
委員会や各学部の委員会は作業部会等の下部組織の必要性等に
ついて毎年検証する。

Ⅱ－２－②－１　役員会等において全学的な臨時または常設の
委員会等の存廃等について毎年検討し、確実に実施する。全学
的な委員会や各学部等の委員会は作業部会等の下部組織の必要
性等について毎年検証する。

・学内や大学関係者以外の者が読むとわからな
い表現であると判断したため文言を修正した。

（中期計画）
Ⅲ－１－①－１　学長主導により、戦略的に外部資金を獲得す
るため、外部資金獲得に高い実績を有する教員等による専門
チームを組織するなど、申請作業のサポートや実施体制の整備
を行う。

Ⅲ－１－①－１　学長主導により、戦略的に外部資金を獲得す
るため、外部資金獲得に高い実績を有する教員等による専門
チームを組織するなど、申請作業のサポートや実施体制の整備
を行う。特に東京海洋大学基金については、修学支援等に係る
基金について専門チームを編成するなど、積極的な獲得に取り
組む。

・事後的により検証可能な記述とするため具体
的な取組内容・取組例・手段等を明確にした。

（中期計画）
Ⅱ－２－①－１　国際競争力強化のための海洋産業人材育成組
織を構築するため、既存の学部・大学院組織を再編し海上から
海底下までの海洋に関する総合的な教育研究を行う新たな教育
研究組織へ移行する。

Ⅱ－２－①－１　国際競争力強化のための海洋産業人材育成組
織を構築するため、新学部の創設など、既存の学部・大学院組
織を再編し海上から海底下までの海洋に関する総合的な教育研
究を行う新たな教育研究組織へ移行する。

・事後的により検証可能な記述とするため具体
的な取組内容・取組例・手段等を明確にした。
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【29東京海洋大学】

素案の記述 検討後の記述 備考

Ⅲ－３－①－２　他機関等の教育研究、関連産業の振興、地域
社会の活性化等に貢献することを目的とし、水圏科学フィール
ド教育研究センター（各ステーション）や練習船等の資産・施
設を国内外の関係機関等と共同利用する。

・事後的により検証可能な記述とするため具体
的な取組内容・取組例・手段等を明確にした。

（中期計画）
Ⅲ－１－①－２　学内において研究公募を行うなど、大型プロ
ジェクト研究の計画策定及び実施のための中核的人材（PO・PA
など）の育成を支援するシステムを導入・実施する。

Ⅲ－１－①－２　社会のニーズ等を踏まえ、学内において重点
研究課題を選定するほか、研究の企画立案、知的財産の管理等
を行う人材（PO（プロジェクト・オフィサー）、PA（プロジェ
クト・アドバイザー）など）を育成する。

・学内や大学関係者以外の者が読むとわからな
い表現であると判断したため説明を追記した。

（中期計画）
Ⅳ－２－①－３　教育・研究成果を電子的形態で保存・発信す
るデジタルアーカイブである東京海洋大学学術機関リポジトリ
OACISを用いて、本学の教育・研究成果を発信する。

Ⅳ－２－①－３　教育・研究成果を電子的形態で保存・発信す
るデジタルアーカイブである東京海洋大学学術機関リポジトリ
OACISを用いて、本学の教育・研究成果等を発信する。また、
科研費による研究成果等の収録を推進するなど、内容の充実を
図る。

・事後的により検証可能な記述とするため具体
的な取組内容・取組例・手段等を明確にした。

（中期計画）
Ⅴ－３－①－３　情報セキュリティポリシーに基づいて、教育
研究環境等における情報の適正な管理と運用を図るため、情報
へのアクセス記録の管理・監査の徹底、全職員ならびに全学生
を対象としたチェックリストの配布、アンケート調査の定期的
実施により、情報セキュリティを充実・強化する。

Ⅴ－３－①－３　情報セキュリティポリシーに基づいて、教育
研究環境等における情報の適正な管理と運用を図るため、ネッ
トワークへの外部からの侵入検知等の対策を行うとともに、情
報へのアクセス記録の管理・監査の徹底、全教職員ならびに全
学生を対象としたチェックリストの配布、アンケート調査の定
期的実施により、情報セキュリティを充実・強化する。

・事後的により検証可能な記述とするため具体
的な取組内容・取組例・手段等を明確にした。
・適切な表現にするため修正した。

（中期計画）
Ⅳ－２－①－２　公開した情報が国民に分かりやすいものと
なっているかを確認し、情報発信を改善するためのPDCAサイク
ルを構築する。

Ⅳ－２－①－２　報道機関等と意見交換を行うなど、公開した
情報が国民に分かりやすいものとなっているかを確認し、情報
発信を改善するためのPDCAサイクルを構築する。

・事後的により検証可能な記述とするため具体
的な取組内容・取組例・手段等を明確にした。

（中期計画）
Ⅲ－２－①－１　大学改革を踏まえ、業務の見直しを行うなど
により、一般管理費の決算に占める割合を国立大学法人の財務
分析上の分類Bグループの平均以下に抑制する。

Ⅲ－２－①－１　大学改革を踏まえ、業務の見直しを行うなど
により、決算における一般管理費率（一般管理費÷経常費用）
を国立大学法人の財務分析上の分類Bグループ（医科系学部を
有さず、学生収容定員に占める理工系学生数が文科系学生数の
概ね2倍を上回る国立大学法人）の平均以下に抑制する。

・学内や大学関係者以外の者が読むとわからな
い表現であると判断したため説明を追記した。

（中期計画）
Ⅲ－３－①－２　水圏科学フィールド教育研究センター（各ス
テーション）や練習船等の資産・施設を共同利用することに
よって有効活用し、他大学の教育研究に貢献するとともに地域
社会にも貢献する。
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【29東京海洋大学】

素案の記述 検討後の記述 備考

更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

8



（様式２－２）

（法人番号　30 ） （大学名）　お茶の水女子大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

○ 更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

グローバル化の進捗度を検証する指標を設定
することに伴う変更。

教育関係共同利用拠点である湾岸生物教育研究センターに
おいて、国内外の大学等との連携を更に強化することにより、
海産生物の特徴を最大限に活用した新たな臨海実習コンテン
ツやバイオリソースを開発し、全国の大学等に提供する。
【K31】

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

グローバル女性リーダー育成に寄与する研究が
遂行されているかを検証するための指標を設定
することに伴う変更。

素案の記述

（中期計画）
第２期に引き続き、グローバル女性リーダー育成研究機構に
おいて、国内外から女性研究者を招へいし、リーダーシップ研
究・ジェンダー研究等の国際共同研究を実施する。それととも
に、国内外の研究機関との連携を構築し、プロジェクト研究を
進める。【K21】

検討後の記述

（中期計画）
外国語を活用するためのワークスペースとしてのLanguage
Study Commons、英語学習相談室を中心に、キャンパスのグ
ローバル化を進める。【K10】

Language Study Commons、英語学習相談室を中心とした外国
語の学修支援を実施し、これらの施設及びサービスを利用す
る学生数を増加させる。【K10】

連携の強化が遂行されているかどうかを検証す
ることができる指標を設定することに伴う変更。

（中期計画）
教育関係共同利用拠点である湾岸生物教育研究センターに
おいて、国内外の大学等との連携を更に強化することにより、
臨海実習プログラムを一層発展させる等、教育研究活動を活
性化する。【K31】

備考

グローバル女性リーダー育成研究機構において、国内外から
毎年10名以上の女性研究者を招へいし、重点研究領域である
リーダーシップ、ジェンダー、国際協力、比較日本学、政治経
済学等の学際的国際共同研究を５件以上実施する。さらに、
国際シンポジウムを通じて研究成果の発信を行うとともに、研
究成果に対するピアレビューを実施する。【K21】



（様式２－２）

（法人番号　３１ ） （大学名）　電気通信大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

○ 更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

（中期目標／中期計画） ※記述の前に中期目標もしくは中期計画
のいずれかを明記してください。

※変更箇所に下線を付してください。 ※変更の理由等を記入してください。

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

素案の記述 検討後の記述 備考

※変更を行わないと判断するに至った理由を記入してください。（例えば、「中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため」
「より詳細な達成状況を年度計画において定めることとしているため」など）

　今回の要請を受けて改めて見直しを行ったが、すでに十分な議論と検討を重ねており、また、更なる検討が求められた事項に関する対応についても、中期
目標・中期計画素案の記載を以て十分な対応ができていると判断したため。



（様式２－２）

（法人番号　３２） （大学名）　　一橋大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

〇 更なる検討を行った結果，当該事項に対して十分に対応するため，中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

備考

（中期目標／中期計画） ※記述の前に中期目標もしくは中期計画
のいずれかを明記してください。

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において，「目標を具体的に実現するための手段を策定し，その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

・自学自習時間について，単なる増加の観点だけで
なく，質・量ともに評価の観点とするため「時間」を削
除し，「充実」に変更
・「学修」に記載を統一

（中期計画Ⅰ１（２）①）
平成29年度から，教育用システムを活用して自学学習時間を増やす
等，単位の実質化を徹底する。また，大学の国際化に対応できる新
学期制を実施する。英語力・数学力など学士課程で必要とされるスキ
ルの高度化を図るとともに，学生の主体的学習活動を促進するため
に，導入学期を創設する。カリキュラム及び学期制の運用について
は，留学者数やTOEFL等の学力試験を活用しながら，PDCAサイク
ルによる検証，改善を行う。

平成29年度から，教育用システムを活用して自学自習を充実させる
等，一科目における学修の充実を図ることにより，単位の実質化を徹
底する。また，大学の国際化に対応できる新学期制を実施する。英語
力・数学力など学士課程で必要とされるスキルの高度化を図るととも
に，学生の主体的学修活動を促進するために，導入学期を創設す
る。カリキュラム及び学期制の運用については，留学者数やTOEFL
等の学力試験を活用しながら，PDCAサイクルによる検証，改善を行
う。

※変更箇所に下線を付してください。 ※変更の理由等を記入してください。

未修者教育を充実・発展させるための進級試験の実施や法曹実務
家と連携した実践的教育の取組等により，高い司法試験合格率と社
会的評価を維持しながら，世界で活躍できる法曹・法務人材の育成と
グローバル・ロー研究を推進する。また，「理論と実務の架橋」を担う
次世代の法学研究者・教員の養成サイクルを作るとともに，法曹・法
務人材のリカレント教育を充実させることにより，本学の特色を生かし
た法科大学院モデルを発展させる。

具体的な手段を追記
（中期計画Ⅰ１（１）⑨）
高い司法試験合格率と社会的評価を維持しながら，世界で活躍でき
る法曹・法務人材の育成とグローバル・ロー研究を推進するとともに，
次世代の法学研究者の養成を行い，日本型法科大学院モデルを発
展させる。

素案の記述

（中期計画Ⅰ１（１）②）
各学部基幹科目の200人程度の大規模授業について，TAを100％配
置する。また，受講者数の少ない授業科目を見直す。

各学部基幹科目の200人程度の大規模授業について，TAを100％配
置する。また，受講者数の少ない授業科目を見直し，教育プログラム
の改善を行う。

「受講者数の少ない授業科目を見直す」を，手段とし
て明確化するために，文言を追加

検討後の記述



備考素案の記述 検討後の記述

（中期計画Ⅰ４（１）⑥）
留学生の受入体制を強化し，学内外においてオープンにアクセス可
能な映像講義等を活用した広報活動を行う。また，小平の国際学生
宿舎の稼働率を引き上げ，短期及び中長期の受入留学生数を増加
させる。

（中期計画Ⅰ２（２）②）
グローバル化を推進するため，全学における外国人教員の在籍比率
を６%以上にする。

具体的な手段を追記

（中期計画Ⅰ４（１）②）
各学部・研究科でグローバル人材育成のためのプログラム体系を明
確にする。また，一橋大学の特徴を活かしたグローバル・リーダーズ・
プログラム（GLP）を全学部に拡大する。

各学部・研究科のディプロマポリシー，カリキュラムポリシー，アドミッ
ションポリシーに沿って，グローバル人材育成のためのプログラム体
系を明確にする。また，一橋大学の特徴を活かしたグローバル・リー
ダーズ・プログラム（GLP）を全学部に拡大する。

（中期計画Ⅰ４（１）③）
実践的な英語能力を向上させるため，全学的に英語コミュニケーショ
ン・スキル科目を増加させる。

就職説明会の開催やインターンシップ情報の提供等，学生への就職
支援を展開する。また，卒業生の就職状況に関する継続的な情報収
集を行い，就職支援や教育研究にフィードバックする。

・就職支援の手段の明確化
・「就職」に記載を統一

実践的な英語能力を向上させるため，全学的に英語コミュニ
ケーション・スキル科目の必修単位数を８単位に増加させる。

・「本学の強みである」について，本項目だけに記載
する必要はないため削除
・字句修正
・学生の就職実績に限定せず，大学全体の就職支援
の取組の質を高めるための目標となるよう修正

プログラム体系を明確にするための具体的な手段を
追記

グローバル化を推進するため，国際公募等の活用により，全学におけ
る外国人教員の在籍比率を６%以上にする。

（中期計画Ⅰ１（３）①）
就職説明会やインターンシップ等の機会を活用し，学生への就職支
援を展開する。また，卒業生の就業状況に関する継続的な情報収集
を行い，就職支援や教育研究にフィードバックする。

大学経営を担う総務部，財務部の課長以上の管理職ポストについて
内部登用を進める。また，女性役員を登用するとともに，課長代理以
上のポストについて，女性職員数を平成33年度末までに倍増させる。

現状値を精査したところ，係長については女性割合
が既に40％弱であったため，倍増の数値目標を課長
代理以上のポストとした

（中期計画Ⅰ４（１）⑧）
世界水準の教育と研究を行っている海外の大学と，100以上の学術
交流協定等を新規に締結あるいは更新する。

（中期計画Ⅱ１⑤）
大学経営を担う総務部，財務部の課長以上の管理職ポストについて
内部登用を進める。また，女性役員を登用するとともに，係長以上の
各ポスト（部長，課長，係長等）について，女性職員数を平成33年度
末までに倍増させる。

留学生の受入体制の強化や，学内外においてオープンにアクセス可
能な映像講義等を活用した広報活動を通じて，短期及び中長期の受
入留学生数を増加させる。

受入留学生数の増加に向けて，「国際学生宿舎の稼
働率」に限定せず多様な方法で実現するため修正

・協定は大学に限らないため「研究機関」を追記
・現状値を精査し目標値を再設定

（中期目標Ⅰ１（３）①）
本学の強みであるグローバル企業や東証上場の企業，政府関係機
関など就職に関する実績を更に向上させる。

グローバル企業や東証上場の企業，政府関係機関などへの就職に
関する支援を充実させる。

世界水準の教育と研究を行っている海外の大学・研究機関と，150以
上の学術交流協定等を新規に締結あるいは更新する。

数値目標を追記



備考素案の記述 検討後の記述

更なる検討を行った結果，以下の理由により，変更箇所はありません。

※変更を行わないと判断するに至った理由を記入してください。（例えば，「中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため」
「より詳細な達成状況を年度計画において定めることとしているため」など）

（中期計画Ⅲ１①）
高い採択率を維持しながら，科研費の応募率を第２期中期目標期間
の平均応募率よりも５ポイント増加させる。

科研費審査委員経験者によるアカデミックアドバイスなど支援体制の
充実により，高い採択率を維持しながら，科研費の応募率を第２期中
期目標期間の平均応募率よりも５ポイント増加させる。

高い採択率を維持するための具体的な手段を追記



（様式２－２）

（法人番号　33 ） （大学名）　横浜国立大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

○ 更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

（中期計画）
女性の活躍推進のため、女性役員を登用するとともに、管理職に
占める女性の割合について13％以上を達成する。さらに、男女共
同参画推進センターを中心に育児や介護などを行う研究者の研究
活動を支援する「研究支援員制度」、育児や介護などにより研究を
中断したものの再開を希望する女性研究者に研究の機会と場所を
提供する「みはるかす研究員制度」等の支援活動を進めるととも
に、女性の積極的な採用を進め、第2期中期目標期間末における
「横浜国立大学男女共同参画アクションプラン」に基づき、男女共
同参画施策を実行する。

女性の活躍推進のため、女性役員を登用するとともに、管理職に占め
る女性の割合について13％以上を達成する。さらに、男女共同参画推
進センターを中心に育児や介護などにより研究時間が制約されている
研究者を支援する「研究支援員制度」、育児や介護などにより研究を中
断したが再開を希望する女性研究者に研究の機会と場所を提供し次の
ステップへ進めるように支援する「みはるかす研究員制度」等、これまで
実施してきた支援活動を一層充実・継続するとともに、「横浜国立大学
男女共同参画アクションプラン」に基づく種々の取組みの展開により女
性の積極的な採用を進め、第３期中期目標期間末における女性教員
の在籍比率を19％以上とする。

本学で新たに策定された「横浜国立大
学男女共同参画アクションプラン」に
沿った表現の修正と、検証可能な評価
指標（数値目標）の追加

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通知）に
おいて、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関連して更な
る検討を求めるもの

素案の記述 検討後の記述 備考

（中期計画）
入試の募集単位の大くくり化により、入学後の総合的な学修や基
礎科目の履修を通じて自らの学修目標と学修分野を定めるlate
specialization型の教育プログラムを実施する。

レイトスペシャライゼーション型の教育プログラム（late specialization：入
学時に学科等の所属を決めず、入学後の総合的な学修や基礎科目の
履修を通じて専攻を決める教育課程編成方法）を実施するため、入学
者選抜における募集単位の大くくり化を進める。

大学関係者以外の者が読むと分かりに
くい表現（late specialization）について、
説明を追加するとともに文章全体を分
かりやすく修正する

（中期計画）
事務の効率化・合理化を進めつつ、学長のリーダーシップの強化
等による運営体制の改善と、都市科学部（仮称）の設置を始めとす
る全学一体による教育研究組織の改編や留学生の教務・入試関
連事務組織の全学的整備等、グローバル化等に対応した事務組
織の再編を行う。その際、事務局と部局の事務の役割分担を明確
にし、業務内容に応じた集約化を進めるとともに適正な人事配置を
行う。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学長のリーダーシップの強化等による
運営体制の改善と、都市科学部（仮称）の設置を始めとする全学一体
による教育研究組織の改編や留学生の教務・入試関連事務組織の全
学的整備等、グローバル化等に対応した事務組織の再編を行う。その
際、事務局と部局の事務の役割分担を明確にし、業務内容に応じた集
約化を進めるとともに適正な人事配置を行う。
　また、職員の能力向上や、事務の効率化・合理化に資するため、職員
の意識改革・スキルアップおよび業務改善等を目的とした研修等を計
画的に実施する。

職員の能力向上や、事務の効率化・合
理化に向けた具体的な取組みを追加



（様式２－２）

（法人番号）　34 （大学名）　新潟大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

○ 更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

「素案」において、既に本学の強み、特色が反映された記述としており、特に重視する取組について達成時期、数値目標等が設定されていると考えられるた
め。

素案の記述 検討後の記述

※変更箇所に下線を付してください。 ※変更の理由等を記入してください。

備考

（中期目標／中期計画） ※記述の前に中期目標もしくは中期計画
のいずれかを明記してください。

※変更を行わないと判断するに至った理由を記入してください。（例えば、「中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため」
「より詳細な達成状況を年度計画において定めることとしているため」など）



（様式２－２）

（法人番号　３５ ） （大学名）　長岡技術科学大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

○ 更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

(中期計画）
Ⅰ-1-(1)教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成す
るための措置
【02-01】優秀な学部４年生が大学院の科目を履修できるシス
テムなど、高等専門学校及び学士・修士カリキュラムを有機的
に接合することで、より一層のシームレス化を進め、早期修了
できる体制を構築する。

【02-01】優秀な学部学生が大学院の科目を履修できるシステ
ムなど、高等専門学校、本学学部及び大学院のカリキュラム
を有機的に連携させることにより、教育・研究におけるシーム
レス化を進め、大学院での海外留学、インターンシップ等の実
施や、早期修了を促進する仕組みを構築する。

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

目標を具体的に実現するための手段が遂行さ
れているか、検証できる事項を明記した。

素案の記述

(中期計画）
Ⅰ-1-(1)教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成す
るための措置
【04-01】５年一貫制博士課程である技術科学イノベーション専
攻において、技術シーズの社会実装までをやり遂げるため、
経営・安全等の高度な学術的知識・能力を付与する３つの教
育プログラムを構築する。また、国内外のインターンシップを
複数回体験させ、世界の産業イノベーションをリードする経営
的感覚や複眼的視野を備えた先導的技術者を育成する。

【04-01】５年一貫制博士課程である技術科学イノベーション専
攻において、世界の産業イノベーションをリードする経営的感
覚や複眼的視野を備えた先導的技術者を育成するため、育
成する人材像に即した経営・安全等の高度な学術的知識・能
力を付与する３つの教育プログラムを構築する。また、技術
シーズの社会実装までをやり遂げるため、国内外のインター
ンシップを複数回体験させる制度を構築する。

目標を具体的に実現するための手段が遂行さ
れているか、検証できる事項を明記した。

検討後の記述 備考



（様式２－２）

（法人番号　36） （大学名）　上越教育大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

○ 更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

　中期目標・中期計画素案において、相応に記載をしていると判断しており、より詳細な取り組み及び指標等は年度計画において定めることとしているため

素案の記述 検討後の記述

※変更箇所に下線を付してください。 ※変更の理由等を記入してください。

備考

（中期目標／中期計画） ※記述の前に中期目標もしくは中期計画
のいずれかを明記してください。

※変更を行わないと判断するに至った理由を記入してください。（例えば、「中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため」
「より詳細な達成状況を年度計画において定めることとしているため」など）



（様式２－２）

（法人番号　３７ ） （大学名）　富山大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

○ 更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に
関連して更なる検討を求めるもの

富山県との連携の具体的な取組を記載すると
ともに、増加させる目標を記載したため。

（中期計画）【36－1】

・研究推進機構研究戦略室において，各種競争的資金や受
託研究，共同研究，寄附金などの獲得に向けた情報収集の
強化及びコーディネータを活用して更なる戦略的な取組みを
行い，第２期中期目標期間より自己収入を増加させる。

（中期計画）【36－1】

・研究推進機構研究戦略室において，各種競争的資金や受
託研究，共同研究，寄附金などの獲得に向けた様々な施策
等の情報収集の強化及びコーディネーター等による分析と有
効な施策の調査検討・実施等の戦略的な取組みを行い，第２
期中期目標期間より自己収入を増加させる。

「戦略的な取組み」が具体的に記載されていな
かったため。

素案の記述 検討後の記述

（中期計画）【24－1】

・日本医学教育認証評議会（ＪＡＣＭＥ）による本学の医学教
育評価を踏まえ，卒前のクリニカルクラークシップにおける実
習期間の拡大等による充実を図り，優秀な医療人材を確保・
育成する。

卒前のクラークシップの充実について，具体的
な取組の趣旨や内容等を記載したため。

備考

（中期計画）【24－1】

・卒前のクリニカルクラークシップの充実を図り，優秀な医療
人材を確保・育成する。

（中期計画）【24－2】

・富山県や富山大学附属病院の関連研修施設と連携し，卒
後臨床研修を充実させ地域医療に貢献する医療人を育成す
る。

（中期計画）【24－2】

・富山県の医療に貢献する医療人を育成するため，富山県と
連携したレジデントカフェやレジナビ及び他大学の医学部医
学科生を対象とした病院見学・受験奨励事業等を充実させ，
初期臨床研修医（他大学出身者含む。）の採用者数及び後期
研修医の入局者数を，第２期中期計画期間の総数より増加さ
せる。



更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

保有資産の活用状況について、書面調査によ
る内容確認だけではなく、現場における利用実
態の把握も必要であるため、「調査」ではなく
「点検」という用語が適切であると判断し、字句
を修正した。
また、併せて、余裕資金の運用についても字句
を修正した。

（中期計画）【39－1】

・資金運用要項に基づき，安全かつ適切に運用する。

（中期計画）【39－1】

・保有資産の活用状況について定期的（年１回）に点検を実
施し，全体把握及び現状分析を行うとともに，活用状況の改
善を含めた保有資産の不断の見直しにより，有効活用を図
る。

保有資産の活用状況について、具体的な取組
内容や手段を明確化したため。
また、中期目標に記載する保有資産の有効活
用、余裕資金の運用の順に中期計画の記載順
序を入れ替えたため。

資金の有効活用を図るため、資金運用方法を
具体的に明確化したため。
また、中期目標に記載する保有資産の有効活
用、余裕資金の運用の順に、中期計画の記載
順序を入れ替えたため。

※変更を行わないと判断するに至った理由を記入してください。（例えば、「中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため」
「より詳細な達成状況を年度計画において定めることとしているため」など）

（中期計画）（中期計画）【39－2】

・所有資産の活用状況を点検・評価し，有効活用を行う。

（中期計画）（中期計画）【39－2】

・資金の有効活用を図るため，安全性に配慮した上で可能な
限り高い運用益が得られる運用方法及び運用先を選定し，資
金運用を行う。

経費抑制の観点から、一般管理費に限定しな
いこととしたため。

（中期計画）【38－1】

・契約方法の見直し，コスト意識の徹底，省エネ等の推進によ
り，一般管理費等の削減を継続的に実施する。

（中期計画）【38－1】

・複数年契約の推進や光熱水量の節減取組の徹底等を図る
ことにより，経常費用に占める一般管理費率を第２期中期計
画期間以下に抑制する。

経費抑制に関する具体的な取組内容や達成指
標を明確化したため。

（中期目標）【38】
　
・業務の内容等を見直し，一般管理費の削減に努める。

（中期目標）【38】

・業務の内容等を見直し，一般管理費等の削減に努める。

（中期目標）【39】

・大学が保有する資産の活用状況を定期的に調査し，有効活
用を図る。また，余裕資金が生じた場合は，資金運用要項に
基づき有効活用を図る。

（中期目標）【39】

・保有する資産の活用状況を定期的に点検し，有効活用を図
る。また，余裕資金が生じた場合は，資金運用を行い，有効
活用を図る。



（様式２－２）

（法人番号　38 ） （大学名）　金沢大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

○ 更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

研究体制及び研究支援体制の強化に係る具体
的な手段を明確にするため。

（中期計画）〔6-3〕
　日本海側に位置する世界に誇るイノベーション拠点として，
社会・経済的なニーズと本学の研究・技術シーズとのマッチン
グにより，新技術の創出及び技術の社会実装に向けた産学
連携による共同研究を充実する。

　日本海側に位置する世界に誇るイノベーション拠点として，
研究成果の社会実装を目指し，社会・経済的なニーズと本学
の研究・技術シーズとのマッチングにより，「自動運転システ
ム」や「健康管理システム」等の技術創出に関する自治体，企
業等との産学官連携プロジェクトを展開する。

産学連携による共同研究に係る具体的な取組
内容を明確にするため。

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

素案の記述 検討後の記述

※変更箇所に下線を付してください。 ※変更の理由等を記入してください。

研究プログラム等の展開に係る具体的な取組
内容を明確にするため。

（中期計画）〔6-2〕
　世界トップレベルの研究力の醸成に向け，第２期中期目標
期間に創設した新学術創成研究機構や研究域附属研究セン
ター，がん進展制御研究所等における研究体制を強化すると
ともに，リサーチアドミニストレーター（URA）等による研究支援
体制を更に強化する。

備考

（中期目標／中期計画） ※記述の前に中期目標もしくは中期計画
のいずれかを明記してください。

　世界トップレベルの研究力の醸成に向け，第２期中期目標
期間に創設した新学術創成研究機構や研究域附属研究セン
ター，がん進展制御研究所等における研究体制を組織編成
の見直し等により強化するとともに，リサーチアドミニストレー
ター（URA）の機能別グループ化等により研究支援体制を強化
する。

（中期計画）〔5-3〕
　「ミッションの再定義」における重点研究課題を踏まえつつ，
多様な基礎研究を充実するため，学長主導による組織的・戦
略的な研究プログラム等を展開する。

　「ミッションの再定義」における重点研究課題を踏まえつつ，
多様な基礎研究を充実するため，脳科学，薬物動態学，バイ
オリファイナリー等の研究分野の強化及び分野融合型研究の
拡大等，学長主導による組織的・戦略的な研究プログラム等
を展開する。



（中期計画）〔10-1〕
　石川県を中心とする教員養成の中核を担う教育研究機関と
して，全国的にも希な幼稚園，小中高等学校，特別支援学校
の５校園を有するという特色を生かし，学校教育学類における
教育実習及び教職大学院における学校実習の役割を担うとと
もに，大学における先導的・実験的な教育実践研究に協力す
る。

　石川県を中心とする教員養成の中核を担い，先導的な教育
モデルを提唱する教育研究機関として，全国的にも希な幼稚
園，小中高等学校，特別支援学校の５校園を有するという特
色を生かし，先導的な学校実習の場として学校教育学類及び
教職大学院における教員養成システムの一翼を担うととも
に，本学独自の教育研究GP事業を展開する等，大学と附属
学校園の協働による先導的・実験的な教育実践研究を展開
する。

先導的・実験的な教育実践研究に係る具体的
な取組内容を明確にするため。

（中期計画）〔12-1〕
　大学改革推進委員会や教員人事戦略委員会の設置等，第
２期中期目標期間に行ったガバナンス改革を更に発展させ，
学長のリーダーシップの下，学長による部局運営に係るヒアリ
ングの実施等，大学改革・機能強化に向けたガバナンス改革
を推進する。

（中期計画）〔8-2〕
　短期留学プログラムや海外インターンシップ等，海外派遣プ
ログラムを拡充するとともに，海外拠点等を活用した派遣学生
支援等，日本人学生が留学しやすい環境を整備し，海外派
遣・留学を促進する。

　海外派遣・留学を促進するため，短期留学プログラムや海
外インターンシップ等の海外派遣プログラムを拡充するととも
に，海外拠点等を活用した派遣学生支援等，日本人学生が留
学しやすい環境を整備する。

海外派遣・留学の促進に係る具体的な取組内
容を明確にするため。

（中期計画）〔8-5〕
　大学の強み・特色を生かした国際競争力の向上に向け，第
２期中期目標期間において展開した学内研究支援プログラム
を更に充実する等，組織的に海外の大学・研究機関との共同
研究を展開し，研究ネットワーク形成を推進する。

　国際頭脳循環による本学の強み・特色を生かした国際競争
力の向上に向け，第２期中期目標期間において展開した学内
研究支援プログラムの充実による若手研究者の海外派遣及
び海外の大学・研究機関との共同研究の組織的な展開等に
より，研究ネットワーク形成を推進する。

研究ネットワーク形成の推進に係る具体的な手
段を明確にするため。

　大学改革推進委員会や教員人事戦略委員会の設置等，第
２期中期目標期間に行ったガバナンス改革を踏まえ，学長の
リーダーシップの下，部局長選考に係る複数候補者推薦制の
運用，部局運営に係る目標の設定及び目標達成度に係る部
局評価の実施等，大学改革・機能強化に向けたガバナンス強
化策を展開する。

ガバナンス改革に係る具体的な取組内容を明
確にするため。

（中期計画）〔6-4〕
　共同利用・共同研究拠点については，第２期中期目標期間
に構築した国内外の研究者との連携・協働体制を強化し，が
んの転移・薬剤耐性機構に関する研究等，先端的学術研究を
展開する。

　共同利用・共同研究拠点については，第２期中期目標期間
に構築した国内外の研究者との連携・協働体制を国際共同研
究の増加により強化し，がんの転移・薬剤耐性機構に関する
研究，越境汚染に伴う環境変動に関する研究等，先端的学術
研究を展開する。

連携・共同体制の強化に係る具体的な手段を
明確にするため。
また，環日本海域環境研究センターの共同利
用・共同研究拠点への認定を踏まえ，同セン
ターにおける先端的学術研究の具体的な取組
例を明確にするため。

（中期計画）〔7-2〕
　第２期中期目標期間に開始したCOC（Center of
Community）事業を更に発展させ，地域課題と大学の資源の
マッチング等により雇用創出に係る取組を推進するとともに，
地域が求める人材を養成するためのカリキュラム改革を行う。

　第２期中期目標期間に開始したCOC（Center of
Community）事業を更に発展させ，「地（知）の拠点大学」にお
ける地方創生事業として，学生のライフキャリアの開発をベー
スとする新たなインターンシップを実施する等，金沢・加賀・能
登において地域思考型教育を展開する。

COC+の採択を踏まえ，取組内容を見直した上
で，具体的な取組内容を明確にするため。



（中期計画）〔21-1〕
　労働安全衛生法や化学物質排出把握管理促進法等の関係
法規に従い，第２期中期目標期間に引き続き，安全衛生マネ
ジメント委員会等を中心に，安全管理・健康管理に関し，組織
的な対応を推進する。

　労働安全衛生法や化学物質排出把握管理促進法等の関係
法規に従い，第２期中期目標期間に引き続き，安全衛生マネ
ジメント委員会等を中心に，安全管理・健康管理に関し，組織
的な対応を行う。

安全管理・健康管理に係る具体的な取組内容
を明確にするため。

（中期計画）〔17-2〕
　第２期中期目標期間において行った土地，建物等の有効活
用の成果を踏まえ，施設マネジメントによる既存施設の更なる
有効活用を行う。

　保有施設の更なる有効活用を図るため，教育研究組織の改
編等に応じ，既存施設の利活用に係る再点検を行うとともに，
同点検結果に基づく施設活用方策を実施する等，適切なス
ペースマネジメントを行う。

保有施設の有効活用に係る具体的な手段を明
確にするため。

（中期計画）〔22-2〕
　第２期中期目標期間において整備した教育研究機関にふさ
わしいコンプライアンス推進体制により，情報セキュリティーを
含めたコンプライアンス研修の内容を充実しつつ研修の体系
化を図るとともに，同期間において導入した大学の意思決定
プロセスに係る監事による調査の充実等，監査機能を強化す
る。

　第２期中期目標期間において整備したコンプライアンス推進
体制により，情報セキュリティ，研究倫理などの事項に応じ，コ
ンプライアンス研修の体系化・階層化を図る等，研修内容を充
実するとともに，同期間において導入した本学の意思決定プ
ロセスに係る監事による調査等，監査機能を強化する。

具体的な取組内容を明確にするため。

国立大学法人間の連携の推進に係る具体的な
取組例を明確にするため。

（中期計画）〔20-2〕
　第２期中期目標期間に整備した研究設備の共用管理を行う
施設共同利用推進総合システムを活用し，大型汎用研究設
備の共用を促進する。

　大型汎用研究設備の共用を促進するため，第２期中期目標
期間に整備した研究設備の共用管理を行う施設共同利用推
進総合システムを運用する。

大型汎用研究設備の共用促進に係る具体的な
取組内容を明確にするため。

（中期計画）〔17-1〕
　第２期中期目標期間において実施した資金運用の成果をも
とに，更なる効率的な資金運用を行うため，資金運用計画に
基づき，適切に運用する。

　第２期中期目標期間において実施した資金運用の成果をも
とに，更なる効率的な資金運用を行うため，毎年度策定する
資金運用年度計画に基づき適切に運用する。

効率的な資金運用に係る具体的な手段を明確
にするため。

（中期計画）〔13-1〕
　先進予防医学に係る共同大学院や新興分野・分野融合型
研究等を基にした分野融合型研究科，石川県の教員養成に
係るニーズに対応し，修了者の85％の教員就職率確保を目
指した教職大学院の創設等，ミッションの再定義等を踏まえ，
本学の強み・特色を生かし，機能強化を図るための教育研究
組織の見直しを行う。

　ミッションの再定義等を踏まえ，本学の強み・特色を生かし
機能強化を図るため，先進予防医学に係る千葉大学・長崎大
学との共同大学院や新興分野・分野融合型研究等を基にした
北陸先端科学技術大学院大学との分野融合型共同大学院，
石川県の教員養成に係るニーズに対応し，修了者の85％の
教員就職率確保を目指した教職大学院の創設等，教育研究
組織の見直しを行う。

教育研究組織の見直しに係る具体的な取組例
を明確にするため。

（中期計画）〔14-1〕
　効果的な事務運営を確立するため，第２期中期目標期間に
おいて取り組んできた業務の効率化・合理化の成果を踏ま
え，業務の外部委託，国立大学法人間の連携を更に推進す
る。

　効果的な事務運営を確立するため，第２期中期目標期間に
おいて取り組んできた業務の効率化・合理化の成果を踏ま
え，業務の外部委託を推進するとともに，インターンシップ等
に係る北陸先端科学技術大学院大学との事務連携体制の構
築等，国立大学法人間の連携を推進する。



更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

※変更を行わないと判断するに至った理由を記入してください。（例えば、「中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため」
「より詳細な達成状況を年度計画において定めることとしているため」など）



（様式２－２）

（法人番号　３９ ） （大学名）　福井大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

○ 更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

（中期計画）
１　教育に関する目標を達成するための措置
（１） 教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するた
めの措置

①-5　子どものこころの発達研究センターと教職大学院および
教育学部は、子どものこころの発達に関する医教連携の教育
研究体制を構築し、本学で蓄積中の先端的脳科学・精神医学
および先駆的教師教育研究の知見を活かし、発達障害につ
いての教員養成カリキュラムの改善や、附属学園における医
教協働による子ども支援体制の整備、インクルーシブ教育の
向上を図るための養護教諭研修システムの先進的モデル提
示を行う。

①-5　子どものこころの発達研究センターと教職大学院および
教育学部は、子どものこころの発達に関する医教連携の教育
研究体制を構築し、本学で蓄積中の先端的脳科学・精神医学
および先駆的教師教育研究の知見を活かし、発達障害につ
いての教員養成カリキュラムの改善や、附属学園における医
教協働による子ども支援体制の整備、いじめ対策等生徒指導
推進事業の推進、インクルーシブ教育の向上を図るための養
護教諭研修システムの先進的モデル提示を行う。

当該計画に関連し、素案提出後に採択された
文部科学省委託事業 平成27年度いじめ対策
等生徒指導推進事業 脳科学・精神医学・心理
学等と学校教育の連携の在り方 「子どもみんな
プロジェクト」を進めることとしており、その具体
的な取組を明示するため「いじめ対策等生徒指
導推進事業の推進」を加筆した。

（中期計画）

１　教育に関する目標を達成するための措置
（１） 教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するた
めの措置

①-7　教師、医療人、技術者等の社会人の学び直しを支援す
るため、学びやすい教育システム等を整備し、第２期中期目
標期間末に比してプログラム数や受講者数を増加させる。

①-7　教師、医療人、技術者等の社会人の学び直しを支援す
るため、学びやすい教育システム等を整備し、第２期中期目
標期間末と比較して、社会人の学びに対応したプログラムの
科目数や受講者数などを増加させる。

達成指標をより具体的にするため、該当する部
分を修正した。

備考

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

素案の記述 検討後の記述



（中期計画）
３　社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究
に関する目標を達成するための措置

①-1　自治体および地域産業界と連携を強化するとともに、
COC推進機構を中心とする全学的な地域貢献推進体制を平
成28年度末までに確立し、外部評価委員会およびアドバイザ
リーボード等による評価と事業推進委員会による改善を継続
的に実行する。

①-1　自治体および地域産業界との連携を強化するとともに、
県内５大学が連携して地域志向教育と特色人材育成を行い、
卒業生の地域定着を推進するために、COC推進機構を中心と
する全学的な地域貢献推進体制を平成28年度末までに確立
し、ふくいCOC+事業評価委員会などの外部評価委員会とアド
バイザリーボード等による評価および事業推進委員会による
改善を継続的に実行する。

本学は福井県及び県内５大学による「地（知）の
拠点大学による地方創生推進事業（COC+）」に
選定されている。この事業のための取組みをよ
り明確化するため「県内５大学が連携した地域
志向教育と特色人材育成を行い卒業生の地域
定着を促進するために」と「ふくいCOC+事業評
価委員会などの」を加筆した。

（中期計画）
１　教育に関する目標を達成するための措置
（４）入学者選抜に関する目標を達成するための措置

①-1　一体的な３ポリシーのもと、達成度テスト（仮称）、国際
バカロレア資格等の活用を含め、多様な志願者に対し知識・
能力・意欲・適性等を多面的・総合的に評価・判定できる選抜
方法を平成30年度までに策定し、適宜導入する。さらに、新た
な高大連携のあり方とそこでの学習成果に基づく多様な能力
を多面的・総合的に評価する手法の研究開発を行うとともに、
それを通して高大接続入試、特に個別選抜への提案を行う。

①-1　一体的な３ポリシーのもと、達成度テスト（仮称）、国際
バカロレア資格等の活用を含め、多様な志願者に対し知識・
能力・意欲・適性等を多面的・総合的に評価・判定できる選抜
方法を策定し、適宜導入する。さらに、新たな高大連携のあり
方およびそこでの学習成果に基づく多様な能力を多面的・総
合的に評価する手法の研究開発を行うとともに、それを通して
高大接続入試、特に個別選抜の改善に資する。国際地域学
部では、高大接続AO入試を平成29年度から実施するととも
に、他学部での導入を検討する。

１． 評価指標として、達成年度を明示するため
「国際地域学部では、高大接続AO入試を平成
29年度から実施するとともに、他学部での導入
を検討する。」を加筆した。

２． 素案提出後、当該計画の達成に欠かせな
い「達成度テスト（仮称）」の導入時期が不確定
となり、そのため「平成30 年度までに」を削除し
た。

（中期計画）
２　研究に関する目標を達成するための措置
（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するた
めの措置

①-3　「安全と共生」を基本として平成21年４月に設置された
附属国際原子力工学研究所を中心に、福島第一原子力発電
所の事故の教訓を踏まえ、公募型共同研究等の実施、海外
研究機関との研究者の相互派遣、国際ワークショップの開催
等を通して、軽水炉および高速炉の安全性向上、原子力防
災・危機管理、原子力施設の廃止措置、放射性廃棄物の減容
および毒性の低減等に関する先進的研究を一層推進し、国
際・国内共同研究等の実施件数、国際ワークショップ等の開
催数、学術誌への英語論文掲載数を第２期より20%以上増加
させる。

達成指標として、数値目標である「論文掲載数
等の増加」に加え、研究の質に関する目標とし
て「論文の被引用数と研究成果に基づく受賞の
実績を増加させる。」を加筆した。

①-3　「安全と共生」を基本として平成21年４月に設置された
附属国際原子力工学研究所を中心に、福島第一原子力発電
所の事故の教訓を踏まえ、公募型共同研究等の実施、海外
研究機関との研究者の相互派遣、国際ワークショップの開催
等を通して、軽水炉および高速炉の安全性向上、原子力防
災・危機管理、原子力施設の廃止措置、放射性廃棄物の減容
および毒性の低減等に関する先進的研究を一層推進し、国
際・国内共同研究等の実施件数、国際ワークショップ等の開
催数、学術誌への英語論文掲載数を第２期中期目標期間より
20%以上増加させる。また、論文の被引用数と研究成果に基
づく受賞の実績を増加させる。



（中期計画）
３　社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究
に関する目標を達成するための措置

②-2　人口減少、高齢化の進む地域社会における医師・看護
師を中心とする多職種連携による医療の教育・実践およびIT
ネットワークを用いた医療支援のモデルシステムを構築し、地
域医療の向上に貢献する。期間中に、生涯学習に参加する多
職種の医療人を増加させ、地域の自治体や住民に関連した
取組を20%増とし、自治体の各種審議会などへの教職員の参
加実績を引き続き高水準に維持する。

②-2　人口減少、高齢化の進む地域社会における医師・看護
師を中心とする多職種連携による医療の教育・実践の推進に
より、生涯学習に参加する多職種の医療人を増加させ、地域
の自治体や住民に関連した取組みを20%増とし、自治体の各
種医療審議会などへの教職員の参加実績を引き続き高水準
に維持する。さらに、ICTネットワークを用いた地域医療支援の
モデルシステムを構築し、その利用を増加させる。加えて関連
病院長会議のメンバーである県内基幹病院を中心に地域医
療強化のための連携を推進するとともに、地域医療の向上に
貢献する。

文章をよりわかりやすくするため，前後記述の
順番を修正するとともに，文言を統一するため
「ＩＴ」を「ＩＣＴ」に修正した。また､ＩＣＴネットワーク
を構築した後､利用を増加させ」とし､指標を加
筆した。また地域医療強化のための病院間連
携を主導的に推進することを示す「関連病院長
会議のメンバーである県内基幹病院を中心に
地域医療強化のための連携を推進する」を加筆
した。

（中期計画）
３　社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究
に関する目標を達成するための措置

①-2　地域志向と主体性の育成を重視した全学的な教育カリ
キュラム改革を継続して、社会が求める高度専門職業人の養
成と、その地域への定着を推進し、地域社会の持続的発展に
寄与する。さらに、グローバルサイエンスキャンパスやスー
パーサイエンスハイスクール事業への支援、並びに、公開講
座の開催や大学開放講義等への協力を通じて、地域の児童・
生徒に先進的教育を提供し、地域の次世代を担う人材創出に
つなげるとともに、地域住民との協働的学習・活動を通して、
地域を支える人材の創出、キャリアアップ学習および生涯学
習に積極的に貢献する。

①-2　地域志向と主体性の育成を重視した「地（知）の拠点大
学による地方創生推進事業」と連動させた全学的な教育カリ
キュラム改革を継続し、地域志向・実践系科目数を増加させる
とともに、地（知）の拠点大学による地方創生推進事業参加大
学間の地域志向科目の相互開放と単位認定等を拡充し、社
会が求める高度専門職業人の養成と、地域への定着を推進
し、地域社会の持続的発展に寄与する。また、グローバルサ
イエンスキャンパス事業の実施やスーパーサイエンスハイス
クール並びにスーパーグローバルハイスクール事業への支
援、さらには、公開講座の開催や大学開放講義等への協力を
通じて、地域の児童・生徒に先進的教育を提供し、次世代を
担う人材創出に繋げるとともに、地域住民との協働的学習・活
動を通して、地域を支える人材の創出、キャリアアップ学習お
よび生涯学習に積極的に貢献する。

１．「地（知）の拠点大学による地方創生推進事
業」と連動した計画であることを表すとともに、
教育カリキュラム改革の内容をより明確にする
ため「地（知）の拠点大学による地方創生推進
事業と連動させた」と「地域志向・実践系科目数
を増加させるとともに、大学間の地域志向科目
の相互開放と単位認定制度等を拡充し、」を加
筆した。さらに、新たな達成指標として「地域志
向・実践系科目数を増加させる」ことを加筆し
た。

２．スーパーサイエンスハイスクールだけでな
く，スーパーグローバルハイスクール事業も支
援するため「並びにスーパーグローバルハイス
クール」を加筆した。



（中期計画）
３　社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究
に関する目標を達成するための措置

②-4　地域のグローバル化・少子高齢化・コミュニティの機能
低下・環境破壊等の進行する諸課題に対して、地域の行政や
企業等と連携して、その解決の方向性を探り地域創生の展望
を示すことのできる総合的・学際的な教育研究を進め、地域に
貢献できる人材を育成する拠点となる。

②-4　地域経済の停滞やコミュニティの希薄化、また企業や
地域社会のグローバル化等から生ずる諸課題に対し、地域の
行政や企業等と連携して、その解決の方向性を探り地域創生
の展望を示すことのできる総合的・学際的な研究を推進する
とともに、地域創生の核となる人材を育成するための重要なカ
リキュラムとして、地域と連携した課題解決型能動的学習を拡
充する。国際地域学部では平成28年度に地域連携協議会を
設置しアドバイザリーボードとして機能させるとともに、第３期
中期目標期間を通じて全学的に自治体や企業、学校、諸団体
との教育・研究の連携を推進し、連携授業および共同研究の
連携先数を増加させる。

国際地域学部の設置に先立って実施した調査
から明らかとなった、地域に貢献できる人材を
育成する方法をより具体的に加筆し、「地域創
生の核となる人材を育成するための重要なカリ
キュラムとして、地域と連携した課題解決型能
動的学習を拡充する。」とした。また，平成28年
度から新たに設置する国際地域学部の取組に
ついてより明確に記載するとともに，全学的な
指標を加筆し、「国際地域学部では平成28年度
に地域連携協議会を設置しアドバイザリーボー
ドとして機能させるとともに、第３期中期目標期
間を通じて全学的に自治体や企業、学校、諸団
体との教育・研究の連携を推進し、連携授業お
よび共同研究の連携先数を増加させる。」とし
た。

１．取組内容をより具体的に明示するため、「治
験・先進医療を含む臨床研究全般」と修正し
た。

２．当該計画の達成に必要な手段をより明確に
するため、「侵襲のある介入研究に対しては、
臨床研究に関するモニタリング講習会の年2回
以上実施などを含め、モニタリング機能の強化
を図り信頼性を確保する。」と修正・加筆した。

（中期計画）
４ その他の目標を達成するための措置
（２）附属病院に関する目標を達成するための措置

①-1　医療人の高度かつ専門的な能力向上を図るため、卒前
教育と卒後教育の一体性に配慮し、臨床実技とシミュレーショ
ントレーニングを組み合わせた効果的な教育・研修プログラム
を実施する。さらに、生涯学習や学び直しのための研修を充
実させる。

①-1　医療人の高度かつ専門的な能力向上を図るため、福井
メディカルシミュレーションセンターで福井県内・福井大学の医
療従事者を対象としたシミュレーター臨床教育を展開し、シ
ミュレーターを活用した臨床研修を年30回以上実施する。併
せて、卒前教育・卒後教育を一体化し、臨床実技とシミュレー
ショントレーニングを組み合わせた教育・研修プログラムの実
施を年3回以上に増加させる。

１． 当該計画の達成に必要な手段をより明確に
するため、「福井メディカルシミュレーションセン
ターで福井県内・福井大学の医療従事者を対
象としたシミュレーター臨床教育を展開し、シ
ミュレーターを活用した臨床研修を年30回以上
実施する。」と修正・加筆した。

２． 達成指標として「教育・研修プログラムの実
施を年3回以上に増加させる」ことを加筆した。

（中期計画）
４ その他の目標を達成するための措置
（２）附属病院に関する目標を達成するための措置

①-2　新たな治療薬や医療技術の研究開発を進めるために、
臨床研究に対する継続的な支援を行う。また、質の高い医学
研究、治験および先進医療を推進するため、電子申請システ
ムの導入により迅速な申請手続きを実現し、さらに、モニタリ
ング・監査体制の機能強化を図り信頼性を確保する。

①-2　新たな治療薬や医療技術の研究開発を進めるために、
治験・先進医療を含む臨床研究全般に対する継続的な支援
を行う。また、質の高い医学研究を推進するため、電子申請シ
ステムの導入により迅速な申請手続きを実現し、さらに、侵襲
のある介入研究に対しては、臨床研究に関するモニタリング
講習会の年2回以上実施などを含め、モニタリング機能の強
化を図り信頼性を確保する。



（中期計画）
４　その他の目標を達成するための措置
（３）附属学校に関する目標を達成するための措置

①-1　少子化に伴う学校の統廃合が大きな課題となってきて
いる中、附属学園では、小中一貫校の設置を目指し、小学校
と中学校の効果的な機能連携と教育課程の開発を進める。さ
らに、アクティブ・ラーニング等の学習方法を積極的に導入し、
知識基盤社会における学力形成を進め、その成果を公開研
究会および刊行物等を通して公表するとともに、教職大学院
における教育活動に還元する。具体的には、教職大学院生が
附属学園の公開研究会へ至るプロセスに同伴し、かつ、刊行
物等の検討を大学院授業の一環として実施する。

①-1　少子化に伴う学校の統廃合が大きな課題となってきて
いる中、附属学園では、小中一貫校の設置を目指し、小学校
と中学校の効果的な機能連携と教育課程の開発を進め、平
成29年度に小中学校を統合し義務教育学校を創設するととも
に、保護者のニーズに対応するため、附属幼稚園における延
長保育や減員を生じた際には附属小学校における中途入学
試験を実施する。また、アクティブ・ラーニング等の学習方法
の積極的な導入や、チーム学校としての「学び合うコミュニ
ティ」の形成を通して、知識基盤社会における学力形成を進
め、加えて、その成果を公開研究会および刊行物等を通して
公表するとともに、教職大学院における教育活動に還元す
る。

１．当該目標・計画を達成するために組織の再
編成が必要であることから、具体的な方策とし
て「平成29年度に小中学校を統合し義務教育
学校を創設するとともに」を加筆した。さらに、評
価指標として達成年度も加筆した。

２．当該目的の達成に資する具体的な手段とし
て「保護者のニーズに対応するため、附属幼稚
園における延長保育や減員を生じた際には附
属小学校における中途入学試験を実施する」を
加筆した。

３．当該計画の達成に資する手段等をより分か
り易く明示するため、「また、アクティブ・ラーニン
グ等の学習方法の積極的な導入や、チーム学
校としての「学び合うコミュニティ」の形成を通し
て、知識基盤社会における学力形成を進め、加
えて、その成果を公開研究会および刊行物等を
通して公表するとともに、教職大学院における
教育活動に還元する。」と修正・加筆した。

指標となる達成年度を加筆した。（中期計画）
４ その他の目標を達成するための措置
（２）附属病院に関する目標を達成するための措置

②-1　病院再整備において患者総合支援センターの設置や
中央採血室・処置室ゾーンの集約化等を図るとともに、最先
端の医療機器・設備導入や体制の整備を計画的に実施する
ことにより診療機能の向上を図る。また、地域の医療需要の
分析を進め、県との連携を強化しつつ、がん診療および大規
模災害対応等の社会的要請の強い分野における高度な医療
を提供する。

②-1　病院再整備において平成30年度までに患者総合支援
センターの設置や中央採血室・処置室ゾーンの集約化等を図
るとともに、最先端の医療機器・設備導入や体制の整備を計
画的に実施することにより診療機能の向上を図る。また、地域
の医療需要の分析を進め、県との連携を強化しつつ、がん診
療および大規模災害対応等の社会的要請の強い分野におけ
る高度な医療を提供する。



（中期計画）
４ その他の目標を達成するための措置
（３）附属学校に関する目標を達成するための措置

①-3　附属学園は、地域に開かれた運営体制を整備するため
に保護者や地域の方が参加する地域運営協議会（仮称）を設
置する。また、県教育委員会との連携・協働を実現して、教師
教育の質の更なる向上と県下の教員の資質向上を実現する
ために教師教育連絡会（仮称）を設置するとともに、附属学園
の教員研修学校としての機能を高めるため、教員の適正期間
での異動を促進する。さらに、放課後就学児童クラブ等の就
学環境の整備を行う。

①-3　附属学園は、地域に開かれた運営体制を整備するため
に保護者や地域の方が参加する地域運営協議会（仮称）を設
置する。また、県教育委員会との連携・協働を実現して、教師
教育の質の更なる向上と県下の教員の資質向上を実現する
ために教師教育連絡会（仮称）を設置するとともに、附属学園
の教員研修学校としての機能を高めるため、教員の適正期間
(10年未満)での異動を促進させるとともに、附属学園内の教
員異動を実現させる。さらに、放課後就学児童クラブ等の就学
環境の整備を行う。

当該目的の達成には「教員の異動」が必要であ
り、その手段等をより明確に明示するため、「教
員の適正期間(10年未満)での異動を促進させ
るとともに、附属学園内の教員異動を実現させ
る。」と修正・加筆した。

附属学校が，大学と一体化するためには､両組
織を兼務する研究実践教員の存在が必須であ
る。それに伴い、具体的な評価指標を提示する
とともに、「担う研究実践者教員を４名以上に増
加し、」と修正・加筆した。

（中期計画）
４ その他の目標を達成するための措置
（３）附属学校に関する目標を達成するための措置

①-2　授業・カリキュラムの開発研究に加え、６・３・３制の見
直しに資する効果的な校種の在り方に関する教育研究も可能
にするため、附属４校園の企画運営を一本化し、大学院・学部
との連携・協働を行い、三位一体改革をさらに推進する。ま
た、併設の教職大学院と一体になって、教育実習生・インター
ン生・現職教員院生・学校ボランティア等の教育活動を支援す
るとともに、これら活動の中核的な役割を研究実践者教員が
担い理論と実践との往還の取組みを一層進め、附属学校の
研究開発校並びに教員研修機能校としての機能を強化する。

（中期計画）
３　法令遵守等に関する目標を達成するための措置

①-1　監事の権限強化に伴い、サポート体制を充実させる。さ
らに、法令遵守（コンプライアンス）並びに公的研究費の不正
使用防止のための教育や研究活動の不正行為防止のための
研究倫理教育を着実に進め、教職員の受講状況や理解度を
把握するなど、組織的に浸透させる。また、危機管理体制の
強化のため、経営上のリスクマネジメントの観点から、定期
的・継続的な点検を行う。

①-1　監事の権限強化に伴い、サポート体制を充実させる。さ
らに、法令遵守（コンプライアンス）並びに公的研究費の不正
使用防止のための教育や研究活動の不正行為防止のための
研究倫理教育を着実に進め、教職員の受講状況や理解度を
把握し、教育の受講状況を部局ごとに公表するなど、組織的
に浸透させる。また、危機管理体制の強化のため、経営上の
リスクマネジメントの観点から、定期的・継続的な点検を行う。

法令遵守並びに公的研究費の不正使用防止の
徹底を図るため、より具体的な方策として、「関
連教育の受講状況を部局ごとに公表する」こと
を改めて定めた。そこで、この新たな方策を「教
職員の受講状況や理解度を把握し、教育の受
講状況を部局ごとに公表するなど」として加筆・
修正した。

①-2　授業・カリキュラムの開発研究に加え、６・３・３制の見
直しに資する効果的な校種の在り方に関する教育研究も可能
にするため、附属４校園の企画運営を一本化し、大学院・学部
との連携・協働を行い、三位一体改革をさらに推進する。ま
た、併設の教職大学院と一体になって、教育実習生・インター
ン生・現職教員院生・学校ボランティア等の教育活動を支援す
るとともに、これら活動の中核的な役割を担う研究実践者教
員を４名以上に増加し、理論と実践との往還の取組みを一層
進め、附属学園の研究開発校並びに教員研修機能校として
の機能を強化する。



更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

※変更を行わないと判断するに至った理由を記入してください。（例えば、「中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため」
「より詳細な達成状況を年度計画において定めることとしているため」など）



（様式２－２）

（法人番号　40 ） （大学名）　山梨大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

○ 更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

※変更の理由等を記入してください。

取組時期をより明確にするため、表現を改める。

備考

（中期目標／中期計画） ※記述の前に中期目標もしくは中期計画
のいずれかを明記してください。
（中期計画）5. 地域社会・産業界等の要請も踏まえ、各学部で
学生が身につけるべき能力（competency）を具体化し、これに
合わせて各学部の学位授与、教育課程編成・実施、入学者受
入れの３方針を見直す。また、それに対応して各科目をナンバ
リングし、様々な教学関連データの収集・分析から学生の能力
獲得状況を評価する方法を開発するなど、教育の内部質保証
のしくみを平成31年度までに構築する。

（中期計画）33. 産官学連携のもとに地域社会、地域産業の課
題解決に取り組むとともに、戦略的かつ総合的な研究成果の
社会還元が推進できるよう、社会連携・研究支援機構における
自治体、企業や各種団体との連携協議の場を充実・強化し、そ
の場において、産官学連携を推進するための体制を継続的に
検証し、見直す。

取組内容がより具体的となるよう、学習指導要領
に準じ適切な表現に改める。

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

素案の記述 検討後の記述

※変更箇所に下線を付してください。

（中期計画）5. 地域社会・産業界等の要請も踏まえ、各学部で
学生が身につけるべき能力（competency）を具体化し、これに
合わせて各学部の学位授与、教育課程編成・実施、入学者受
入れの３方針を見直す。また、それと並行して各科目をナンバ
リングし、様々な教学関連データの収集・分析から学生の能力
獲得状況を評価する方法を開発するなど、教育の内部質保証
のしくみを平成31年度までに構築する。

（中期計画）22. 高等学校教育課程における学力の３要素（①
基礎的・基本的な知識・技能、②知識・技能を活用して課題を
解決するために必要な思考力・判断力・表現力等、③主体的
に学習に取り組む態度）を育成するための学習・指導方法の改
善及び評価方法の開発を支援することにより、本学への進学
が見込まれる山梨県内外の高等学校との連携を深める。

（中期計画）22. 高等学校教育課程における学力の３要素（思
考力・判断力・表現力）を育成するための学習・指導方法の改
善及び評価方法の開発を支援することにより、本学への進学
が見込まれる山梨県内外の高等学校との連携を深める。

事後的な検証がより可能なものとなるよう数値目
標を追記する。

（中期計画）33. 産官学連携のもとに地域社会、地域産業の課
題解決に取り組むとともに、戦略的かつ総合的な研究成果の
社会還元が推進できるよう、社会連携・研究支援機構における
自治体、企業や各種団体との連携協議の場を充実・強化し、そ
の場において、産官学連携を推進するための体制を継続的に
検証し、見直す。これらの取組を通じ、平成30年度までに地域
との共同研究・技術指導の実施件数を平成26年度に対し30％
以上増加させる。



（法人番号40）　（大学名）山梨大学

（中期計画）42. 留学生OB ネットワークを平成30年度までに整
備して、入試広報及びIR活動に活用することにより、優秀な留
学生を確保し、国際的な共同研究を促進させる。

事後的な検証がより可能なものとなるよう、数値
目標及び具体的な取組内容を追記する。

（中期計画）42. 留学生OB ネットワークを平成30年度までに整
備して、入試広報及びIR活動に活用することにより、優秀な留
学生を確保するとともに、平成33年度までに留学生受入数を
平成27年度に対し20％以上増加させ、国際的な共同研究を促
進する。

事後的な検証がより可能なものとなるよう数値目
標を追記する。

（中期計画）44. 協定校との連携を強化し、平成33年度までに
海外派遣学生数を平成27年度に対し20％以上増加させるとと
もに、グローバル・パートナーシップの形成などを通して海外の
研究者及び学生を短期間に受け入れ、本学の学生に海外の
研究者や学生と協同して問題解決に取り組む機会を提供す
る。これらの取組を通じ、本学の強みとする融合研究分野を中
心に最先端の共同研究を促進する。

（中期目標）18. 教育・研究に関する国際連携を戦略的に進
め、国際的水準の教育研究を展開する。

（中期目標）18. 教育・研究に関する国際連携をグローバル・
パートナーシップの形成などを通して戦略的に進め、国際的水
準の教育研究を展開する。

（中期計画）55. 全学的に女性教員の割合を高め、平成32年
度までに女性教員比率を17％以上に引き上げ、それを維持す
る。

（中期計画）55. 全学的に女性教員の割合を高め、平成32年
度までに女性教員比率を17％以上に引き上げ、それを維持す
る。併せて、意思決定過程への女性の参画を推進するため、
女性管理職比率を引き上げる。

事後的な検証がより可能なものとなるよう、具体
的な達成目標を追記する。

事後的な検証がより可能なものとなるよう、具体
的な取組内容を追記する。

（中期目標）25. 優秀な若手・外国人・女性教員など、多様な教
員構成の実現により教育研究活動を活性化する。

（中期目標）25.  優秀な若手・外国人・女性教員などの割合を
高め、多様な教員構成の実現により教育研究活動を活性化す
る。

事後的な検証がより可能なものとなるよう、具体
的な達成目標を追記する。

（中期計画）44. 協定校との連携を強化し、海外の研究者及び
学生を短期間に受け入れ、本学の学生に海外の研究者や学
生と協同して問題解決に取り組む機会を提供するとともに、本
学の強みとする融合研究分野を中心に最先端の共同研究を
促進する。



（法人番号40）　（大学名）山梨大学

更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

※変更を行わないと判断するに至った理由を記入してください。（例えば、「中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため」
「より詳細な達成状況を年度計画において定めることとしているため」など）



（様式２－２）

（法人番号　41 ） （大学名）　信州大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

○ 更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

※変更を行わないと判断するに至った理由を記入してください。（例えば、「中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため」
「より詳細な達成状況を年度計画において定めることとしているため」など）

（中期計画7-1）大学入学希望者学力評価テスト（仮称）の導
入に伴い，入学者受入方針を見直し，「知識・技能」「思考力・
判断力・表現力」「主体性・多様性・協働性」を多面的・総合的
に評価し入学者を選抜する体制を，平成32年度までに整備す
る。

大学入学希望者学力評価テスト（仮称）の導入に伴い，入学
者受入方針を見直し，「知識・技能」「思考力・判断力・表現
力」「主体性・多様性・協働性」を多面的・総合的に評価する入
学者選抜体制を，平成32年度までに整備する。

国内外招へい講師による特別講義，キャンパス横断型講義，
分野横断型講義等の実施により，専門分野の深い知識・技能
に加え，専門分野近傍の領域の知識が身に付くような教育課
程を平成31年度までに編成し，実施する。

専門分野の深い知識・技能に加え，専門分野
近傍の領域の知識が身に付くような教育課程と
して実施する講義の例を追加し、計画の一層の
具体化を図るため。

（中期計画17-3）平成28年度までに女性教職員の管理職を新
たに３名登用し，その後の増員を図り，第３期中期目標期間
を通じて女性教職員の在職比率を高めるとともに，女性教職
員の人材育成を進める。

平成27年４月１日現在約6.8％である女性教職員の管理職比
率を平成28年度に10％以上とし，その後の増員を図り，第３
期中期目標期間を通じて女性教職員の在職比率を高めると
ともに，女性教職員の人材育成を進める。

女性教職員の管理職の登用数や達成時期の
見込みについて、通知を踏まえより実態に即し
て検討した。また登用者数でなく、管理職比率
を明示することで本学の目標値（平成27年2月
20日付事務連絡「国立大学法人等における女
性管理職等への登用推進の目標設定につい
て」への回答）と整合することになり、中期計画
の達成をより明確に判断することが可能とな
る。

平成32年度までに整備する「体制」について、
多面的・総合的に評価するという表現をより強
調し、明確な表現となるよう改める。

（中期目標／中期計画） ※記述の前に中期目標もしくは中期計画
のいずれかを明記してください。

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に
関連して更なる検討を求めるもの

素案の記述

（中期計画2-1）国内外招へい講師による特別講義，キャンパ
ス横断型講義の実施により，専門分野の深い知識・技能に加
え，専門分野近傍の領域の知識が身に付くような教育課程を
平成31年度までに編成し，実施する。

検討後の記述

※変更箇所に下線を付してください。 ※変更の理由等を記入してください。

備考



（様式２－２）

（法人番号　４２ ） （大学名）　岐阜大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

○ 更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

　これまで、教育学部を中心に、地域の教育の
拠点としての役割を果たすため入学者選抜の
あり方について検討を行ってきているが、検討
課題の内容から、平成30年度までの実施は困
難な状況であると判断したため。

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

素案の記述 検討後の記述 備考

Ⅰ－１－（4）
中期計画②－１
地域の教育の拠点としての役割を果たすため、岐阜県教育委
員会等と連携して教育学部の入学者選抜に地域枠などを平
成30年度までに導入する。

Ⅰ－１－（4）
中期計画②－１
地域の教育の拠点としての役割を果たすため、岐阜県教育委
員会等と連携して教育学部の入学者選抜に地域枠などを第３
期中期目標期間中に導入する。



（様式２－２）

（法人番号　４３ ） （大学名）　静岡大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

○ 更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

素案の記述 検討後の記述

※変更箇所に下線を付してください。 ※変更の理由等を記入してください。

備考

（中期目標／中期計画） ※記述の前に中期目標もしくは中期計画
のいずれかを明記してください。

人材養成像の観点の明確化（中期計画）Ⅰ－１－（１）計画番号３
専門分野ごとに人材養成像を明確にし、それぞれに適合した
体系的な教育課程の編成を行う。
  教員養成課程では、静岡県内の小学校教員占有率を30％
以上とするため、新設「初等学習開発学専攻」を拠点とする小
学校免許プログラムの充実、教員への適性・志向性重視の入
試システムの構築等を行う。

学問的動向や社会的ニーズを踏まえて専門分野ごとに人材
養成像を明確にし、それぞれに適合した体系的な教育課程の
編成を行う。
  教員養成課程では、静岡県内の小学校教員占有率を30％
以上とするため、新設「初等学習開発学専攻」を拠点とする小
学校免許プログラムの充実、教員への適性・志向性重視の入
試システムの構築等を行う。

（中期計画）Ⅰ－１－（１）計画番号６
学習意欲を育てる初年次教育を行うとともに、学生が主体的
に将来設計を構築できるようなキャリアデザイン教育を行う。

カリキュラム全般の見直しの中で、学習意欲を育てる初年次
教育を充実させるとともに、学生が主体的に将来設計を構築
できるようなキャリアデザイン教育を行う。

手段の明確化

（中期計画）Ⅰ－１－（１）計画番号８
アクティブ・ラーニング、フィールドワーク等の拡大・充実、ICT
の積極的活用を進め、学生の主体的・能動的学習を促進す
る。

講義科目において、アクティブ・ラーニング、フィールドワーク
を取り入れた授業数を倍増するなど、その拡大・充実を図ると
ともに、ICTの積極的活用を進め、学生の主体的・能動的学習
を促進する。

手段の明確化、指標の設定による変更

（中期計画）Ⅰ－１－（２）計画番号１７
全学教育基盤機構に設けたグローバル企画推進室におい
て、全学的な教育の国際化に取り組む。また、ABPの取組を
強化する。

全学教育基盤機構に設けたグローバル企画推進室におい
て、ABPの取組の強化等、全学的な教育の国際化に取り組
む。

手段の明確化



（中期計画）Ⅰ－１－（３）計画番号２４
学生の主体的な就職活動に向け、キャリア形成から就職まで
の一貫した支援を拡充するため、地元企業等との連携による
就職支援体制の構築、就職カウンセラーの相談体制の見直
し、就職支援セミナーの開催等を実施する。

学生の主体的な就職活動に向け、キャリア形成から就職まで
の一貫した支援を拡充するため、県内の大学及び企業等と連
携したインターンシップ情報発信の仕組み等の就職支援体制
を構築し、インターンシップ参加者数の倍増を図る。
　さらに、就職カウンセラーの相談体制の見直しや就職支援セ
ミナーの開催等を実施する。

手段の明確化、指標の設定による変更

（中期計画）Ⅰ－２－（２）計画番号３４
重点研究３分野を中心とした組織的研究を推進するために、
研究を推進するための会議やIR体制を整備し、研究IRを含む
研究マネジメント機能を強化する。

重点研究３分野を中心とした組織的研究を推進するため、研
究戦略に関する会議やIR体制を整備し、研究IRを含む研究マ
ネジメント機能を強化する。

手段の明確化

文言の重複を整理し、水準の明確化

（中期計画）Ⅰ－１－（３）計画番号２２
教職員による全学的な学生支援体制を充実するため、第２期
中期目標期間に引き続き学生担当職員や学部学生相談委員
に対するFD・SD研修を実施する。

教職員による全学的な学生支援体制を充実するため、第２期
中期目標期間に引き続き学部の学生相談員や学生担当職員
に対するFD・SD研修を実施する。

対象者の明確化

（中期計画）Ⅰ－２－（２）計画番号３５
重点研究３分野を中心に電子工学研究所、グリーン科学技術
研究所及び創造科学技術大学院の連携による国際的プロ
ジェクト研究を推進し、プロジェクト研究推進を通して、評価の
高い国際学術論文執筆や国際研究組織への参画など国際的
に通用する優れた若手研究者を育成する。

重点研究３分野を中心に電子工学研究所、グリーン科学技術
研究所及び創造科学技術大学院の連携による国際的プロ
ジェクト研究を推進し、評価の高い学術論文執筆や国際研究
組織への参画等、国際的に通用する優れた若手研究者を育
成する。

対象者の明確化（中期計画）Ⅰ－２－（２）計画番号３６
高い研究能力を有する若手教員、女性教員及び外国人教員
を確保し、研究組織の多様性を高めるとともに、これらの教員
を重点的に支援することにより、競争力のある研究推進体制
を強化する。

高い研究能力を有する若手教員、女性教員及び外国人教員
を確保し、研究者の多様性を高めるとともに、これらの教員を
重点的に支援することにより、競争力のある研究推進体制を
強化する。

（中期計画）Ⅰ－２－（１）計画番号２９
重点研究分野の国際的学術論文数を前期比10％及び国際論
文共著比率を前期比20％増加させるなど、重点研究分野の
連携による成果の創出や分野を超えた超領域研究による新
領域の開拓に取り組む。また、超領域研究推進本部により定
期的な研究成果発表会と国際シンポジウムを継続し、学内外
の研究者交流を通して国際的に通用する研究人材を育成す
る。
重点研究分野:ICTをベースにしたリーディング3研究分野
○光応用・イメージング
○環境・エネルギーシステム
○グリーンバイオ科学

重点研究分野の国際的学術論文数を前期比10％及び国際共
著論文比率を前期比20％増加させるなど、重点研究分野の
連携による成果の創出や分野を超えた超領域研究による新
領域の開拓に取り組む。また、超領域研究推進本部により定
期的な研究成果発表会と国際シンポジウムを継続し、学内外
の研究者交流を通して国際的に通用する研究人材を育成す
る。
重点研究分野:ICTをベースにしたリーディング3研究分野
○光応用・イメージング
○環境・エネルギーシステム
○グリーンバイオ科学

内容の明確化



キャンパス及び地域のグローバル化を推進するため、学生の
居住環境の整備や学内外における異文化交流事業等を実施
する。

手段の明確化

地（知）の拠点大学による地方創生推進事業に
選定されたことによる変更

（中期計画）Ⅰ－４－（１）計画番号４５
教育のグローバル化に対応した教育環境づくりを推進するた
め、全学的な教育実施体制の下で、国際共同教育プログラム
などの国際的な流動性を高める教育プログラムを導入する。

全学的な教育実施体制の下で、英語のみで修了できるコース
等の増設や、国際共同教育プログラムなどの国際的な流動性
を高める教育プログラムを導入するに当たり、プログラム調
査・整備の支援や海外留学支援（派遣・受入）等、教育のグ
ローバル化に対応した教育環境づくりを推進する。

手段の明確化、指標の設定による変更

指標の設定による変更

（中期計画）Ⅰ－４－（１）計画番号４９
留学生の居住環境の整備や学内外における異文化交流事業
など、キャンパス及び地域のグローバル化に向けた施策を展
開する。

（中期計画）Ⅰ－３計画番号４１
社会・産学連携に係る情報の発信を積極的に行うとともに、大
学に対する地域の多様な要望等の把握・反映のための機能
を強化し、地域と大学の相互交流を拡充する。

社会・産学連携に係る情報の発信を積極的に行うとともに、大
学に対する地域の多様な要望等の把握・反映のための機能
を強化し、COC+事業等を通して地域と大学の相互交流を拡
充する。

（中期計画）Ⅰ－３計画番号４０
企業等との共同研究、技術移転等を推進するとともに、イノ
ベーション人材の育成を進めるため、産業界との包括連携協
定を積極的に活用する。

産業界との包括連携協定を積極的に活用し、企業等との共同
研究、技術移転等を推進するとともに、イノベーション人材の
育成を進める。

手段の明確化

連携の明確化

連携の明確化

（中期計画）Ⅰ－４－（１）計画番号４８
グローバル化推進に向けた実施体制を強化するため、海外交
流協定校を100校（機関）に増加させるとともに、海外事務所
や海外同窓会の新設や既存事務所等を活用する。

グローバル化推進に向けた実施体制を強化するため、海外交
流協定校を100校（機関）に増加させるとともに、海外事務所
や海外同窓会を増設する。

（中期目標）Ⅰ－４－（２）目標番号１６
大学・教育学部及び地域の教育界・産業界等との連携・協力
を強化し、先導的・実験的な教育研究に取り組むことを通し
て、より資質の高い教員の養成に貢献するとともに、地域の
ニーズに基づく人材養成に取り組み、地域の教育のモデル校
としての役割を果たす。

附属学校園と大学・教育学部及び地域の教育界・産業界等と
の連携・協力を強化し、先導的・実験的な教育研究に取り組
むことを通して、より資質の高い教員の養成に貢献するととも
に、地域のニーズに基づく人材養成に取り組み、地域の教育
のモデル校としての役割を果たす。

（中期計画）Ⅰ－４－（２）計画番号５０
大学・教育学部及び地域の教育界・産業界等との連携・協力
を強化し、先導的・実験的な教育研究を通して、グローバル
化、理数教育に対する地域のニーズに基づく人材養成に取り
組む。

附属学校園と大学・教育学部及び地域の教育界・産業界等と
の連携・協力を強化し、先導的・実験的な教育研究を通して、
グローバル化、理数教育に対する地域のニーズに基づく人材
養成に取り組む。



（中期計画）Ⅱ－１計画番号５３
学長が指導力を発揮する体制を強化するため、客観的な情報
を集約するＩＲ機能を持つ部署を設置するとともに、その部署
との連携により学長補佐室の機能を強化する。

学長が指導力を発揮する体制を強化するため、客観的な情報
を集約するIR機能を持つ部署を平成28年度に設置するととも
に、学長補佐室とIR部署との連携の下、施策の企画・立案・提
言等を提供できる仕組みを構築する。

手段の明確化、指標の設定による変更

（中期計画）Ⅱ－１計画番号５４
第２期中期目標期間に大学の業務及び財産状況の調査権限
等が強化された監事機能をより実質化するため、情報収集・
分析体制を整備する。

第２期中期目標期間に大学の業務及び財産状況の調査権限
等が強化された監事機能をより実質化するため、情報収集・
分析にIR機能を活用する仕組みを整備するとともに、監事の
監査結果を大学運営に反映させる仕組みを強化する。

手段の明確化

（中期計画）Ⅱ－１計画番号５６
大学のグローバル化を一層進めるために、外国人教員比率を
全教員の8％まで拡大する。また、第２期中期目標期間に引き
続き、若手研究者育成のためテニュアトラック制度を活用す
る。

大学のグローバル化を一層進めるため、外国人教員及び外
国の大学等の学位を取得した教員の比率を全教員の13％ま
で拡大する。また、第２期中期目標期間に引き続き、テニュア
トラック制度を活用し、若手研究者を育成する。

手段の明確化、指標の設定による変更

（中期計画）Ⅰ－４－（２）計画番号５２
地域の教育委員会･学校園等との協力の下で、地域の教育の
モデル校として、知識の活用、協調学習の推進等の今日的教
育課題に対応した取組を行う。

附属学校園と地域の教育委員会･学校園等との協力の下で、
地域の教育のモデル校として、知識の活用、協調学習の推進
等の今日的教育課題に対応した取組を行う。

連携の明確化

連携の明確化

（中期計画）Ⅰ－４－（２）計画番号５１
大学・教育学部との連携の下で、教育実習及び実践的な教職
科目の充実・強化に取り組み、より高い資質を備えた教員養
成に貢献する。

附属学校園と大学・教育学部との連携の下で、教育実習及び
実践的な教職科目の充実・強化に取り組み、より高い資質を
備えた教員養成・研修に貢献する。

（中期計画）Ⅱ－１計画番号５５
全学的な観点から教育研究をより迅速かつ効果的に進める
体制を強化するため、教員所属組織と教育研究組織の分離
及び全学人事管理委員会の体制の下、教育研究組織の見直
し等に対応した全学的・組織的人事を進めるとともに、複数の
教員所属組織から各教育研究組織に教員を派遣するなど教
員の効率的かつ柔軟な適正配置を進める。

全学的な観点から教育研究をより迅速かつ効果的に進める
体制を強化するため、教員所属組織と教育研究組織の分離
及び全学人事管理委員会の体制の下、教育研究組織の見直
し等に対応した全学的・組織的人事を進めるとともに、各教育
研究組織への効率的な教員配置を実施する。

手段の明確化



（中期計画）Ⅱ－１計画番号５８
優秀な教員の人材確保の手段として年俸制等を活用し、運用
状況の検証等を通して全教員の10％を維持する。

優秀な教員の人材確保の手段として年俸制等を活用し、運用
状況の検証等を通して年俸制教員比率10％を維持する。

内容の明確化

（中期計画）Ⅱ－１計画番号６０
女性研究者採用加速システム（人件費支援等）を活用して女
性教員比率16％以上とする。女性教職員に関して管理職の
登用を促進するための制度整備を行う。

女性研究者採用加速システム（人件費支援等）を活用して女
性教員比率16％以上とする。また、役員は１名以上、管理職
は13％以上の女性を登用する。

指標の設定による変更

（中期計画）Ⅱ－１計画番号５９
第２期中期目標期間における教職員の個人業務評価のあり
方を検証し、新しい組織運営に対応した改善を行う。

第２期中期目標期間における教職員の個人業務評価のあり
方を検証し、教員所属組織と教育研究組織を分離した体制及
び年俸制を導入した体制に対応した改善を行う。

内容の明確化

（中期計画）Ⅱ－２計画番号６６
新たな教育研究組織の見直し及び経営力強化、地域連携、
学生支援等に係る諸要請に対応した効率的かつ柔軟な体制
の整備を進める。

新たな教育研究組織の見直し及び経営力強化、地域連携、
学生支援等に係る諸要請に対応するため、業務量や業務内
容等に適した職員を配置するなど、効率的な体制を整備す
る。

手段の明確化

（中期計画）Ⅱ－２計画番号６７
業務の多様化と高度化に対応した人材の確保・育成に向けた
人事システムを構築する。

複雑化・高度化・グローバル化する業務の遂行に対応できる
人材を確保・育成するため、職員の採用方法、処遇の検討及
び職員研修を充実するなど、人事システムの見直しを行う。

内容・手段の明確化

（中期計画）Ⅲ－１計画番号６８
自己収入確保のためのアクションプランを策定・実施する。 寄附金、施設貸付料等をはじめとする自己収入確保のための

アクションプランを策定・実施する。

手段の明確化

（中期計画）Ⅲ－３計画番号７１
保有資産について、有効活用を推進するため、毎年度利用計
画を策定・検証する。

保有資産について、有効活用を推進するため、毎年度利用計
画を策定し、利用状況を検証する。

検証内容の明確化



手段の明確化、指標の設定による変更

第２期中期目標期間の評価システムの検証・改善を行い、第
３期中期目標期間の自己点検・評価及び外部評価の計画に
基づき実施する。

手段の明確化

（中期計画）Ⅳ－１計画番号７４
教育研究等の諸活動に関する自己点検・評価及び第三者に
よる評価結果を公開する。

教育研究等の諸活動に関する自己点検・評価及び第三者に
よる評価結果を分析し、改善措置を講ずるとともに、評価結
果、改善計画、改善状況を大学Webサイト等を活用して公開
する。

手段の明確化

（中期計画）Ⅳ－１計画番号７２
自己点検・評価に資するため、教育研究、管理運営に関する
大学データを集約するIR機能を持った部署を設置する。

教育研究、社会連携、大学運営に関するデータを集約するIR
機能を持った部署を平成28年度に設置し、各種評価のための
データ収集・蓄積・分析の効率化を図る。

（中期計画）Ⅴ－２計画番号８０
リスクとなる個別事案における対応等の総合的な評価と改善
指示等を行う管理体制を強化する。

各種リスクに対し構築済みの危機管理体制並びに事象発生
時に取った対応と再発防止対策について、全学的な視点から
検証し改善を促す仕組みを強化する。

内容の明確化

（中期計画）Ⅴ－３計画番号８２
教職員及び競争的資金等の運営・管理に関わる学生に、研
究費の不正使用を防止するため、定期的に研修会等により諸
規則等の周知を行う。

研究費の不正使用を防止するため、教職員及び競争的資金
等の運営・管理に関わる学生に、研修会の実施、諸規則の周
知を図るとともに、会計監査を行う。

対象者・手段の明確化

（中期計画）Ⅴ－３計画番号８３
研究における不正行為を防止するため、研究倫理に関する
Web研修等を実施する。

研究における不正行為を防止するため、教職員及び学生に対
し、研究倫理に関するWeb研修等を実施する。

対象者の明確化

大学Webサイトにおいて在学生、卒業生、同窓会及び国際化
を意識したコンテンツを充実させるとともに、日本語、英語、ス
マートフォン対応等のサイトに適した情報を分かりやすく提供
する。

手段の明確化

（中期計画）Ⅳ－１計画番号７３
評価システムの検証・改善を行い、自己点検・評価及び外部
評価を実施する。

（中期計画）Ⅴ－２計画番号７９
様々なリスクや危機に対する点検を行い、危機に対する情報
共有の充実を図るとともに、予防のための事前周知や発生し
た場合の対策の構築など、取組を強化する。

様々なリスクや危機に対する点検を行い、情報共有の充実を
図るとともに、予防のための事前周知や発生した場合の対策
の構築等、取組を強化する。

文言の重複を整理し、内容の明確化

（中期計画）Ⅳ－２計画番号７７
大学Webサイトにおいて在学生、卒業生、同窓会及び国際化
を意識したコンテンツを充実させるとともに、日本語、英語、ス
マートフォン対応などの多様なサイトに対応した適切な情報を
分かりやすく提供する。



更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

※変更を行わないと判断するに至った理由を記入してください。（例えば、「中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため」
「より詳細な達成状況を年度計画において定めることとしているため」など）

（中期計画）Ⅴ－３計画番号８４
不正アクセス等に対応する情報セキュリティ対策を引き続き実
施するとともに、Web研修、セミナーの開催等、情報セキュリ
ティに関する教育等を行う。また、個人情報の保護に関する取
組を強化する。

不正アクセス等に対応する情報セキュリティ対策を引き続き実
施するとともに、Web研修、セミナーの開催等、情報セキュリ
ティに関する教育等を行う。また、保有個人情報を取り扱う業
務に従事する者に対する教育研修を実施し、個人情報の保護
に関する取組を強化する。

対象者・手段の明確化



（様式２－２）

（法人番号　44 ） （大学名）　浜松医科大学

（更なる検討・工夫の結果）
↓該当する項目いずれかに「○」を記入願います。

更なる検討を行った結果、当該事項に対して十分に対応するため、中期目標・中期計画素案の記載を以下のとおり変更しました。

○ 更なる検討を行った結果、以下の理由により、変更箇所はありません。

更なる検討が求められた事項に関する対応状況・変更箇所

② 「国立大学法人等の中期目標及び中期計画の素案に対する所要の措置について」（平成27年12月1日付け２７文科高第８２０号文部科学大臣通
知）において、「目標を具体的に実現するための手段を策定し、その手段が遂行されているかどうかを検証することができる指標を設定すること」に関
連して更なる検討を求めるもの

中期目標・中期計画素案の記載を以て当該事項に対する十分な対応ができていると判断したため。

素案の記述 検討後の記述 備考


